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資料１－（１）－１ 

 

流山市国民保護対策本部及び流山市緊急対処事態対策本部条例 

平成１８年３月２７日 

条例第１号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平

成１６年法律第１１２号。以下「法」という。）第３１条及び法第１８３条において準用す

る法第３１条の規定に基づき、流山市国民保護対策本部（以下「国民保護対策本部」とい

う。）及び流山市緊急対処事態対策本部（以下「緊急対処事態対策本部」という。）に関し

必要な事項を定めるものとする。 

 

（組織） 

第２条 国民保護対策本部長（以下「本部長」という。）は、国民保護対策本部の事務を総

括する。 

２ 国民保護対策副本部長（以下「副本部長」という。）は、本部長を助け、国民保護対

策本部の事務を整理する。 

３ 国民保護対策本部員（以下「本部員」という。）は、本部長の命を受け、国民保護対

策本部の事務に従事する。 

４ 国民保護対策本部に本部長、副本部長及び本部員のほか、必要な職員を置くことが

できる。 

５ 前項の職員は、市の職員のうちから、市長が任命する。 

 

（会議） 

第３条 本部長は、国民保護対策本部における情報交換及び連絡調整を円滑に行うため、

必要に応じ、国民保護対策本部の会議（以下この条において「会議」という。）を招集する。 

２ 本部長は、法第２８条第６項の規定により、国の職員その他市の職員以外の者を会

議に出席させたときは、当該出席者に対し、意見を求めることができる。 

 

（部） 

第４条 本部長は、必要と認めるときは、国民保護対策本部に部を置くことができる。 

２ 部に属すべき本部員は、本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き、本部長の指名する本部員がこれに当たる。 

４ 部長は、部の事務を掌理する。 

 

 



資料１－（１）－２ 

 

（現地対策本部） 

第５条 国民保護現地対策本部に国民保護現地対策本部長、国民保護現地対策本部員その 

 

他の職員を置き、副本部長、本部員その他の職員のうちから本部長が指名する者をもって

充てる。 

２ 国民保護現地対策本部長は、国民保護現地対策本部の事務を掌理する。 

 

（委任） 

第６条 前各条に定めるもののほか、国民保護対策本部に関し必要な事項は、本部長が定

める。 

 

（準用） 

第７条 第２条から前条までの規定は、緊急対処事態対策本部について準用する。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



資料１－（２）－１ 
 

流山市国民保護協議会条例 

平成１８年３月２７日 

条例第２号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平

成１６年法律第１１２号）第４０条第８項の規定に基づき、流山市国民保護協議会（以下

「協議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（委員及び専門委員） 

第２条 協議会の委員の定数は、２９人以内とする。 

２ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとす

る。 

 

（会長の職務代理） 

第３条 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

 

（会議） 

第４条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開き、議決をすることができな

い。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

 

（委任） 

第５条 前各条に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に

諮って定める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



資料 １－ （３ ）－ １  

 

流山 市国 民保 護協 議会 運営 要領  

 

（趣 旨）  

第１ 条  この 要領 は、流 山市 国民 保護 協議 会条 例（ 平 成１ ８年 流山 市条 例第 ２ 号 ）

第 ５ 条 の 規 定 に 基 づ き 、 流 山 市 国 民 保 護 協 議 会 （ 以 下 「 協 議 会 」 と い う 。） の

運営 に関 し必 要な 事項 を定 める もの とす る。  

 

（協 議会 の会 議の 招集 ）  

第２ 条  協議 会の 会議 は、必要 に応 じ会 長が 招集 し、会議 開催 の日 時及 び場 所 並

びに 会議 に付 すべ き事 項を 委員 に通 知し て行 う。  

 

（協 議会 の会 議の 代理 出席 ）  

第 ３ 条  委 員 （ 武 力 攻 撃 事 態 等 に お け る 国 民 の 保 護 の た め の 措 置 に 関 す る 法 律

（平 成１ ６年 法律 第１ １２ 号）第４ ０ 条第 ４項 第７ 号及 び第 ８号 の規 定に よ り

任 命 さ れ た 委 員 を 除 く 。） は 、 協 議 会 の 会 議 に 出 席 で き な い と き は 、 当 該 委 員

が属 する 機関 又は 組織 の中 から 、あ ら かじ め当 該委 員が 指名 する 者に その 権 限

を委 任す るこ とが でき る。  

 

（庶 務）  

第４ 条  協議 会の 庶務 は、 国民 保護 担当 課に おい て処 理す る。  

 

   附  則  

 こ の要 領は 、平 成１ ８年 ９月 ２７ 日か ら施 行す る。  

 



資料２‐（１）‐１

武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の方法並びに安否情報の照会

及び回答の手続その他の必要な事項を定める省令

（平成十七年三月二十八日総務省令第四十四号）

最終改正：平成一八年三月三一日総務省令第五〇号

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令 （平成十六年

政令第二百七十五号）第二十五条第二項 及び第二十六条第四項 （これらの規定を同令

第五十二条 において準用する場合を含む。）の規定に基づき、武力攻撃事態等におけ

る安否情報の報告方法並びに安否情報の照会及び回答の手続その他の必要な事項を定

める省令を次のように定める。

（安否情報の収集方法）

第一条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成十六年法

律第百十二号。以下「法」という。）第九十四条第一項 及び第二項 （法第百八十三条

において準用する場合を含む。）の規定による安否情報の収集は、避難住民又は武力攻

撃災害により負傷した住民については様式第一号を、武力攻撃災害により死亡した住民

については様式第二号を用いて行うものとする。ただし、やむを得ない場合は、地方公

共団体の長が適当と認める方法によることができる。

（安否情報の報告方法）

第二条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成十

六年政令第二百七十五号。以下「令」という。）第二十五条第二項 （令第五十二条 に

おいて準用する場合を含む。）の総務省令で定める方法は、法）第九十四条第一項及び

第二項（法第百八十三条 において準用する場合を含む。）に規定する安否情報を様式

第三号により記載した書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識す

ることができない方式で作られる記録を含む。以下同じ。）の送付とする。ただし、事

態が急迫している場合その他この方法によることができない場合には、口頭、電話その

他の方法によることができる。

（安否情報の照会方法）

第三条 法第九十五条第一項 （法第百八十三条 において準用する場合を含む。次条に

おいて同じ。）の規定による安否情報の照会は、令第二十六条第一項（令第五十二条 に

おいて準用する場合を含む。）に規定する事項を様式第四号 により記載した書面を総

務大臣又は地方公共団体の長に提出することにより行うものとする。ただし、安否情報



の照会を緊急に行う必要がある場合、安否情報について照会をしようとする者が遠隔の

地に居住している場合その他この方法によることができない場合には、口頭、電話その

他の方法によることができる。

２ 法第九十五条第一項 （法第百八十三条 において準用する場合を含む。次条におい

て同じ。）の規定により安否情報の照会をする者は、前項により提出した書面に記載さ

れている氏名及び住所又は居所と同一の氏名及び住所又は居所が記載されている運転

免許証、健康保険の被保険証、外国人登録証明書、住民基本台帳法 （昭和四十二年法

律第八十一号）第三十条の四十四第一項 に規定する住民基本台帳カードその他法律又

はこれに基づく命令の規定により交付された書類であって当該安否情報を照会する者

が本人であることを確認するに足りるものを提示し、又は提出しなければならない。た

だし、やむを得ない理由により、当該書類を提示し、若しくは提出することができない

場合又は前項ただし書きの場合にあっては、当該安否情報を照会する者が本人であるこ

とを確認するために総務大臣又は地方公共団体の長が適当と認める方法によることが

できる。

３ 前項ただし書の場合において、総務大臣及び地方公共団体の長が安否情報を照会す

る者が本人であることを確認するために必要があると認めるときは、関係地方公共団体

の長に対し、必要な資料の提出を求めることができる。

（安否情報の回答方法）

第四条 法第九十五条第一項 の規定による安否情報の回答は、安否情報の照会に係る者

が避難住民に該当するか否か及び武力攻撃災害により死亡し又は負傷した住民に該当

するか否かの別その他必要な事項を様式第五号により記載した書面を交付することに

より行うものとする。ただし、事態が急迫している場合その他この方法によることがで

きない場合には、口頭、電話その他の方法によることができる。

附 則 抄

（施行期日）

第一条 この省令は、平成十七年四月一日から施行する。

附 則 （平成一八年三月三一日総務省令第五〇号） 抄

（施行期日）

第一条 この省令は、平成十八年四月一日から施行する。ただし、本則に一条を加える

改正規定及び附則第二条の別表の改正規定のうち第五条に係る部分については、平成十

九年四月一日から施行する。

様式第１号 （第１条関係）

様式第２号 （第１条関係）

様式第３号 （第２条関係）

資料２‐（１）‐２



様式第４号 （第３条関係）

様式第５号 （第４条関係）__

資料２‐（１）‐３
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資料２－（２）－２ 

 

生活関連等施設の安全確保の留意点 
平成１ ７ 年８ 月 

総務省 

 

１． 施設の種類 

電気通信事業者がその事業の用に供する交換設備（国民保護法施行令第２７条第５号） 

 

２． 施設の特性 

当該施設が被害を受けると、そのサービス提供地域に係る通信が途絶する等の影響を 

及ぼすおそれがある。当該施設が中継交換設備に係るものにあっては、その影響が広

範囲に及ぶおそれがある。 

 

３． 安全確保の留意点 

・ 平素から都道府県警察、総務省等関係機関との緊密な連携の下、必要に応じて施設

（当該交換設備が設置される建物等を含む。以下同じ。）の巡回を実施する等、自主

戒の強化に努めること。 

・ 関係機関との連絡網の構築に努めること。 

・ 施設への出入り管理に当たっては、身分確認等に留意すること。 

・ 施設（特に、交換設備を設置する通信機械室）への侵入を阻止するための施錠等の

措置を講ずること。 

・ 自動火災報知設備及び消火設備を適切に備え付けること。 

・ 予備電源の備え付け、複数系統での受電等の措置を講ずること。 

・ 予備機器、応急復旧機材等の資機材を備え付けること。 

・ 機器の故障等を検知、通報する機能を備え付けること。 

・ その他、情報通信ネットワーク安全・信頼性基準（昭和６２年郵政省告示第７３号）に定

める対策の実施に努めること。 

 

４． 所管省庁の連絡先 

総務省総合通信基盤局電気通信事業部電気通信技術システム課 

電話 ０３－５２５３－５８５８ 

FAX ０３－５２５３－５８６３ 



資料２－（２）－３ 
 

生活関連等施設の安全確保の留意点 
平成１ ７ 年８ 月 

総務省 

１． 施設の種類 

国内放送を行う放送局の無線設備（国民保護法施行令第２７条第６号） 

 

２． 施設の特性 

当該施設が被害を受けると、当該施設を利用する放送事業者のサービス提供 

地域全域に係る放送が途絶する等の影響を及ぼすおそれがある。複数の放送事 

業者が同一の施設を利用している場合、その影響が拡大するおそれがある。 

 

３． 安全確保の留意点 

・ 事案発生時に施設の警備等を実施する関係機関（都道府県警察等）との緊密な連絡

の下、施設の巡回その他の自主警戒の強化に努めること。 

・ 事案発生時に迅速な対応が可能となるよう、上記の関係機関（都道府県警察等）との

連絡体制を確立すること。 

・ 施設への出入り管理に当たっては、身分確認等に留意すること。 

・ 施設への侵入を阻止するための施錠等の措置を講ずること。 

・ 自動火災報知設備及び消火設備を適切に備え付けること。 

・ 予備電源の備付け、複数系統での受電等の措置を講ずること。 

・ 予備機器、応急復旧機材等の資機材を備え付けること。 

・ 機器の故障等を検知、通報する機能を備え付けること。 

・ 同一の施設を複数の放送事業者で利用している場合には、上記の各措置について、

放送事業者間で緊密な連絡をとること。 

 

４． 所管省庁の連絡先 

総務省情報通信政策局地上放送課 

電話 ０３－５２５３－５７９２ 

FAX ０３－５２５３－５７９４ 
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生活関連等施設の安全確保の留意点 
平成１ ７ 年８ 月 

総務省消防庁 

１． 施設の種類 

危険物の取扱所等（製造所、貯蔵所及び取扱所） 

（国民保護法施行令第27条第10号、第28条第1号） 

 

２．施設の特性 

（１）危険物の規制に関する政令第8条の2の3第3項の特定屋外タンク貯蔵所 

・施設が大規模かつ屋外に設置されているため、武力攻撃等の内容によっては防御措

置を講ずることが難しい場合がある。また、火災等が生じた際の影響が大きい。 

・石油等の燃料を備蓄している例が多く、国民生活に多大な影響を与える恐れがある。 

 

（２）消防法第12条の7に基づき危険物保安統括管理者を定めなければならない事業 

の指定施設 

・大量の危険物を取り扱う施設である。 

 

（３）その他（（１）、（２）を除く）の危険物施設 

・火災危険性が高い物品を貯蔵し、又は取り扱っている。 

 

３．安全確保の留意点 

（１）平素からの備え 

【都道府県知事】 

・施設への入構管理に当たっては、身分確認、携行品の確認等により不審者の侵入に注

意するよう管理者へ要請すること。 

・都道府県警察、海上保安庁、消防本部との緊密な連絡体制を確保すること。 

・避難経路の確認を行うよう管理者へ要請すること。 

・武力攻撃事態等が生じた際にとるべき措置（施設の運転緊急停止等）が的確に講じら

れるよう管理者へ要請すること。 

・市町村の担当部局との連絡体制を整備し、武力攻撃事態等に際して、県内に所在する

危険物施設について円滑に把握できる体制をとること。 
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【事業者】 

・施設への入構管理に当たっては、身分確認、携行品の確認等により、不審者の侵入に

注意すること。 

・都道府県警察、海上保安庁、消防本部との緊密な連絡体制を確保すること。 

・避難経路の確認を行うこと。 

・武力攻撃事態等が生じた際にとるべき措置（施設の運転緊急停止等）が的確に講じら

れるよう確認し、従業員へ周知すること。 

 

（２）武力攻撃事態等における留意点 

【都道府県知事】 

・特に、２（１）及び（２）の施設については危険性の高さに鑑み、留意点の周知の徹底を

図る。 

・都道府県警察等との緊密な連絡の下、事業所及び事業所敷地周辺部の巡回を強化す

るよう、管理者へ要請すること。 

・都道府県公安委員会又は海上保安部長等に対し、速やかに立ち入り制限区域の指定

を要請すること。 

・消防法第12条の３にもとづき、危険物施設の取扱所の全部又は一部の使用の一時停

止又は制限を検討すること（市町村長が設置の許可を行った施設については、市町村

長へ要請を行う）。 

・国民保護法第103条第3項第2号にもとづき、危険物質等の製造、引渡し、貯蔵、移動

又は消費の一時禁止又は制限を検討すること（市町村長が設置の許可を行った施設

については、市町村長へ要請を行う）。 

・消防法第16条の3第3項にもとづき、製造所等について、危険物の流出その他の事故

が発生したときは、直ちに引き続く危険物の流出及び拡散の防止、流出した危険物の

除去その他災害の発生の防止のための応急措置を命ずることを検討すること（市町村

長が設置の許可を行った施設については、市町村長へ要請を行う）。 

 

【事業者】 

・都道府県警察等との緊密な連絡の下、事業所及び事業所敷地周辺部の巡回を強化す

ること。 

・消防法第16条の3第１項にもとづき、製造所等について、危険物の流出その他の事故

が発生したときは、直ちに引き続く危険物の流出及び拡散の防止、流出した危険物の

除去その他災害の発生の防止のための応急措置を講ずること。 

 

４．所管省庁の連絡先 

消防庁危険物保安室 

ＴＥＬ ０３－５２５３－７５２４   ＦＡＸ ０３－３５８１－７５３４ 
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生活関連等施設の安全確保の留意点 
平成１ ７ 年８ 月 

文部科学省 

１． 施設の種類 

試験研究用原子炉施設、核燃料物質の使用施設、核原料物質の使用施設、試験研

究用原子炉設置者及び核燃料物質使用者等から運搬を委託された者、試験研究用原

子炉設置者及び核燃料物質使用者から核燃料物質の貯蔵（使用済み燃料の貯蔵を除

く）を委託された受託貯蔵者（国民保護法施行令第２８条第５号、第６号） 

 

２． 施設の特性 

・ 核燃料物質及び核燃料物質によって汚染された物を取り扱っている。核燃料物質はプ

ルトニウム・ウラン・トリウム等であり、原子炉の燃料及び試験分析用等に使用され 

ている。また、プルトニウム・ウランは核兵器等に転用される可能性がある。 

・ 核原料物質及び核原料物質によって汚染された物を取り扱っている。核原料物質は、 

ウラン鉱、トリウム鉱その他核燃料物質の原料となる物質であり、試験分析用等に使 

用されている。 

 

３．安全確保の留意点 

（１）試験研究用原子炉設置者、核燃料物質使用者、核原料物質使用者及び試験研用

原子炉設 置者、核燃料物質使用者から核燃料物質の貯蔵（使用済み燃料の貯蔵を除

く）を委託された受託貯蔵者は、原子炉等規制法に基づく技術上の基準等を遵守するこ

と。特に、核燃料物質等の盗取や施設の破壊行為による被害を防止する観点から以下

の点について留意すること。 

① 核燃料物質及び核原料物質等の管理状況の確認の徹底 

② 周辺監視区域及び管理区域への出入り管理の徹底 

③ 武力攻撃事態等及び緊急対処事態における事業所内及び文部科学省及び治安 

当局等の関係機関への通報連絡体制の整備・確認 

 

（２）試験研究用原子炉設置者、核燃料物質使用者及びこれらの者から核燃料物質の貯 

蔵（使用済み燃料の貯蔵を除く）を委託された受託貯蔵者のうち、原子炉等規制法に基

づく防護対象特定核燃料物質を取り扱う事業者においては、（１）の留意点に加えて、核

物質防護規定に基づく核物質防護を確実に行うこと。特に以下の点について徹底するこ

と。 

① 文部科学省及び治安当局等の関係機関との平素からの緊密な連携 

② 武力攻撃事態等及び緊急対処事態における事業所内及び文部科学省及び治安 

当局等の関係機関への通報連絡体制の再確認 
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③ 防護区域等の巡視及び監視の実施 

④ 防護区域等への人の出入り管理 

⑤ 核物質防護設備の点検及び整備 

⑥ 防護対象特定核燃料物質の管理 

⑦ 防護対象特定核燃料物質の防護のための措置に関する情報の管理 

⑧ その他不法行為が生じた場合の対応体制の点検及び整備 

 

（３）試験研究用原子炉設置者、核燃料物質使用者及びこれらの者から運搬を委託され

た者（文部科学省所管の施設のものに限る）は、核燃料物質及び核燃料物質によって汚

染された物の運搬を行う場合、原子炉等規制法に基づく技術上の基準を遵守すること。

特に、核燃料物質等の盗取や施設の破壊行為による被害を防止する観点から以下の点

について留意すること。 

① 武力攻撃事態等及び緊急対処事態における事業所内及び文部科学省及び治安 

当局等の関係機関への通報連絡体制の整備・確認 

 

３． 所管省庁の連絡先 

文部科学省 科学技術・学術政策局原子力安全課 

原子力規制室 

電話：０３－６７３４－３９２６ 

F A X：０３－６７３４―４０３７ 
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生活関連等施設の安全確保の留意点 
平成１ ７ 年８ 月 

文部科学省  

１． 施設の種類 

放射性同位元素の許可届出使用事業者等（国民保護法施行令第２８条第７号） 

 

２． 施設の特性 

・放射性同位元素又は放射性同位元素に汚染された物を取り扱っている。放射性同元 

素等は、ダーティボムの材料として悪用されたり、遮へいを破壊することにより放射線

障害を引き起こすなどの危険性が想定される。 

・事業所毎に取り扱う放射性同位元素等の種類、量、使用目的、使用方法等が多様であ

る。 

・医療機関等、不特定多数の者が利用する施設が存在する。 

（※ダーティボム（汚い爆弾）：通常の爆弾に放射性物質を合体させて爆発させ、放射

性物質を飛散させる爆弾） 

 

３．安全確保の留意点 

（１）放射線障害防止法に定める許可使用者（特定許可使用者を除く） 

・放射線障害防止法等に基づき適切に安全管理を実施するとともに、放射性同位元等 

の盗取や施設の破壊行為による被害を防止する観点から以下の点について特に留意

すること。 

①施設の出入り口、放射性同位元素等の保管室及び保管容器等の施錠管理の徹底 

②放射性同位元素等の管理状況の確認の徹底 

③管理区域に出入りする場合の管理の徹底 

④管理区域に出入りする場合の物品の持込み及び持出しの管理の徹底 

⑤事業所への放射性同位元素等の受入れ及び払出しに関する管理の徹底 

⑥事故・トラブル等が発生した場合の文部科学省及び治安当局等の関係機関への通報

連絡体制の整備・確認 

・実施可能な範囲で防護柵、防犯カメラ又は防犯センサ等による物理的な防護もしくは

守衛又は職員等による施設の巡回及び監視等による人的な防護を組み合わせて措

置するなど、放射性同位元素等への不審者のアクセスの防止に努めること。 

・放射性同位元素等の存在位置やアクセス手段等のセキュリティに関連する情報につい 

ては、やむを得ない場合を除き対外的に非公開とするなど、情報管理に留意すると。 

・平素から文部科学省及び治安当局等の関係機関との緊密な連繋の下、自主警戒の強

化に努めること。 
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（２）放射線障害防止法に定める特定許可使用者及び許可廃棄業者 

・放射線障害防止法等に基づき適切に安全管理を実施するとともに、放射性同位元等 

の盗取や施設の破壊行為による被害を防止する観点から以下の点について特に留意

すること。 

①施設の出入り口、放射性同位元素等の保管室及び保管容器等の施錠管理の徹底 

②放射性同位元素等の管理状況の確認の徹底 

③管理区域に出入りする場合の管理の徹底 

④管理区域に出入りする場合の物品の持込み及び持出しの管理の徹底 

⑤事業所への放射性同位元素等の受入れ及び払出しに関する管理の徹底 

⑥事故・トラブル等が発生した場合の文部科学省及び治安当局等の関係機関への通報

連絡体制の整備・確認 

・実施可能な範囲で防護柵、防犯カメラ又は防犯センサ等による物理的な防護もしくは 

守衛又は職員等による施設の巡回及び監視等による人的な防護を組み合わせて措置

するなど、放射性同位元素等への不審者のアクセスの防止に努めること。 

・放射性同位元素等の存在位置やアクセス手段等のセキュリティに関連する情報につい 

ては、やむを得ない場合を除き対外的に非公開としたり、機微情報の漏洩を防止する 

ために情報の取扱ルールを定めるなど、情報管理に留意すること。 

・関係者に対する放射性同位元素等の防護に係る教育・訓練の実施に留意すること。 

・平素から文部科学省及び治安当局等の関係機関との緊密な連繋の下、自主警戒の化

に努めること。 

 

（３）放射線障害防止法に定める届出使用者 

・放射線障害防止法等に基づき適切に安全管理を実施するとともに、放射性同位元素

等の盗取や施設の破壊行為による被害を防止する観点から以下の点について特に留

意すること。 

①施設の出入り口、放射性同位元素等の保管室及び保管容器等の施錠管理の徹底 

②放射性同位元素等の管理状況の確認の徹底 

③管理区域に出入りする場合の管理の徹底 

④管理区域に出入りする場合の物品の持込み及び持出しの管理の徹底 

⑤事業所への放射性同位元素等の受入れ及び払出しに関する管理の徹底 

⑥事故・トラブル等が発生した場合の文部科学省及び治安当局等の関係機関への通 

報連絡体制の整備・確認 

・平素から文部科学省及び治安当局等の関係機関との緊密な連繋の下、自主警戒の化 

に努めること。 
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（４）放射線障害防止法に定める表示付認証機器使用者並びに許可届出使用者、届出

販売業者、届出賃貸業者及び許可廃棄業者から運搬を委託された者 

・放射線障害防止法等に基づき適切に安全管理を実施するとともに、放射性同位元等 

の盗取や施設の破壊行為による被害を防止する観点から以下の点について特に留意

すること。 

①事故・トラブル等が発生した場合の文部科学省及び治安当局等の関係機関への通報

連絡体制の整備・確認 

 

３． 所管省庁の連絡先 

文部科学省原子力安全課放射線規制室 

電話：０３－６７３４－４０４３ 

F A X：０３－６７３４－４０４８ 
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生活関連等施設の安全確保の留意点 
平成１ ７ 年８ 月 

文部科学省 

 

１． 施設の種類 

細菌兵器（生物兵器）及び毒素兵器の開発、生産及び貯蔵の禁止並びに廃棄に関する

条約等の実施に関する法律第２条第１項に規定する生物剤及び同条第２項に規定する

毒素の取扱施設（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行

令第２７条第１０号、第２８条第１０号） 

 

２．施設の特性 

（１）細菌兵器（生物兵器）及び毒素兵器の開発、生産及び貯蔵の禁止並びに廃棄にす 

る条約等の実施に関する法律第２条第１項に規定する生物剤及び同条第２項に規定

する生物剤、毒素（以下、生物剤等）を保有している施設。 

（２）対象となる生物剤等は、人又は家畜に対して病原性を有しているもので別表に示す 

ものとする。 

 

３．安全確保の留意点 

（１）生物剤等の取扱いに当たっては、そのレベル分類（以下「ＢＳＬ」という。）等に応じ、

適切な設備の設置と運用を実施すること（病原体等のＢＳＬ及びＢＳＬに応じた措置につ

いては、国立感染症研究所病原体等安全管理規程に準拠すること。）。 

（２）施設を有する機関の長は、生物剤等の管理責任者を任命し、その責任の所在を明

確化して以下の事項を遵守させること。また、施設を有する機関の長は、生物剤等の管 

理について知見を有する者等からなる安全管理委員会を設置し、意見を聴くこと。 

① 施錠された冷蔵庫、冷凍庫等により適切に生物剤等を保管すること。 

② 保管場所へのアクセス制限等による盗難・紛失等の防犯対策を行うこと。 

③ 生物剤等の使用・管理を常に記録・保存するとともに、管理責任者が定期的に確認

を行うこと。 

④ 生物剤等の譲渡に当たっては、譲渡先において適切な管理体制が整備されているこ

とを事前に確認するとともに、管理責任者による承認手続き等を経ること。 

⑤ 生物剤等の譲受に当たっては、管理責任者による承認手続き等を経るとともに適 

切な管理を行うこと。 

⑥ 生物剤等の廃棄に当たっては、適切な方法（オートクレーブ処理､薬剤による消等）に 

より確実に不活化すること。 

⑦ 紛失、事故、災害等がおこった場合の警察、消防、海上保安部署（臨海部に限る） 

等への通報体制を整備すること。 
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⑧ 都道府県警察、文部科学省等関係機関の求めに応じて情報提供を行うとともに、 

右関係機関と連携して自主警戒の強化に努めること。 

⑨ 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律第１０３条第３ 

項に基づき同項各号に定められた措置を講ずるよう命ぜられたときの対応につい 

て、あらかじめ備えておくこと。 

 

４． 所管省庁の連絡先 

 

文部科学省ライフサイエンス課生命倫理・安全対策室 

電話 ６７３４－４１１３ 

FAX ６７３４－４１１４ 
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１．人に病原性を有する微生物及び毒素 

 

（１）ウイルス 

痘そうウイルス重症急性呼吸器症候群（SARS)コロナウイルス 

エボラウイルスマールブルグウイルス 

クリミア・コンゴ出血熱ウイルス黄熱ウイルス 

チクングニヤウイルスデング熱ウイルス 

日本脳炎ウイルスウエストナイル熱 

ニパウイルスBウイルス 

狂犬病ウイルスサル痘ウイルス 

西部ウマ脳炎ウイルス東部ウマ脳炎ウイルス 

ベネズエラウマ脳炎ウイルスダニ媒介性脳炎ウイルス 

高病原性トリインフルエンザウイルスハンタウイルス 

フニン（アルゼンチン出血熱）ウイルスマチュポウイルス 

ラッサ熱ウイルスリンパ球性脈絡髄膜炎ウイルス 

ホワイトポックスウイルスリフトバレー熱ウイルス 

ポリオウイルスＥ型肝炎ウイルス 

Ａ型肝炎ウイルスリッサウイルス 

 

（２）細菌（クラミジア、リケッチアを含む。） 

炭疽菌Ｑ熱菌 

コレラ菌塹壕熱リケッチア 

赤痢菌チフス菌 

パラチフスＡ菌発疹チフスリケッチア 

鼻疽菌類鼻疽菌 

ウシ流産菌ブタ流産菌 

マルタ熱菌ペスト菌 

ボツリヌス菌野兎病菌 

日本紅斑熱リケッチアロッキー山紅斑熱リケッチア 

ブルセラ属菌ジフテリア菌 

腸管出血性大腸菌オウム病クラミジア 

シラミ媒介性回帰熱ボレリア又はダニ媒介性回帰熱ボレリアライム病ボレリア 

レジオネラ属菌レプトスピラ 

 

（３）真菌 

コクシジオイデス・イミチス 

 

（４）原生動物 

単包条虫又は多包条虫オリエンチアツツガムシ 

熱帯熱マラリア原虫三日熱マラリア原虫、卵形マラリア原虫又は四日熱マラリア原虫 
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（５）毒素 

ボツリヌス毒素ウェルシュ菌毒素 

黄色ブドウ球菌毒素ベロ毒素 

コレラ毒素赤痢菌毒素 

デアセトキシスシルペノール毒素アフラトキシン 

アブリンコノトキシン 

Ｔ－２トキシンＨＴ－２トキシン 

テトロドトキシンビスカムアルバムレクチン 

ボルケンシンミクロシスチン 

モデシン 

２ 動物に病原性を有する微生物 

牛疫ウイルス牛肺疫菌 

口蹄疫ウイルスアフリカ豚コレラウイルス 
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生活関連等施設の安全確保の留意点 
平成１ ７ 年８ 月 

厚生労働省 

１． 施設の種類 

水道事業、水道用水供給事業の用に供する取水、貯水、浄水のための施設又は配水 

池（国民保護法施行令第２７条第３号） 

 

２． 施設の特性 

・国民が直接口にする飲料水を供給する。 

・水道施設は取水施設から給水末端まで広範囲にわたる。 

 

３． 安全確保の留意点 

・関係機関と緊密な連携を図るとともに、自主警戒、自主警備の強化に努めること。 

・水源の監視を強化すること。 

・水道施設の防護対策を確認すること。 

・バイオアッセイ等による水質管理を徹底すること。 

・当該施設への来訪者、出入業者の管理を徹底すること。 

・備品、薬品等の管理を徹底すること。 

・施設関係図面等の管理を徹底すること。 

・一般住民からの連絡窓口を設定し、それにより得た関係情報の施設内での周知、 

情報の共有を図るとともに、必要に応じて更なる情報収集に努めること。 

・緊急時における関係者に対する連絡体制を確認すること。 

・給水停止措置等や緊急対応の指揮命令系統を確認すること。 

・応急復旧体制や応急給水体制を含めた緊急事態への対応体制を確認すること。 

 

４． 所管官庁の連絡先 

厚生労働省健康局水道課 

電話 ０３－３５９５－２３６８ 

FAX ０３－３５０３－７９６３ 
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生活関連等施設の安全確保の留意点（毒物劇物を取扱う施設） 
平成１ ７ 年８ 月 

厚生労働省 

１． 施設の種類 

毒物劇物取扱施設（国民保護法施行令第２７条第１０号、第２８条第２号） 

 

２． 施設の特徴 

毒物劇物営業者、特定毒物研究者又は業務上取扱者が所持し、毒物又は劇物を保有

する施設。なお、毒物又は劇物は、人や動物が飲んだり、触れたり、吸い込んだりした場

合、生理的機能に急性的な危害を与える。 

※ 施設のうち、毒物においては２０トン程度、劇物においては２００トン程度貯蔵して 

いる施設は特に安全確保に留意すべき生活関連等施設に該当すると考える。また、

住宅街の中心にある施設や特に毒性が強い毒物を取り扱う等の行為を行う施設にお

いて、当該施設が破壊され毒物劇物が漏洩したときに大多数の周辺住民等への被

害が懸念される場合は、貯蔵量の多寡にかかわらず、特に安全確保に留意すべきと

考える。 

 

３．安全確保の留意点 

武力攻撃事態において的確かつ迅速に安全を確保するために、平素より安全確保の措

置等を準備するにあたって留意すべき事項を下記に定める。なお、準備にあたっては、

まず、今ある毒物劇物の保管又は取り扱う設備や危害防止規定のマニュアルを見直し、

施設の破壊等を目的とした人物の不法侵入を防ぐ措置や複数の設備等が同時に破損

する事態などの武力攻撃事態や武力攻撃災害を念頭に、現在の設備やマニュアルに不

足がないか検討し、順次、必要な事項の追加や修正を行うことを推奨する 

 

○ 武力攻撃事態や武力攻撃災害を念頭においた設備に関する事項 

・ 毒物劇物の保管又は取り扱う設備を敷地境界線から離れたところに配置する。 

※ 漏洩時になるべく事業場外に漏れないように配慮 

※ 不審者に容易に見つけられ、盗取等されないよう配慮 

・ 毒物劇物の保管又は取扱う設備には施錠及び柵を設ける等を行い不審な人物が侵

入できないようにする。 

・ 複数の保管設備等が同時に破損する等、大量に漏洩した場合に事業場外へ流出しな

いよう措置を講ずる。 

※ 漏洩した毒物劇物を収容する設備（防液堤や排液処理設備）などの設置 

・ 複数の保管設備等が同時に破損する等、大量に漏洩した場合、応急措置を行うたに

必要な中和剤及び措置を行う者のための保護具等を準備する。 
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※ 保護具は、複数の設備が破損した場合を想定し、十分な数を準備 

※ 中和剤は、必要に応じ関係他社と協力体制を構築し、緊急時に十分な量を確保

できる手段を整備 

※ 土嚢（漏出のせき止め）、ビニールカバー（飛散を防ぐため）や空容器（漏洩した毒

劇物を回収するため）等災害の拡大を防止するための部材等を準備 

※ 反応副生成物による被害が想定される場合においては、反応副生成物に対する

保護具等の準備 

・ 上記の諸措置の実施計画を立て、実施する。 

 

○ 武力攻撃事態における毒物劇物を取扱う設備等の管理体制に関する事項 

・ 毒物劇物の保管又は取扱う設備への出入りや鍵の管理体制を整備する。 

・ 施設内の毒物劇物の種類と保有量について把握体制を整備する。 

※ 管理台帳、又は事業計画等での日単位の物量管理などからの把握方法や体制

の整備 

※ 夜間や休日など現場担当者がいない場合でもどの設備にどの毒劇物があるか確

認ができるよう現場事務所以外の守衛所等にも情報提供 

※ 毒劇物の種類と大まかな量について、消防機関、都道府県警察や自治体（県庁

担当部局や保健所等）にも情報提供 

・ 毒物劇物を取扱う設備の安全装置等が非常時に適切に機能するよう点検の実施体制

を整備する。 

・ 武力攻撃災害を回避するための毒物劇物を取扱う設備の緊急停止、毒物劇物の安全

な地域への移動や緊急廃棄の手順等について、マニュアルを整備する。 

・ 毒劇物の輸送時における武力攻撃災害を回避するため、搬送経路が武力攻撃の機に

さらされている場合に当該経路の毒劇物の輸送を最小限になるよう体制を検討する。 

・ 海上輸送の場合においては、毒劇物輸送船が被害を受けないようにするため、安全

な港への避泊等武力攻撃災害の回避に必要なあらゆる手段をとること。 

・ 施設全体の警備体制を整備する。 

※ 施設への出入りに身分や携帯物の確認や毒物劇物施設の重点的な巡回の実施

に関するマニュアルを整備。必要に応じ、防犯カメラ等の設備について検討 

※ 平素から自治体（県庁担当部局や保健所等）、都道府県警察等との緊密な連携

の下、自主警戒体制の強化に努める 

・ 上記の諸措置に関して、必要に応じ、訓練・教育計画を立て、実施する。 

※ 訓練計画は、消防機関、都道府県警察や自治体（県庁担当部局や保健所等）と 

相談して作成するとともに、訓練を実施するに当たっては、消防機関、都道府県

警察や自治体（県庁担当部局や保健所等）と相談しつつ、周辺住民への参加も

呼びかけて実施 
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・ 上記の諸措置に関する整備計画を立て、実施する。なお、武力攻撃事態に限らず、平

素より実施可能なものは、現行の危害防止規定に当該規定を盛り込み、平素より実施

する。 

 

○ 武力攻撃災害時の応急措置体制に関する事項 

・ 通報体制を整備する 

※ 消防機関、都道府県警察、海上保安部等注1（臨海部に限る。）、自治体（県庁担 

当部局や保健所等）、事務所内関係者や周辺住民等への通報体制及び連絡先

一覧の作成 

注1：海上保安部等とは海上保安部、海上保安航空基地、海上保安署をいう。以下同

じ 

※ 災害現場に立ち会ったものが速やかに連絡できるよう、連絡先一覧を関係者に

周知するとともに、事業場の見やすいところに掲げる。特に、拡散しやすい毒物

劇物など（ガス状のものや揮発性の高いもの、あるいは水と反応し有毒ガスを発

生するものなど）、災害時に処置を行う間もなく周辺住民への危害が及ぶ恐れ

のある毒物劇物を保有している施設については、災害と同時に消防機関、都道

府県警察、海上保安部等（臨海部に限る。）、自治体（県庁担当部局や保健所

等）に連絡を取る体制やマニュアル等を整備 

※ 消防機関、都道府県警察、海上保安部等（臨海部に限る。）、自治体（県庁担当 

部局や保健所等）に連絡する場合に、災害を受けた施設の毒物劇物が何である

か、毒性の程度、応急措置に必要な装備や被害者の応急措置等が説明できる

ようＭＳＤＳ等を連絡先一覧とセットで用意しておく。同時に被災者の応急措置

や被災物質等に関する問い合わせに対応できる者の連絡先を登録できるよう、

関係者の連絡先一覧を準備 

※ 災害現場が混乱して通報ができない場合も想定し、災害現場以外の、例えば守

衛所等からでも通報ができるよう必要な情報を共有 

・ 応急措置体制を整備する。 

※ 毒物劇物の保管又は取扱う施設からの毒物劇物の流出時における応急措置体

制と方法 

・ 避難体制を整備する。 

※ 関係者及び関係者以外の避難体制、避難経路、避難場所の設定をマニュアルに 

定める 

・ 被害の拡大防止体制を整備する。 

※ 周辺住民の避難・対応方法等をマニュアルに定める。なお、当該マニュアルは 

消防機関や自治体（県庁担当部局や保健所等）と相談の上作成するとともに、 

周辺住民への周知に努める。 

・ 上記の諸措置に関する整備計画及び訓練・教育計画を立て、実施する。 
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○ その他の留意事項 

・ 上記の留意点は、緊急対処事態についても準用する。 

 

４．所管省庁の連絡先 

厚生労働省医薬食品局審査管理課化学物質安全対策室 

電話 ３５９５－２２９８ 

ＦＡＸ ３５９３－８９１３ 
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生活関連等施設の安全確保の留意点（毒劇薬を取り扱う施設） 
平成１ ７ 年８ 月 

厚生労働省 

１. 施設の種類 

薬局、医薬品の販売業の店舗、医薬品の製造所、及び医薬品の製造販売の事務所（国

民保護法施行令第２７条第１０号、第２８条第８号） 

 

２. 施設の特性 

・ 薬事法第４４条第１項に規定する毒薬又は同条第２項に規定する劇薬を貯蔵又は陳

列している。 

なお、毒薬又は劇薬は、これが摂取され、吸収され、又は外用された場合に、極量が

致死量に近いため、蓄積作用が強いため、又は薬理作用が激しいため、人又は動物

の機能に危害を与え、又は危害を与えるおそれがある医薬品である。 

・ 取扱品目は多いが、取扱量は少ない。 

 

３. 安全確保の留意点 

○ 武力攻撃事態等の管理体制に関する事項 

（法令に規定されている事項） 

・ 毒薬又は劇薬を取り扱う者は、これを他の物と区別して、貯蔵し、又は陳列しなければ

ならない。（薬事法第48 条第1 項） 

・ 毒薬を貯蔵し、又は陳列する場所には、かぎを施さなければならない。（薬事法第48 

条第２項）（その他留意すべき事項） 

・ 毒薬および劇薬の適正な保管管理等を行うための体制を確立し、維持すること。その

際、実際に毒薬および劇薬の保管、受払い等の業務に従事する者の責任、権限等を

明らかにしておくこと。（平成13 年4 月23 日医薬局長通知 医薬発第418 号） 

・ 毒薬の数量の管理方法について検討し、これを実施すること。また、毒薬の受払い簿

等を作成し、帳簿と在庫現品の間で齟齬がないよう定期的に点検するなど、適正に保

管管理すること。（同上） 

・ 劇薬の受払いを明確化し在庫管理を適切に行うなど、劇薬の盗難・紛失および不正使

用の防止のために必要な措置を講ずること。（同上） 

・ 平素から厚生労働省、都道府県警察等関係機関との緊密な連携の下、自主警戒体制

の強化に努める。 

・ 事案発生時の連絡通報体制を確立する。 

・ 武力攻撃災害等を回避するため、毒劇薬を取り扱う施設の停止、毒劇薬の安全な地

域への移動や緊急廃棄の手順等について、マニュアルを整備する。 



資料２－（２）－２１ 

 

○ 武力攻撃事態等の応急措置体制に関する事項 

・ 揮発性が高いなど、拡散しやすい薬剤については、流出時に速やかに自治体（保健所

等）、消防及び警察、海保（臨海部に限る）に連絡するとともに、周辺住民等に対して

避難を行うよう周知する。 

・ 摂取・吸入等による中毒症状については、応急措置・病院搬送などの対処方法を示す

とともに、必要に応じてあらかじめ解毒剤を準備するなどの措置を講じること。 

・ 盗難・流出等を防ぐための措置を可能な限り講じるとともに、大量に取り扱う場合は水

系への混入等による被害拡大のおそれについても考慮すること。 

 

○ その他留意事項 

・ 毒物又は劇物を取扱う製造所等においては、毒劇物の安全確保の留意点を参考にす

ること。また、毒素又は生物剤を取扱う製造所等においては、毒素又は生物剤の安全

確保の留意点を参考にすること。 

・ 毒劇薬の海上輸送に当たっては、輸送船が被害を受けないようにするため、安全な港

への避泊等武力攻撃災害の回避に必要なあらゆる手段をとること。 

・ 上記の留意点は、緊急対処事態について準用する。 

 

４. 所管省庁の連絡先 

 

厚生労働省医薬食品局総務課 

電話 5253-1111(2712) 

FAX 3591-9044 

 

厚生労働省医薬食品局審査管理課 

電話 5253-1111(2739) 

FAX 3597-9535 

 

厚生労働省医薬食品局安全対策課 

電話 5253-1111(2756) 

FAX 3508-4364 

 

 

 

 

 

 

 



資料２－（２）－２２ 

 

生活関連等施設の安全確保の留意点（生物剤・毒素等を取扱う施設） 
平 成 １ ７ 年 ８ 月 

厚生労働省 

１． 施設の種類 

細菌兵器（生物兵器）及び毒素兵器の開発、生産及び貯蔵の禁止並びに廃棄に関する

条約等の実施に関する法律第２条第１項に規定する生物剤及び同条第２項に規定する

毒素を取扱う施設（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施

行令第２７条第１０号、第２８条第１０号）。 

 

２．施設の特性 

（１）細菌兵器（生物兵器）及び毒素兵器の開発、生産及び貯蔵の禁止並びに廃棄に関

する条約等の実施に関する法律第２条第１項に規定する生物剤及び同条第２項に規

定する毒素（以下「生物剤等」という。）を保有している施設。 

（２）対象となる生物剤等は、人又は家畜に対して病原性を有しているもので別表に示す 

ものとする。 

 

３．安全確保の留意点 

（１）生物剤等の取扱いに当たっては、そのレベル分類（以下「ＢＳＬ」という。）等に 

応じ、適切な設備の設置と運用を実施すること（病原体等のＢＳＬ及びＢＳＬに応じ 

た措置については、別表および国立感染症研究所病原体等安全管理規程（国立感染

症研究所バイオセーフティ管理室ホームページhttp://www0.nih.go.jp/niid/Biosafety/ 
kanrikitei/kanrikitei-bunyo.html）に準拠すること）。 

（２）生物剤等を保有している施設の管理者は、平素から巡回等により施設の自主的な

警備に努めるとともに、生物剤等の管理責任者を任命し、その責任の所在を明確化し

て以下の事項を遵守させること。また、生物剤等の管理について知見を有する者等か

らなる安全管理委員会を設置し、意見を聴くこと。 

① 施錠された冷蔵庫、冷凍庫等により適切に生物剤等を保管すること。 

② 保管場所へのアクセス制限等による盗難・紛失等の防犯対策を行うこと。 

③ 生物剤等の使用・管理を常に記録・保存するとともに、管理責任者が定期的に確 

認を行うこと。 

④ 生物剤等の譲渡に当たっては、譲渡先において適切な管理体制が整備されている 

ことを事前に確認するとともに、管理責任者による承認手続き等を経ること。 

⑤ 生物剤等の譲受に当たっては、管理責任者による承認手続き等を経るとともに適 

切な管理を行うこと。 

⑥ 生物剤等の廃棄に当たっては、適切な方法（オートクレーブ処理､薬剤による消 

毒等）により確実に不活化すること。 
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⑦ 紛失、事故、災害等がおこった場合の警察、消防、海上保安部署（臨海部に限る） 

等への通報体制を整備すること。 

⑧ 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律第１０３条第３ 

項に基づき同項各号に定められた措置を講ずるよう命ぜられたときの対応につい 

て、あらかじめ備えておくこと。 

  

４．所管省庁の連絡先 

【国立感染症研究所に関しての連絡先】 

厚生労働省大臣官房厚生科学課 

電話 ０３－３５９５－２１７１ 

FAX ０３－３５０３－０１８３ 

 

【診療所に関しての連絡先】 

厚生労働省医政局総務課 

電話 ０３－３５９５－２１８９ 

FAX ０３－３５０１－２０４８ 

 

【病院に関しての連絡先】 

厚生労働省医政局指導課 

電話 ０３－３５９５－２１９４ 

FAX ０３－３５０３－８５６２ 

 

【医薬品産業に関しての連絡先】 

厚生労働省医政局経済課 

電話 ０３－３５９５－２４２１ 

FAX ０３－３５０７－９０４１ 

 

【衛生検査所に関しての連絡先】 

厚生労働省医政局経済課医療関連サービス室 

電話 ０３－３５９５－２４２１ 

FAX ０３－３５０７－９０４１ 

 

【保健所・地方衛生研究所に関しての連絡先】 

厚生労働省健康局総務課地域保健室 

電話 ０３－３５９５－２１９０ 

FAX ０３－３５０３－８５６３ 
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【ワクチン・抗毒素に関しての連絡先】 

厚生労働省医薬食品局血液対策課 

電話 ０３－３５９５－２３９５ 

FAX ０３－３５０７－９０６４ 

 

【医薬品製造所に関しての連絡先】 

厚生労働省医薬食品局審査管理課 

電話 ０３－３５９５－２４３１ 

FAX ０３－３５０７－９５３５ 
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（別表） 

 

生物剤等リスト及びＢＳＬ 

 

生物剤等については、平成１６年７月２３日付、内閣官房発文部科学省、厚生労働省、 

経済産業省、農林水産省担当官宛「生物剤等のリストの今後の取扱いについて」による。

これに記載のない生物剤等については、国立感染症研究所病原体等安全管理規程等

を参考にされたい。 

 

レベル１ （１）通常の微生物学実験室を用い、特別の隔離の必要はない。 

（２）一般外来者の立入りを禁止する必要はない。 

１．ウイルス： 

２．細菌：       ヒトに重篤な疾病を起こし、或いは動物に獣医学的に重要な疾患を 

３．真菌：       起こす可能性のないもの。 

４．原生動物： 

５．毒素： 

６．家畜に病原性を有する生物剤：ヒト及び動物に対して重篤な疾患を起こす可能性 

がなく、伝播の危険性もないもの。 

 

レベル２ （１）通常の微生物学実験室を、場所・用途を限定した上で用いる。 

（２）エアロゾル発生のおそれのある実験は生物学用安全キャビネットの中で行

う。 

（３）実験進行中はドアを閉め、一般外来者の立入りを禁止する。 

１．ウイルス：重症急性呼吸器症候群（SARS）コロナウイルス、デング熱ウイルス、 

日本脳炎ウイルス、狂犬病ウイルス、サル痘ウイルス、高病原性トリ 

インフルエンザウイルス、リンパ球性脈絡髄膜炎ウイルス、ポリオウイル

ス、Ｅ型肝炎ウイルス、Ａ型肝炎ウイルス、 

２． 細  菌：コレラ菌、赤痢菌、ボツリヌス菌、ジフテリア菌、オウム病クラミジア、シラミ  

媒介性回帰熱ボレリア又はダニ媒介性回帰熱ボレリア、ライム病ボレリア、

レジオネラ属菌、レプトスピラ、塹壕熱リケッチア、腸管出血性大腸菌 

４．原生動物：単包条虫又は多包条虫、熱帯熱マラリア原虫、三日熱マラリア原虫、 

卵形マラリア原虫又は四日熱マラリア原虫 

５．毒  素：ボツリヌス毒素、ウェルシュ菌毒素、黄色ブドウ球菌毒素、ベロ毒素、 

コレラ毒素、デアセトキシスシルペノール毒素、アフラトキシン、アブリン、 

コノトキシン、T-2 トキシン、HT-2 トキシン、テトロドトキシン、 

ビスカムアルバムレクチン、ボルケンシン、ミクロシスチン、モデシン 

６．家畜に病原性を有する生物剤：牛疫ウイルス、牛肺疫菌 
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レベル３ （１）実験室及びそこへの廊下を含めた管理区域の立入り制限、二重ドア又 

はエアロックにより外部と隔離された実験室を用いる。 

（２）壁、床、天井、作業台等の表面は洗浄及び消毒可能なようにする。 

（３）排気系を調節することにより、常に外部から実験室内に空気の流入が 

行われるようにする。 

１． ウイルス：黄熱ウイルス、チクングニヤウイルス、ウエストナイル熱、Ｂウイルス、西 

ウマ脳炎ウイルス、東部ウマ脳炎ウイルス、ベネズエラウマ 

脳炎ウイルス、ダニ媒介性脳炎ウイルス、ハンタウイルス、リフトバレー熱

ウイルス、ニパウイルス（大量に保持する場合はレベル４）、リッサウス 

２．細   菌：炭疽菌、Ｑ熱菌、チフス菌、パラチフスＡ菌、発疹チフスリケッチア、 

鼻疽菌、類鼻疽菌、ウシ流産菌、ブタ流産菌、マルタ熱菌、ペスト菌、 

野兎病菌、ロッキー山紅斑熱リケッチア、ブルセラ属菌、日本紅斑熱 

リケッチア 

３．真   菌：コクシジオイデス・イミチス 

５．毒   素：赤痢菌毒素 

６．家畜に病原性を有する生物剤：口蹄疫ウイルス、アフリカ豚コレラウイルス 

 

※…２５㎝ 2 細胞培養フラスコ×２以上で培養する量。 

レベル４ （１）独立した建物として、隔離域とそれを取り囲む、サポート域を設ける。 

（２）壁、床、天井はすべて耐水性かつ気密性のものとし、これらを貫通す 

る部分（吸排気管、電気配線、ガス、水道管等）も気密構造とする。 

（３）作業者の出入口には、エアロックとシャワーを設ける。 

（４）実験室内の気圧は隔離の程度に応じて、気圧差を設け、高度の隔離域 

から、低度隔離域へ、又低度の隔離域からサポート域へ空気が流出し 

ないようにする。 

（５）実験室への給気は、１層のHEPA フィルタを通す、実験室からの廃棄 

は２層のHEPA フィルタを通して、外部に出す。この排気除菌装置は 

予備を含めて２組設ける。 

（６）実験室とサポート域の間に実験器財の持ち込み及び取り出し用として、 

両面オートクレーブ及び両面ガス（エチレンオキサイド又はホルマリン）滅

菌装置を設ける。 

（７）実験室からの排水は120 ℃加熱滅菌し、冷却した後、一般下水へ放出 

する。 

（８）実験は完全密閉のグローブ・ボックス型安全キャビネットの中で、行う。 

（９）作業職員名簿に記載された者以外の立入りは禁止する。 
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１．ウイルス： 痘そうウイルス、エボラウイルス、マールブルグウイルス、クリミア・コンゴ

出血熱ウイルス、フニンウイルス、マチュポウイルス、ラッサ熱ウイルス、

ホワポックスウイルス 
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生活関連等施設の安全確保の留意点 
平 成 １ ７ 年 ８ 月 

農林水産省 

１． 施設の種類 

動物用医薬品の用医薬品の製造所及び動物用医薬品の製造販売の事務所（国民保護

法施行令第２７条第１０号・第２８条第８号） 

 

２． 施設の特性 

・ 薬事法第８３条第１項の規定により読み替えて適用される第４４条第１項に規定する毒

薬又は同条第２項に規定する劇薬を貯蔵又は陳列している。なお、毒薬又は劇薬は、

これが摂取され、吸収され、又は外用された場合に、極量が致死量に近いため、蓄積

作用が強いため、又は薬理作用が激しいため、人又は動物の機能に危害を与え、又

は危害を与えるおそれがある医薬品である。 

・ 取扱品目は多いが、取扱量は少ない。 

 

３．安全確保の留意点 

○武力攻撃事態等の管理体制に関する事項 

（法令に規定されている事項） 

・ 毒薬又は劇薬を取り扱う者は、これを他の物と区別して、貯蔵し、又は陳列しなければ

ならない。（薬事法第４８条第１項） 

・ 毒薬を貯蔵し、又は陳列する場所には、かぎを施さなければならない。（薬事法第４８

条第２項）（その他留意すべき事項） 

・ 毒薬及び劇薬の適正な保管管理等を行うための体制を確立し、維持すること。その際、

実際に毒薬及び劇薬の保管、受払い等の業務に従事する者の責任、権限等を明らか

にしておくこと。 

・ 毒薬の数量の管理方法について検討し、これを実施すること。また、毒薬の受払簿等

を作成し、帳簿と在庫現品の間で齟齬がないよう定期的に点検するなど、適正に保管

管理すること。 

・ 劇薬の受払いを明確化し在庫管理を適切に行うなど、劇薬の盗難・紛失及び不正使

用の防止のために必要な措置を講ずること。 

・ 平素から農林水産省、都道府県警察等関係機関との緊密な連携の下、自主警戒態勢

の強化に努める。 

・ 事案発生時の連絡通報体制を確立する。 

・ 武力攻撃災害等を回避するための、毒劇薬を取り扱う施設の停止、毒劇薬の安全な

地域への移動や緊急廃棄の手順等について、マニュアルを整備する。 
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○武力攻撃事態等の応急措置体制に関する事項 

・ 揮発性が高いなど、拡散しやすい薬剤については、流出時に速やかに自治体（保健所

等）、消防、警察及び海上保安部署（臨海部に限る）に連絡するとともに、周辺住民等

に対して避難を行うよう周知する。 

・ 摂取・吸入等による中毒症状については、応急措置・病院搬送など対処方法を示すと

ともに、必要に応じてあらかじめ解毒剤を準備するなどの措置を講じること。 

・ 可能な限り、盗難・流出等を防ぐための措置を講じるとともに、大量に取り扱う場合は

水系への混入等による被害拡大のおそれについても考慮すること。 

 

○その他留意点 

・ 毒物又は劇物を取り扱う製造所等においては、毒劇物の安全確保の留意点を参考に

すること。また、毒素又は生物剤を取り扱う製造所等においては、毒素又は生物剤の

安全確保の留意点を参考にすること。 

・ 毒劇薬の海上輸送に当たっては、輸送船が被害を受けないようにするため、安全な

港への避泊等武力攻撃災害の回避に必要なあらゆる手段をとること。 

・ 上記の留意点は、緊急対処事態について準用する。 

 

４． 所管省庁の連絡先 

農林水産省消費・安全局衛生管理課 

電話 ３５７２－８７０１ 
FAX ３５０２－８２７５ 
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生活関連等施設の安全確保の留意点（生物剤及び毒素を取扱う施設） 

平成１ ７ 年８ 月 

農林水産省 

１． 施設の種類 

細菌兵器（生物兵器）及び毒素兵器の開発、生産及び貯蔵の禁止並びに廃棄に関する 

条約等の実施に関する法律（昭和５７年法律第６１号）第２条第１項に規定する生物剤 

及び同条第２項に規定する毒素の取扱施設（武力攻撃事態等における国民の保護のた

めの措置に関する法律施行令（平成１６年政令第２７５号）第２７条第１０号、第２８条第１０

号） 

 

２．施設の特性 

（１）細菌兵器（生物兵器）及び毒素兵器の開発、生産及び貯蔵の禁止並びに廃棄に関 

する条約等の実施に関する法律第２条第１項に規定する生物剤及び同条第２項に規 

定する生物剤又は毒素（以下、「生物剤等」という）を保有している施設。 

（２）対象となる生物剤等は、人又は家畜に対して病原性を有しているもので別表に示 

すものとする。 

 

３．安全確保の留意点 

（１）生物剤等の取扱いに当たっては、そのレベル分類（以下「ＢＳＬ」という。）等に応じ、

適切な設備の設置と運用を実施すること（病原体等のＢＳＬ及びＢＳＬに応じた措置

については、国立感染症研究所病原体等安全管理規程に準拠すること。）。 

（２）生物剤等を保有している施設の管理者は、生物剤等の管理責任者を任命し、その 

責任の所在を明確化して以下の事項を遵守させること。また、生物剤等の管理につ 

いて安全管理委員会を設置し、意見を聴くこと。 

① 施錠された冷蔵庫、冷凍庫等により適切に生物剤等を保管すること。 

② 保管場所へのアクセス制限等による盗難・紛失等の防犯対策を行うこと。 

③ 生物剤等の使用・管理を常に記録・保存するとともに、管理責任者が定期的に 

確認を行うこと。 

④ 平素から自主的な巡回の実施等、施設の警備に努めること。 

⑤ 生物剤等の譲渡に当たっては、譲渡先において適切な管理体制が整備されてい 

ることを事前に確認するとともに、管理責任者による承認手続き等を経ること。 

⑥ 生物剤等の譲受に当たっては、管理責任者による承認手続き等を経るとともに 

適切な管理を行うこと。 

⑦ 生物剤等の廃棄に当たっては、適切な方法（オートクレーブ処理による滅菌､薬剤処 

理等）により確実に不活化すること。 

⑧ 紛失、事故、災害等がおこった場合の警察、消防、海上保安部署（臨海部に限 

る）等への通報体制を整備すること。 
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⑨ 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律第１０３条第３ 

項に基づき同項各号に定められた措置を講ずるよう命ぜられたときの対応につい 

て、あらかじめ備えておくこと。 

 

４．所管省庁の連絡先 

農林水産省消費・安全政策課 

電話０３－３５０２－２３１９ 

FAX ０３－３５９７－０３２９ 
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（別表） 

生物剤等リスト及びＢＳＬ 

 

生物剤等のリストについては、平成１６年７月２３日付、内閣官房発文部科学省、厚生労

働省、経済産業省、農林水産省担当官宛「生物剤等のリストの今後の取扱いについて」

による。 

 

レベル１ （１）通常の微生物学実験室を用い、特別の隔離の必要はない。 

（２）一般外来者の立入りを禁止する必要はない。 

１．ウイルス： 

２．細菌：       ヒトに重篤な疾病を起こし、或いは動物に獣医学的に重要 

３．真菌：       起こす可能性のないもの。 

４．原生動物： 

５．毒素： 

６．家畜に病原性を有する生物剤：ヒト及び動物に対して重篤な疾患を起こす可能性 

がなく、伝播の危険性もないもの。 

 

レベル２ （１）通常の微生物学実験室を、場所・用途を限定した上で用いる。※ 

（２）エアロゾル発生のおそれのある実験は生物学用安全キャビネットの中で行

う。 

（３）実験進行中はドアを閉め、一般外来者の立入りを禁止する。 

１．ウイルス：重症急性呼吸器症候群（SARS）コロナウイルス、デング熱ウイルス、 

日本脳炎ウイルス、狂犬病ウイルス、サル痘ウイルス、高病原性トリ 

インフルエンザウイルス、リンパ球性脈絡髄膜炎ウイルス、ポリオウ 

イルス、Ｅ型肝炎ウイルス、Ａ型肝炎ウイルス、 

２．細  菌：コレラ菌、赤痢菌、ボツリヌス菌、ジフテリア菌、オウム病クラミジ 

ア、シラミ媒介性回帰熱ボレリア又はダニ媒介性回帰熱ボレリア、 

ライム病ボレリア、レジオネラ属菌、レプトスピラ、塹壕熱リケッチア、 

腸管出血性大腸菌 

４．原生動物：単包条虫又は多包条虫、熱帯熱マラリア原虫、三日熱マラリア原虫、 

卵形マラリア原虫又は四日熱マラリア原虫 

５．毒  素：ボツリヌス毒素、ウェルシュ菌毒素、黄色ブドウ球菌毒素、ベロ毒素、 

コレラ毒素、デアセトキシスシルペノール毒素、アフラトキシン、アブリン、

コノトキシン、T-2 トキシン、HT-2 トキシン、テトロドトキシン、ビスカムア

ルバムレクチン、ボルケンシン、ミクロシスチン、モデシン 

６．家畜に病原性を有する生物剤：牛疫ウイルス、牛肺疫菌 
※ 食品や飼料中の毒素の微量分析を行なうために毒素を保有する事業所にあっては「微生物学実 

験室」を「化学分析を行なうための実験室」と読み替えて運用する。 
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レベル３ （１）実験室及びそこへの廊下を含めた管理区域の立入り制限、二重ドア又は 

エアロックにより外部と隔離された実験室を用いる。 

（２）壁、床、天井、作業台等の表面は洗浄及び消毒可能なようにする。 

（３）排気系を調節することにより、常に外部から実験室内に空気の流入が 

行われるようにする。 

１．ウイルス：黄熱ウイルス、チクングニヤウイルス、ウエストナイル熱、Ｂウイル 

ス、西部ウマ脳炎ウイルス、東部ウマ脳炎ウイルス、ベネズエラウマ 

脳炎ウイルス、ダニ媒介性脳炎ウイルス、ハンタウイルス、リフトバ 

レー熱ウイルス、ニパウイルス（大量※に保持する場合はレベル４）、 

リッサウイルス 

２．細   菌：炭疽菌、Ｑ熱菌、チフス菌、パラチフスＡ菌、発疹チフスリケッチア、 

鼻疽菌、類鼻疽菌、ウシ流産菌、ブタ流産菌、マルタ熱菌、ペスト菌、 

野兎病菌、ロッキー山紅斑熱リケッチア、ブルセラ属菌、日本紅斑熱 

リケッチア 

３．真   菌：コクシジオイデス・イミチス 

５．毒   素：赤痢菌毒素 

６．家畜に病原性を有する生物剤：口蹄疫ウイルス、アフリカ豚コレラウイルス 
※ ２５㎠ 細胞培養フラスコ×２以上で培養する量。 

 

レベル４ （１）独立した建物として、隔離域とそれを取り囲む、サポート域を設ける。 

（２）壁、床、天井はすべて耐水性かつ気密性のものとし、これらを貫通す 

る部分（吸排気管、電気配線、ガス、水道管等）も気密構造とする。 

（３）作業者の出入口には、エアロックとシャワーを設ける。 

（４）実験室内の気圧は隔離の程度に応じて、気圧差を設け、高度の隔離域 

から、低度隔離域へ、又低度の隔離域からサポート域へ空気が流出し 

ないようにする。 

（５）実験室への給気は、１層のHEPA フィルタを通す、実験室からの廃棄 

は２層のHEPA フィルタを通して、外部に出す。この排気除菌装置は 

予備を含めて２組設ける。 

（６）実験室とサポート域の間に実験器材の持ち込み及び取り出し用として、 

両面オートクレーブ及び両面ガス（エチレンオキサイド又はホルマリ 

ン）滅菌装置を設ける。 

（７）実験室からの排水は120 ℃加熱滅菌し、冷却した後、一般下水へ放出 

する。 

（８）実験は完全密閉のグローブ・ボックス型安全キャビネットの中で、行う。 

（９）作業職員名簿に記載された者以外の立入りは禁止する。
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１．ウイルス：痘そうウイルス、エボラウイルス、マールブルグウイルス、クリミア・コンゴ出

血熱ウイルス、フニンウイルス、マチュポウイルス、ラッサ熱ウイルス、ホ

ワイトポックスウイルス 
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生活関連等施設の安全確保の留意点（発電所及び変電所） 
平成１ ７ 年８ 月

経済産業省 

１． 施設の種類 

・ 発電所（最大出力５万キロワット以上） 

・ 変電所（使用電圧１０万ボルト以上） 

（国民保護法施行令第２７条第１号） 

 

２． 施設の特性 

・ 発電所：電気を発生している電力供給の根幹施設。一般に、火力発電所は海岸に立   

地していることが多く、水力発電所は山中に立地していることが多い。 

・ 変電所：発電所と消費者間の中継点であり、電圧を調整している電力供給ネットワー 

クの要の施設。 

 

３． 安全確保の留意点 

・ 施設及び設備の監視を徹底すること。 

・ 施設内への作業者、見学者等の入出者の管理を徹底すること。 

・ 施設内への侵入に対する監視装置、防止柵、施錠等の管理を徹底すること。 

・ 施設の巡視点検等の入念な実施、特に不審者、不審物等への注意を徹底すること。

万が一、不審者、不審物等を発見した場合、速やかに警察等へ通報すること。 

・ 非常時の連絡通報体制を再点検するとともに、従業者等に周知すること。 

・ 業務車両、制服等の盗難防止を徹底すること。また、万が一、盗難が発生した場合、 

速やかに警察へ通報すること。 

・ 施設及び設備に関する不法行為並びにその関連情報及び不審情報に関する社内連

絡及び警察への通報を徹底すること。 

・ 平素から、巡回の自主的実施等必要な施設の警備に努めること。 

 

４． 所管省庁の連絡先 

経済産業省原子力安全・保安院電力安全課 

電話 ０３－３５０１－１７４２ 

FAX ０３－３５８０－８４８６ 
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生活関連等施設の安全確保の留意点（ガス工作物） 
平成１ ７ 年８ 月 

経済産業省 

１． 施設の種類 

ガス発生設備、ガス精製設備、ガスホルダー（国民保護法施行令第２７条第２号） 

 

２． 施設の特性 

・ 可燃性である都市ガスまたは都市ガスの原料を取り扱っている。 

・ ガスホルダーは市街地に設置されていることが多い。 

 

３． 安全確保の留意点 

・ 施設がある事業所には、構内に公衆がみだりに立ち入らないよう、柵、塀、有刺鉄線 

又は生け垣等を設け、かつ、構内のガス工作物に近づくことを禁止する旨の表示をす 

る等、施設の管理を徹底すること。 

・ ガス工作物の技術上の基準を定める省令（平成１２年通商産業省令第１１１号）第６ 

条に定める離隔距離を有すること。 

・ 施設の規模に応じて、適切な防消火設備を適切な箇所に設けること。 

・ 施設の付近に設置する電気設備は、その設置場所の状況及び当該施設の扱うガス 

種類に応じた防爆性能を有すること。 

・ 施設の外面から火気を取り扱う設備に対して適切な距離を有すること。 

・ 施設の管理者は、施設の維持・運用のために、定期的に巡視、点検を行うこと。 

・ 遠隔操作弁を設ける等、必要に応じてガスを安全に遮断及び放出ができるよう措置を 

講ずること。 

・ 施設に対する不法行為並びにその関連情報及び不審情報に関する社内連絡及び警

察への通報手順・体制を整備しておくこと。 

・ 平素から、巡回の自主的実施等必要な施設の警備に努めること。 

 

４． 所管省庁の連絡先 

経済産業省原子力安全・保安院ガス安全課 

電話 ０３－３５０１－４０３２ 

FAX ０３－３５０１－１８５６ 
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生活関連等施設の安全確保の留意点（高圧ガス製造所） 
平成１ ７ 年８ 月 

経済産業省 

１． 施設の種類 

高圧ガスの製造所（国民保護法施行令第２７条第１０号、第２８条第４号） 

 

２． 施設の特性 

・ 爆発性又は毒性を有する高圧ガスを製造している。 

 

３． 安全確保の留意点 

・ 高圧ガスの製造作業を行う建築物は、製造所外の人家、公共施設等に対し、所定の  

距離をとること。 

・ 施設の周囲には、境界さく等を設置して境界線を明示すること。 

・ 施設内への作業者・見学者等の入出者を管理すること、外部からの侵入に対する監 

視装置・施錠等を管理すること等により、管理を徹底すること。 

・ 不審者、不審物等への注意を徹底すること。また、万が一、不審者、不審物等を発見 

した場合、速やかに警察等へ通報すること。 

・ 可燃性ガス及び毒性ガスの製造を行う大規模施設の設備には、保安上重要な箇所に、

適正な手順以外の手順による操作が行われることを防止するための設備を設ける等

の措置を講じること。 

・ 非常時の連絡通報体制を再点検するとともに、従業者等に周知すること。 

・ 平素から、巡回の自主的実施等必要な施設の警備に努めること。 

 

４． 所管省庁の連絡先 

経済産業省原子力安全・保安院保安課 

電話 ０３－３５０１－１７０６ 

FAX ０３－３５０１－２３５７ 
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生活関連等施設の安全確保の留意点（高圧ガス貯蔵所） 
平成１ ７ 年８ 月 

経済産業省 

１． 施設の種類 

高圧ガス貯蔵所（国民保護法施行令第２７条第１０号、第２８条第４号） 

 

２． 施設の特性 

・ 爆発性又は毒性を有する高圧ガスを貯蔵している。 

 

３． 安全確保の留意点 

・ 高圧ガスの貯蔵を行う建築物は、製造所外の人家、公共施設等に対し、所定の距離

をとること。 

・ 施設の周囲には、境界柵等を設置して境界線を明示すること。 

・ 施設内への作業者・見学者等の入出者を管理すること、外部からの侵入に対する監 

視装置・施錠等を管理すること等により、施設の管理を徹底すること。 

・ 不審者、不審物等への注意を徹底すること。また、万が一、不審者、不審物等を発見 

した場合、速やかに警察等へ通報すること。 

・ 非常時の連絡通報体制を再点検するとともに、従業者等に周知すること。 

・ 平素から、巡回の自主的実施等必要な施設の警備に努めること。 

 

４． 所管省庁の連絡先 

経済産業省原子力安全・保安院保安課 

電話 ０３－３５０１－１７０６ 

FAX ０３－３５０１－２３５７ 
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生活関連等施設の安全確保の留意点（火薬庫） 
平成１ ７ 年８ 月 

経済産業省 

１． 施設の種類 

火薬庫（国民保護法施行令第２７条第１０号、第２８条第３号） 

 

２． 施設の特性 

・ 爆発性を有する火薬類を貯蔵している。 

 

３． 安全確保の留意点 

・ 火薬庫は、製造所外の人家、公共施設等に対し、所定の距離をとること。 

・ 火薬庫の周囲は土堤等で囲むこと。 

・ 貯蔵施設内への作業者・見学者等の入出者を管理すること、外部からの侵入に対す 

る監視装置・施錠等を管理すること等により、施設の管理を徹底すること。 

・ 不審者、不審物等への注意を徹底すること。また、万が一、不審者、不審物等を発見 

した場合、速やかに警察等へ通報すること。 

・ 火薬類の盗難防止、数量管理等を徹底すること。 

・ 非常時の連絡通報体制を再点検するとともに、従業者等に周知すること。 

・ 平素から、巡回の自主的実施等必要な施設の警備に努めること。 

 

４． 所管省庁の連絡先 

経済産業省原子力安全・保安院保安課 

電話 ０３－３５０１－１７０６ 

FAX ０３－３５０１－２３５７ 
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生活関連等施設の安全確保の留意点（火薬類製造所） 
平成１ ７ 年８ 月 

経済産業省 

１． 施設の種類 

火薬類の製造所（国民保護法施行令第２７条第１０号、第２８条第３号） 

 

２． 施設の特性 

・ 爆発性を有する火薬類を製造している。 

 

３． 安全確保の留意点 

・ 火薬類の製造作業を行う建築物は、製造所外の人家、公共施設等に対し、所定の距 

離をとること。 

・ 施設及び設備の監視を徹底すること。 

・ 火薬類の製造を行う区域の周囲には、関係者以外が立ち入ることができないよう、境 

界柵を設置すること。 

・ 施設内への作業者、見学者等の入出者の管理を徹底すること。 

・ 外部から施設内への侵入に対する監視装置、施錠等の管理を強化、徹底すること。 

・ 不審者、不審物等への注意を徹底すること。また、万が一、不審者、不審物等を発見 

した場合、速やかに警察等へ通報すること。 

・ 製造作業終了後、火薬類の製造作業を行う建築物内に、火薬類をやむを得ず存置す 

る場合には、見張りを置く等の措置を講じること。 

・ 火薬類の盗難防止、数量管理等を徹底すること。 

・ 非常時の連絡通報体制を再点検するとともに、従業者等に周知すること。 

・ 平素から、巡回の自主的実施等必要な施設の警備に努めること。 

 

４． 所管省庁の連絡先 

経済産業省原子力安全・保安院保安課 

電話 ０３－３５０１－１７０６ 

FAX ０３－３５０１－２３５７ 
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生活関連等施設の安全確保の留意点（高圧ガス取扱所） 
平成１ ７ 年８ 月 

経済産業省 

１． 施設の種類 

高圧ガスを使用する事業用電気工作物の取扱所（国民保護法施行令第２７条第１０号、 

第２８条第９号） 

 

２． 施設の特性 

・ ＬＮＧタンク、発電機の水素冷却用のタンクには可燃性ガスが、脱硝用のアンモニア 

タンクには刺激性ガスが高圧ガスの状態で貯蔵されており、設備の損壊等において周 

囲に多大な損害を与える可能性がある。 

 

３． 安全確保の留意点 

・ 施設及び設備の監視を徹底すること。 

・ 施設内への作業者、見学者等の入出者の管理を徹底すること。 

・ 外部から施設内への侵入に対する監視装置、防止柵、施錠等の管理を徹底すること。 

・ 施設の巡視点検等の入念な実施、特に不審者、不審物等への注意を徹底すること。

万が一、不審者、不審物等を発見した場合、速やかに警察等へ通報すること。 

・ 非常時の連絡通報体制を再点検するとともに、従業者等に周知すること。 

・ 業務車両、制服等の盗難防止を徹底すること。また、万が一、盗難が発生した場合、 

速やかに警察へ通報すること。 

・ 施設及び設備に関する不法行為並びにその関連情報及び不審情報に関する社内連

絡及び警察への通報を徹底すること。 

・ 平素から、巡回の自主的実施等必要な施設の警備に努めること。 

・ 国民保護法第１０３条第３項に基づき同項各号に定められた措置を講ずるよう命ぜ 

られたときの対応について、あらかじめ備えておくこと。 

 

４．所管省庁の連絡先 

経済産業省原子力安全・保安院電力安全課 

電話 ０３－３５０１－１７４２ 

FAX ０３－３５８０－８４８６ 
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生活関連等施設の安全確保の留意点（原子力施設） 
平成１ ７ 年８ 月 

経済産業省 

１． 施設の種類 

製錬施設、加工施設、原子力発電所、使用済燃料貯蔵施設、再処理施設、廃棄物管理

施設、廃棄物埋設施設、事業者等から運搬を委託された者及び受託貯蔵者（国民保護

法施行令第２７条第１０号、第２８条第５号及び第６号） 

 

２． 施設の特性 

・ 核原料物質、核燃料物質、使用済燃料、使用済燃料から分離された物、これらによっ 

て汚染された物を取り扱っている。 

・ 原子力施設で特定核燃料物質を取り扱う場合には、原子炉等規制法（注）において、 

施設内の核物質の盗取等の不法移転や施設内の重要機器等の妨害破壊行為による

放射性物質の外部放出に対する防護のために核物質防護規定を定めることとされ、

必要な防護措置（防護区域の設定、出入管理、監視装置、見張り人の巡視等）等を講

ずべきことが義務付けられている。 

（注）核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第 

１６６号） 

 

３． 安全確保の留意点 

・ 事業者等及び事業者等から運搬を委託された者並びに受託貯蔵者は、原子炉等規

制法に基づく危険時の措置、簡易運搬に係る技術上の基準等を遵守するとともに、武

力攻撃事態等及び緊急対処事態における事業所及び経済産業省及び治安当局等の

関係機関への通報連絡体制を整備・確認すること。 

・ 原子炉等規制法に基づく特定核燃料物質を取り扱う事業者においては、核物質防護

規定に基づく核物質防護を確実に行うとともに、特に以下の点について徹底すること。 

①経済産業省及び治安当局等の関係機関との緊密な情報交換 

②武力攻撃事態等及び緊急対処事態における事業所内、経済産業省及び治安当局等

の関係機関への通報連絡体制の再確認 

③防護区域等の巡視及び監視の実施 

④防護区域等への人の出入り管理 

⑤核物質防護設備の点検及び整備 

⑥特定核燃料物質の管理 

⑦その他不法行為が生じた場合の対応体制の点検及び整備 

・ 訓練等を通じ、平時から有事へスムーズに対応が移行できることを確認すること。 

・ 施設及び設備の監視を徹底すること。 
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・ 平素から、巡回の自主的実施等必要な施設の警備に努めること。 

・ 国民保護法第１０３条第３項に基づき同項各号に定められた措置を講ずるよう命ぜ 

られたときの対応について、あらかじめ備えておくこと。 

 

４． 所管省庁の連絡先 

経済産業省原子力安全・保安院原子力防災課 

電話０３－３５０１－１６３７ 

FAX０３－３５８０－８５３９ 
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生活関連等施設の安全確保の留意点（生物剤及び毒素取扱施設） 
平成１ ７ 年８ 月 

経済産業省 

１． 施設の種類 

生物剤及び毒素取扱施設（国民保護法施行令第２７条第１０号、第２８条第１０号） 

 

２．施設の特性 

・ 危険度の高い生物剤及び毒素（別紙１参照）を保有している。 

・ 公的研究機関や企業の研究所等、生物剤及び毒素を用いた研究を実施する機関で

ある。 

 

２． 安全確保の留意点 

・ 国立感染症研究所病原体等安全管理規程(http://www0.nih.go.jp/niid/Biosafety/kanrikitei/ 
kanrikitei-bunyo.html)における病原体等のレベル分類に準じた安全設備を整備するとと

もに、別表２及び同規程に基づいた運営の実施を図ること。 

・ 安全管理委員会の設置及び生物剤等の管理責任者等の選任等により、責任の所在

を明確化すること。 

・ 保有する生物剤等については、施錠された冷蔵庫、冷凍庫等おいて適切に管理する

こと。あわせて、台帳等により適切に記録を管理し、保有状況を日常的に把握しておく 

こと。 

・ 生物剤等の譲渡・譲受の際の台帳管理、所内における所定の承認手続の実施、身元

確認の徹底等を図ること。 

・ 生物剤等の廃棄にあたっては、適切な方法（オートクレーブ処理、薬剤による消毒等） 

により確実に不活化すること。 

・ 紛失、事故、災害等が発生した場合の警察、消防等への通報体制を整備すること。 

・ 防犯設備の設置や構内・施設内パトロールの実施等により、防犯対策を徹底すると。 

・ 平素から、巡回の自主的実施等必要な施設の警備に努めること。 

・ 国民保護法第１０３条第３項に基づき同項各号に定められた措置を講ずるよう命ぜら

れたときの対応について、あらかじめ備えておくこと。 

 

３． 所管省庁の連絡先 

経済産業省製造産業局生物化学産業課 

電話 ３５０１－８６２５ 

FAX ３５０１－０１９７ 
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（別紙１） 

 

国民保護法施行令第２８条第１０号で定める生物剤及び毒素 

 

１ 人に対して病原性を有する生物剤及び毒素 

(1) ウイルス 

痘そうウイルス、重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）コロナウイルス、 

エボラウイルス、マールブルグウイルス、クリミア・コンゴ出血熱ウイルス、 

黄熱ウイルス、チクングニヤウイルス、デング熱ウイルス、日本脳炎ウイル 

ス、ウエストナイルウイルス、ニパウイルス、Ｂウイルス、狂犬病ウイルス 

サル痘ウイルス、西部ウマ脳炎ウイルス、東部ウマ脳炎ウイルス、ベネズエ 

ラウマ脳炎ウイルス、ダニ媒介性脳炎ウイルス、高病原性トリインフルエン 

ザウイルス、ハンタウイルス、フニンウイルス、マチュポウイルス、ラッサ 

熱ウイルス、リンパ球性脈絡髄膜炎ウイルス、ホワイトポックスウイルス、 

リフトバレー熱ウイルス、ポリオウイルス、Ｅ型肝炎ウイルス、Ａ型肝炎ウ 

イルス、リッサウイルス 

(2) 細菌（クラミジア、リケッチアを含む。） 

炭疽菌、Ｑ熱菌、コレラ菌、塹壕熱リケッチア、赤痢菌、チフス菌、パラ 

チフスＡ菌、発疹チフスリケッチア、鼻疽菌、類鼻疽菌、ウシ流産菌、ブタ 

流産菌、マルタ熱菌、ペスト菌、ボツリヌス菌、野兎病菌、日本紅斑熱リケ 

ッチア、ロッキー山紅斑熱リケッチア、ブルセラ属菌、ジフテリア菌、腸管 

出血性大腸菌、オウム病クラミジア、シラミ媒介性回帰熱ボレリア又はダニ 

媒介性回帰熱ボレリア、ライム病ボレリア、レジオネラ属菌、レプトスピラ 

(3) 真菌 

コクシジオイデス・イミチス 

(4) 原生動物 

単包条虫又は多包条虫、オリエンチアツツガムシ、熱帯熱マラリア原虫、 

三日熱マラリア原虫、卵形マラリア原虫又は四日熱マラリア原虫 

(5) 毒素 

ボツリヌス毒素、ウェルシュ菌毒素、黄色ブドウ球菌毒素、ベロ毒素、コ 

レラ毒素、赤痢菌毒素、デアセトキシスシルペノール毒素、アフラトキシン、 

アブリン、コノトキシン、Ｔ―２トキシン、ＨＴ―２トキシン、テトロドト 

キシン、ビスカムアルバムレクチン、ボルケンシン、ミクロシスチン、モデシン 

 

２ 家畜に対して病原性を有する生物剤 

牛疫ウイルス、牛肺疫菌、口蹄疫ウイルス、アフリカ豚コレラウイルス 
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（別表２） 

生物剤等リスト及びＢＳＬ 

 

レベル１ （１）通常の微生物学実験室を用い、特別の隔離の必要はない。 

（２）一般外来者の立入りを禁止する必要はない。 

１．ウイルス： 

２．細   菌：    ヒトに重篤な疾病を起こし、或いは動物に獣医学的に重要な疾患を 

３．真   菌：    起こす可能性のないもの。 

４．原生動物： 

５．毒 素： 

６．家畜に病原性を有する生物剤：ヒト及び動物に対して重篤な疾患を起こす可能性が

なく、伝播の危険性もないもの。 

 

 

レベル２ （１）通常の微生物学実験室を、場所・用途を限定した上で用いる。 

（２）エアロゾル発生のおそれのある実験は生物学用安全キャビネットの中で行

う。 

（３）実験進行中はドアを閉め、一般外来者の立入りを禁止する。 

 

１．ウイルス：重症急性呼吸器症候群(SARS)、コロナウイルス、デング熱ウイルス、日 

脳炎ウイルス、狂犬病ウイルス、サル痘ウイルス、高病原性トリインフル

エンザウイルス、リンパ球性脈絡髄膜炎ウイルス、ポリオウイルス、Ｅ型

肝炎ウイルス、Ａ型肝炎ウイルス 

２．細 菌  ：コレラ菌、赤痢菌、ボツリヌス菌、ジフテリア菌、オウム病クラミジア、シラミ

媒介性回帰熱ボレリア又はダニ媒介性回帰熱ボレリア、ライム病ボレリ

ア、レジオネラ属菌、レプトスピラ、塹壕熱、リケッチア、腸管出血性大腸

菌 

４．原生動物：単包条虫又は多包条虫、熱帯熱マラリア原虫、三日熱マラリア原虫卵形マ

ラリア原虫又は四日熱マラリア原虫 

５．毒 素：ボツリヌス毒素、ウェルシュ菌毒素、黄色ブドウ球菌毒素、ベロ毒素、コレラ毒

素、デアセトキシスシルペノール毒素、アフラトキシン、アブリン、コノトキ

シン、T-2トキシン、HT-2トキシン、テトロドトキシン、ビスカムアルバムレク

チン、ボルケンシン、ミクロシスチン、モデシン 

６．家畜に病原性を有する生物剤：牛疫ウイルス、牛肺疫菌 
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レベル３ （１）実験室及びそこへの廊下を含めた管理区域の立入り制限、二重ドア又は

エアロックにより外部と隔離された実験室を用いる。 

（２）壁、床、天井、作業台等の表面は洗浄及び消毒可能なようにする。 

（３）排気系を調節することにより、常に外部から実験室内に空気の流入が行わ

れるようにする。 

１．ウイルス：黄熱ウイルス、チクングニヤウイルス、ウエストナイル熱、Ｂウイルス、西部

ウマ脳炎ウイルス、東部ウマ脳炎ウイルス、ベネズエラウマ脳炎ウイル

ス、ダニ媒介性脳炎ウイルス、ハンタウイルス、リフトバレー熱ウイルス、

ニパウイルス（※大量に保持する場合はレベル４） 、リッサウイルス 

２ 細   菌：炭疽菌、Ｑ熱菌、チフス菌、パラチフスＡ菌、発疹チフスリケッチア、鼻疽

菌、類鼻疽菌、ウシ流産菌、ブタ流産菌、マルタ熱菌、ペスト菌、野兎病菌、ロ

ッキー山紅斑熱リケッチア、ブルセラ、属菌、日本紅斑熱、リケッチア 

３．真   菌：コクシジオイデス・イミチス 

５．毒   素：赤痢菌毒素 

６．家畜に病原性を有する生物剤：口蹄疫ウイルス、アフリカ豚コレラウイルス 

※…２５㎝2 細胞培養フラスコ×２以上で培養する量。 

 

レベル４ （１）独立した建物として隔離域とそれを取り囲むサポート域を設ける。 

（２）壁、床、天井はすべて耐水性かつ気密性のものとし、これらを貫通する部

分（吸排気管、電気配線、ガス、水道管等）も気密構造とする。 

（３）作業者の出入口には、エアロックとシャワーを設ける。 

（４）実験室内の気圧は隔離の程度に応じて、気圧差を設け、高度の隔離域か

ら、低度隔離域へ、又低度の隔離域からサポート域へ空気が流出しない

ようにする。 

（５）実験室への給気は、１層のHEPAフィルタを通す、実験室からの廃棄は２層

のHEPAフィルタを通して、外部に出す。この排気除菌装置は、予備を含め

て２組設ける。 

（６）実験室とサポート域の間に実験器財の持ち込み及び取り出し用として、両

面オートクレーブ及び両面ガス（エチレンオキサイド又はホルマリン）滅菌

装置を設ける。 

（７）実験室からの排水は120℃加熱滅菌し、冷却した後、一般下水へ放出す

る。 

（８）実験は完全密閉のグローブ・ボックス型安全キャビネットの中で、行う。 

（９）作業職員名簿に記載された者以外の立入りは禁止する。 
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１．ウイルス： 

痘そうウイルス、エボラウイルス、マールブルグウイルス、クリミア・コンゴ出血熱ウイル

ス、フニンウイルス、マチュポウイルス、ラッサ熱ウイルス、ホワイトポックスウイルス 

※上記に記載のない生物剤等については、国立感染症研究所病原体等安全管理規程

等を参考にされたい。 
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生活関連等施設の安全確保の留意点（毒性物質取扱所） 
平成１ ７ 年８ 月 

経済産業省 

１． 施設の種類 

毒性物質取扱所（国民保護法施行令第２７条第１０号、第２８条第１１号） 

 

２． 施設の特性 

・ 化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律（平成７年法律第６５号）に定め 

る毒性物質（特定物質、第一種指定物質、第二種指定物質の３種に分類される）を取 

り扱っている。 

・ このうち、第二種指定物質の取扱施設は、主に、化学工場であって臨海部に立地して 

いる。 

 

３．安全確保の留意点 

・ 化学兵器禁止法で規定されている措置を徹底すること。 

・ 施設内に除害のための中和剤等を備え付けること。 

・ 緊急時にプラント停止が直ちにできるよう、手順・体制を整備しておくこと。 

・ 緊急時の連絡体制を確保すること。 

・ 施設及び設備の監視を徹底すること。 

・ 平素から、巡回の自主的実施等必要な施設の警備に努めること。 

・ 国民保護法第１０３条第３項に基づき同項各号に定められた措置を講ずるよう命ぜ 

られたときの対応について、あらかじめ備えておくこと。 

 

４．所管省庁の連絡先 

経済産業省化学兵器・麻薬原料等規制対策室 

電話 ３５８０－０９３７ 

FAX ３５８０－７３１９ 
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生活関連等施設の安全確保の留意点（鉄道施設、軌道施設） 
平成１ ７ 年８ 月 

国土交通省 

１． 施設の種類 

鉄道施設、軌道施設（国民保護法施行令第２７条第４号） 

 

２． 施設の特性 

・ 多数の者が利用しており、破壊された場合には、人的被害が多大なものになるおそれ

がある。 

・ 人流の重要な拠点であり、破壊された場合には、国民生活に著しい支障を及ぼすおそ

れがある。 

 

３． 安全確保の留意点 

（共通事項） 

・ 関係する指定行政機関や施設の所在する地方公共団体の作成する国民の保護に関

する計画を踏まえつつ、関係機関との連携に留意すること。 

・ 平素から都道府県警察、消防機関、関係地方公共団体、国土交通省地方運輸局等関

係機関との密接な連携の下、武力攻撃事態等における自主警戒体制の強化に努める

こと。 

（平素からの備え） 

①事案発生時の連絡通報体制の確立 

・ 都道府県警察、消防機関、関係地方公共団体、国土交通省地方運輸局等関係機関と

の緊急連絡体制の確認、各事業者内での連絡・指示体制の確認を行うこと。また、適

宜、連絡訓練を行うこと。 

②避難経路の確認 

・ 利用者等の避難経路の確認を行うこと。また、適宜、避難訓練を行うこと。 

（武力攻撃事態等における留意点） 

①自主警戒の強化 

・ 都道府県警察等との緊密な連絡の下、駅係員・ガードマン等による巡回警備や防犯カ

メラによる監視体制の強化を行うこと。特に新幹線の駅については、重点的に巡回警

備等の実施を行うこと。 

・ ごみ箱の集約・撤去を行うこと。 
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②利用者等への協力要請 

・ 利用者等に対し、電子掲示板・放送等により、不審物・不審者発見に係る注意喚起・

協力要請を行うこと。 

 

③施設の適切な管理 

・ 武力攻撃事態等の状況を勘案し、必要に応じ、施設の利用停止などの措置を講ずる

こと。 

※ なお、上記の「３．安全確保の留意点」は、緊急対処事態に準用する。 

 

４． 連絡先 

国土交通省鉄道局総務課危機管理室 

電 話：（代表）03－5253－8111（内線40182、40183） 

（直通）03－4416－5119 

ＦＡＸ：03－5253－1634 
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生活関連等施設の安全確保の留意点（水域施設、係留施設） 
平成１ ７ 年８ 月 

国土交通省 

１． 施設の種類 

水域施設、係留施設（国民保護法施行令第２７条第７号） 

 

２． 施設の特性 

・ 多数の者が利用しており、破壊された場合には、人的被害が多大なものとなるおそれ

がある。 

・ 人流、物流の重要な拠点であり、使用ができなくなると国民生活に著しい支障を及ぼ

すおそれがある。 

 

３．安全確保の留意点 

（共通事項） 

・ 係留施設及び係留施設と一体的に利用される荷さばきの用に供する施設、旅客の乗

下船の用に供する施設を含めて安全確保に留意すること。 

・ 関係する指定行政機関や施設の所在する地方公共団体の作成する国民の保護に関

する計画を踏まえつつ、関係機関との連携に留意すること。 

・ 平素からの都道府県警察、消防機関、管区海上保安本部、関係地方公共団体、国土

交通省地方整備局等関係機関との密接な連携の下、武力攻撃事態等における自主

警戒体制の強化に努めること。 

（平素からの備え） 

①事案発生時の連絡通報体制の確立 

・ 都道府県警察、消防機関、管区海上保安本部、関係地方公共団体、国土交通省地方

整備局等関係機関との連絡体制の確認を行うこと。 

②自主警備の強化に関する備え 

・ 定期点検等により、埠頭施設内の通信設備、照明設備等の機能が武力攻撃事態等に

おいて適正に使用できることを確認しておくこと。 

③施設の管理に関する備え 

・ 蔵置された貨物等のうち、危険物については管理責任者及び内容と蔵置場所を把握

しておくこと。 

・ 水域施設については、船舶の利用に支障がでないよう必要な水深及び幅員を確保し

ておくこと。 

・ 利用者等の避難経路の確認を行うこと。 

・ 常時防災備蓄倉庫等に救命胴衣、拡声器等武力攻撃事態等において必要な資機材

を利用可能な状態にしておくこと。 
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（武力攻撃事態等における留意点） 

①自主警戒の強化、出入口の管理の徹底 

・ 避難住民や緊急物資の運搬拠点として適正に機能することを確保するため、不審な

船舶、不審な貨物、不審者及び不審車両が水域施設及び係留施設に紛れ込まない

よう巡視・監視又は出入り管理をするとともに貨物の適正な管理をするなど必要な措

置を講ずること。 

②利用者への協力要請 

・ 不要不急の船舶の航行の自粛要請を行うこと。 

③その他 

・ 船舶や港湾施設利用者との間の連絡手段を確保すること。 

※ なお、上記の「３．安全確保の留意点」は、緊急対処事態に準用する。 

 

３． 連絡先 

国土交通省港湾局管理課港湾保安対策室 

電 話：（代表）03－5253－8111（内線46283） 

（直通）03－5253－8070 

ＦＡＸ：03－5253－1648 
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生活関連等施設の安全確保の留意点 

（滑走路等、旅客ターミナル施設、航空保安施設） 
平成１ ７ 年８ 月 

国土交通省 

１． 施設の種類 

滑走路等、旅客ターミナル施設、航空保安施設（国民保護法施行令第２７条第８号） 

 

２． 施設の特性 

・ 多数の者が利用しており、破壊された場合には、人的被害が多大なものになるおそれ

がある。 

・ 人流、物流の重要な拠点であり、破壊された場合には、国民生活に著しい支障を及ぼ

すおそれがある。 

 

３．安全確保の留意点 

（共通事項） 

・ 安全確保にあたっては、各管理者および関係機関と密接な連携のもと、生活関連等

施設を含めた空港の一体的な安全確保に留意すること。 

・ 関係する指定行政機関や施設の所在する地方公共団体の作成する国民の保護に関

する計画を踏まえつつ、関係機関との連携に留意すること。 

・ 平素から都道府県警察、消防機関、関係地方公共団体、国土交通省地方航空局等関

係機関との密接な連携の下、武力攻撃事態等における自主警戒体制の強化に努める

こと。 

（平素からの備え） 

①事案発生時の連絡通報体制の確立 

・ 都道府県警察、消防機関、関係地方公共団体、国土交通省地方航空局等関係機関と

の連絡体制の確認を行うこと（海域に面している空港については、管区海上保安本部

との連絡体制の確認も行うこと。）。 

②施設の管理に関する備え 

・ 利用者等の避難経路の確認を行うこと。 

・ 常時、当該空港に乗り入れる航空機材に対応した消火・救難体制を整備すること。 

（武力攻撃事態等における留意点） 

①自主警戒の強化、出入口の管理の徹底 

・ 空港の敷地内においては、職員等による巡回警備を徹底し、センサー等による監視 

体制を強化すること（必要に応じて、敷地周辺を含めた監視体制の強化を行うこと。）。 

・ 航空保安対策基準等に従い、保安検査など航空保安対策を適切に講じること。 

・ 制限区域への出入り口については可能な限り限定し、職員等による監視を行うととも
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に不審な者については、身分確認、携行品の確認を行うこと。また、ゲート付近では夜

間の照明を行うこと。 

・ ごみ箱の集約・撤去を行うこと。 

②住民等への協力要請 

・ 旅客や空港周辺の住民等に対する不審者・不審物発見に係る注意喚起・ 

協力要請を行うこと。 

③施設の適切な管理 

・ 武力攻撃事態等の状況を勘案し、必要に応じ、施設の供用停止などの措 

置を講ずること。 

※ なお、上記の「３．安全確保の留意点」は、緊急対処事態に準用する。 

 

３． 連絡先 

国土交通省航空局 

 

（滑走路等、旅客ターミナル施設） 

飛行場部管理課 

電 話：（代表）03－5253－8111（内線49120） 

（直通）03－5253－8715 

ＦＡＸ：03－5253－1658 

 

（航空保安施設） 

管制保安部保安企画課 

電 話：（代表）03－5253－8111（内線51123） 

（直通）03－5253－8739 

ＦＡＸ：03－5253－1663 
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生活関連等施設の安全確保の留意点（ダム） 
平成１ ７ 年８ 月 

国土交通省 

１． 施設の種類 

ダム（国民保護法施行令第２７条第９号） 

 

２．施設の特性 

・大量の水を蓄えており、破壊された場合には、下流に及ぼす被害が多大となるおそれ

がある。 

・生活用水等を貯えているダムが破壊された場合には、国民生活に著しい支障を及ぼす

おそれがある。 

 

３．安全確保の留意点 

（共通事項） 

・ 関係する指定行政機関や施設の所在する地方公共団体の作成する国民の保護に関

する計画を踏まえつつ、関係機関との連携に留意すること。 

・ 平素から都道府県警察、消防機関、関係地方公共団体、国土交通省地方整備局等関

係機関との密接な連携の下、武力攻撃事態等における自主警戒体制の強化に努める

こと。 

（平素からの備え） 

①事案発生時の連絡通報体制の確立 

・ 都道府県警察、消防機関、関係地方公共団体、国土交通省地方整備局等関係機関と

の連絡体制の確認を行うこと。 

②自主警備の強化に関する備え 

・ 操作室・機械室等への侵入を防止するために鍵の二重化、センサー等の設置を行う

こと。 

・ 駐車場（出入り口など）については夜間の照明を行うこと。 

・ 水源となっているダムについては、定期的に水質の検査を行うこと。 

・ ごみ箱の集約・撤去を行うこと。 

③施設の管理に関する備え 

・ 常時管理所にオイルフェンス、吸着マット、水質調査キット等の資機材を備え付けるこ

と。 
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（武力攻撃事態等における留意点） 

①自主警戒の強化、出入口の管理の徹底 

・ 操作室・機械室への出入り管理に当たっては、施設への出入り口等の限 

定を行うとともに、施設へ出入りする者の確認を行うこととし、職員以外の出入りは原則

禁止とすること。なお、その際、身分確認、携行品の確認を行うこと。 

②住民等への協力要請 

・ ダム周辺の住民等に対する不審者・不審物発見に係る注意喚起・協力要請を行うこ

と。 

③その他 

・武力攻撃事態等が発生した際には、貯水量は必要最小限にすること。 

※ なお、上記の「３．安全確保の留意点」は、緊急対処事態に準用する。 

 

４． 連絡先 

国土交通省河川局河川環境課ダム管理係 

電 話：（代表）03－5253－8111（内線35－494） 

（直通）03－5253－8449 

ＦＡＸ：03－5253－1603 
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武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律による救援の程度及び方法

の基準 

（平成十六年九月十七日） 

（厚生労働省告示第三百四十三号） 

 

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成十六年政令第

二百七十五号）第十条第一項の規定に基づき、武力攻撃事態等における国民の保護のため

の措置に関する法律による救援の程度及び方法の基準を次のとおり定め、平成十六年九月

十七日から適用する。 

 

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律による救援の程度及び方法

の基準 

 

（救援の程度及び方法） 

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平第一条成十六年

政令第二百七十五号。以下「令」という。）第十条第一項（令第五十二条において準用す

る場合を含む。）の規定による救援の程度及び方法の基準は、武力攻撃事態等における国

民の保護のための措置に関する法律（平成十六年法律第百十二号。以下「法」という。）

第七十五条第一項各号及び令第九条各号に掲げる救援の種類ごとに、次条から第十三条ま

でに定めるところによる。 

２ 前項の基準によっては救援の適切な実施が困難な場合には、厚生労働大臣が特別の基準

（次項において「特別基準」という。）を定める。 

３ 救援を実施する都道府県知事（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十

二条の十九第一項の指定都市においては、その長）は、第一項の基準によっては救援の適

切な実施が困難な場合には、厚生労働大臣に対し、特別基準の設定について意見を申し出

ることができる。 

 

（収容施設の供与） 

第二条法第七十五条第一項第一号の収容施設（応急仮設住宅を含む。）の供与は、次の各

号に掲げる施設ごとに、当該各号に定めるところにより行うこととする。 

一避難所 

イ避難住民（法第五十二条第三項に規定する避難住民をいう。）又は武力攻撃災害（法

第二条第四項に規定する武力攻撃災害をいう。以下同じ。）により現に被害を受け、

若しくは受けるおそれのある者（以下「避難住民等」という。）を収容するもので



あること。 

ロ原則として、学校、公民館等既存の建物を利用すること。ただし、これら適当な建

物を利用することが困難な場合は、野外に仮小屋を設置し、又は天幕の設営により

実施すること。 

ハ避難所の設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上費、消耗器材費、建物の使用

謝金、器物の使用謝金、借上費又は購入費、光熱水費並びに仮設便所等の設置費は、

一人一日当たり三百円（冬季（十月から三月までの期間をいう。以下同じ。）につ

いては、別に定める額を加算した額）の範囲内とすること。ただし、福祉避難所（高

齢者、障害者等（以下「高齢者等」という。）であって避難所での生活において特

別な配慮を必要とするものを収容する避難所をいう。）を設置した場合は、当該地

域において当該特別な配慮のために必要な通常の実費を加算することができること。 

ニ収容する期間が長期にわたる場合又は長期にわたるおそれがある場合には、長期避

難住宅を設置し、これに収容することができることとし、一戸当たりの規模及び避

難住民等の収容のため支出できる費用は、次に掲げるところによること。 

（１）一戸当たりの規模は、二十九・七平方メートルを標準とし、その設置のため 

の費用は二百三十八万五千円以内とすること。 

（２）長期避難住宅の設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上費、消耗器材費、 

器物の使用謝金借上費又は購入費並びに光熱水費は、、一人一日当たり三百

円（冬季については、別に定める額を加算した額）の範囲内とすること。 

ホ長期避難住宅を同一敷地内又は近接する地域内におおむね五十戸以上設置した場合 

は、居住者の集会等に利用するための施設を設置できることとし、一施設当たりの

規模及びその設置のため支出できる費用は、別に定めるところによること。ヘ老人

居宅介護等事業等を利用しやすい構造及び設備を有し、高齢者等であって日常の生

活上特別な配慮を要する複数のものを収容する施設を長期避難住宅として設置でき

ること。 

ト長期避難住宅の設置に代えて、賃貸住宅、宿泊施設等の居室の借上げを実施し、こ

れらに収容することができること。 

チ法第八十九条第三項の規定により準用される建築基準法（昭和二十五年法律第二百

一号）第八十五条第一項本文、第三項及び第四項並びに景観法（平成十六年法律第

百十号）第七十七条第一項、第三項及び第四項並びに法第百三十一条の規定により

準用される特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関す

る法律（平成八年法律第八十五号）第二条及び第七条の規定は、長期避難住宅につ

いて適用があるものとする。 

二応急仮設住宅 

イ避難の指示が解除された後又は武力攻撃災害により新たに被害を受けるおそれがな

くなった後、武力攻撃災害により住家が全壊、全焼又は流失し、居住する住家がな
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い者であって、自らの資力では住家を得ることができないものを収容するものであ

ること。 

ロ一戸当たりの規模は、二十九・七平方メートルを標準とし、その設置のための費用

は、二百三十八万五千円以内とすること。 

ハ前号ホからチまでの規定は、応急仮設住宅について準用する。 

 

（炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給） 

第三条法第七十五条第一項第二号の炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 

は、次の各号に掲げる救援ごとに、当該各号に定めるところにより行うこととする。 

一炊き出しその他による食品の給与 

イ避難所（長期避難住宅を含む。以下同じ。）に収容された者、武力攻撃災害により

住家に被害を受けて炊事のできない者及び避難の指示（法第五十四条第二項に規定

する避難の指示をいう。以下同じ。）に基づき又は武力攻撃災害により住家に被害

を受け避難する必要のある者に対して行うものであること。 

ロ被災者が直ちに食することができる現物によるものとすること。 

ハ炊き出しその他による食品の給与を実施するため支出できる費用は、主食、副食及

び燃料等の経費として一人一日当たり千十円以内とすること。 

二飲料水の供給 

イ避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により現に飲料水を得ることができない

者に対して行うものであること。 

ロ飲料水の供給を実施するため支出できる費用は、水の購入費のほか、給水又は浄水

に必要な機械又は器具の借上費、修繕費及び燃料費並びに薬品又は資材の費用とし、

当該地域における通常の実費とすること。 

 

（被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与） 

第四条法第七十五条第一項第三号の被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与（以下 

「生活必需品の給与等」という。）は、次の各号に定めるところにより行うこととする。 

一避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により、生活上必要な被服、寝具その他生

活必需品を喪失又は損傷し、直ちに日常生活を営むことが困難な者に対して行うもの

であること。 

二被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において現物をもって行うこと。 

イ被服、寝具及び身の回り品 

ロ日用品 

ハ炊事用具及び食器 

ニ光熱材料 

三生活必需品の給与等のため支出できる費用は、季別及び世帯区分により一世帯当たり
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次に掲げる額の範囲内とすること。この場合においては、季別は、夏季（四月からま

での期間をいう。以下同じ。）及び冬季とし、生活必需品の給与等を行う日をもって

決定すること。 

季別 一人世帯

の額 

二人世帯

の額 

三人世帯

の額 

四人世帯

の額 

五人世帯

の額 

世帯員数が六人以上一人 

を増すごとに加算する額 

夏季 一万七千

三百円 

二万二千

二百円 

三万二千

七百円 

三万九千

百円 

四万九千

六百円 

七千二百円 

冬季 二万八千

五百円 

三万六千

八百円 

五万千四

百円 

六万三百

円 

七万五千

六百円 

一万三百円 

 

四避難の指示が長期にわたって解除されない場合又は武力攻撃災害が長期にわたって継

続している場合は、必要に応じ前号に掲げる額の範囲内で再び実施することができる

こと。 

 

（医療の提供及び助産） 

第五条法第七十五条第一項第四号の医療の提供及び助産は、次の各号に定めるところによ

り行うこととする。 

一医療の提供 

イ避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により医療の途を失った者に対して、応

急的に処置するものであること。 

ロ救護班において行うこと。ただし、急迫した事情があり、やむを得ない場合は、病

院若しくは診療所又は施術所（あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関

する法律（昭和二十二年法律第二百十七号）又は柔道整復師法（昭和四十五年法律

第十九号）に規定するあん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師又は柔道整復師

（以下「施術者」という。）がその業務を行う場所をいう。以下同じ。）において

医療（施術者が行うことができる範囲の施術を含む。）を行うことができること。 

ハ次の範囲内において行うこと。 

（１）診療 

（２）薬剤又は治療材料の支給 

（３）処置、手術その他の治療及び施術 

（４）病院又は診療所への収容 

（５）看護 

ニ医療の提供のため支出できる費用は、救護班による場合は使用した薬剤、治療材料、

破損した医療器具の修繕費等の実費とし、病院又は診療所による場合は国民健康保

険の診療報酬の額以内とし、施術所による場合は協定料金の額以内とすること。 
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二助産 

イ避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により助産の途を失った者に対して行う

ものであること。 

ロ次の範囲内において行うこと。 

（１）分べんの介助 

（２）分べん前及び分べん後の処置 

（３）脱脂綿、ガーゼその他の衛生材料の支給 

ハ助産のため支出できる費用は、救護班等による場合は使用した衛生材料等の実費と

し、助産師による場合は慣行料金の百分の八十以内の額とすること。 

 

（被災者の捜索及び救出） 

第六条法第七十五条第一項第五号の被災者の捜索及び救出は、次の各号に定めるところに

より行うこととする。 

一避難の指示が解除された後又は武力攻撃により新たに被害を受けるおそれがない場合、

武力攻撃災害により、現に生命若しくは身体が危険な状態にある者又は生死不明の状

態にある者を捜索し、又は救出するものであること。 

二被災者の捜索及び救出のため支出できる費用は、舟艇その他救出のための機械、器具

等の借上費又は購入費、修繕費及び燃料費として当該地域における通常の実費とする

こと。 

 

（埋葬及び火葬） 

第七条法第七十五条第一項第六号の埋葬及び火葬は、次の各号に定めるところにより行う

こととする。 

一武力攻撃災害の際死亡した者について、死体の応急的処理程度のものを行うものであ

ること。 

二原則として、棺又は棺材の現物をもって、次の範囲内において行うこと。 

イ棺（附属品を含む。) 

ロ埋葬又は火葬（賃金職員等雇上費を含む。) 

ハ骨つぼ及び骨箱 

三埋葬のため支出できる費用は、一体当たり大人十九万三千円以内、小人十五万四千四

百円以内とすること。 

 

（電話その他の通信設備の提供） 

第八条法第七十五条第一項第七号の電話その他の通信設備の提供は、次の各号に定めると

ころにより行うこととする。 

一避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により、通信手段を失った者に対して行う
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ものであること。 

二電話、インターネットの利用を可能とする通信端末機器その他必要な通信設備を第二

条第一号に規定する避難所に設置し、これらの設備を避難住民等に利用させることに

より行うものであること。 

三電話その他の通信設備の提供のため支出できる費用は、消耗器材費、器物の使用謝金、

借上費又は購入費、必要な通信設備の設置費及び通信費として当該地域における通常

の実費とすること。 

 

（武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理） 

第九条法第七十五条第一項第八号の規定に基づく令第九条第一号の武力攻撃災害を受けた

住宅の応急修理は、次の各号に定めるところにより行うこととする。 

一避難の指示が解除された後又は武力攻撃災害により新たに被害を受けるおそれがなく

なった後、武力攻撃災害により住家が半壊又は半焼し、自らの資力では応急修理をす

ることができない者に対して行うものであること。 

二居室、炊事場、便所等日常生活に必要最小限度の部分に対し、現物をもって行うもの

とし、その修理のために支出できる費用は、一世帯当たり五十一万円以内とすること。 

 

（学用品の給与） 

第十条法第七十五条第一項第八号の規定に基づく令第九条第二号の学用品の給与は、次の

各号に定めるところにより行うこととする。 

一避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により、学用品を喪失又は損傷し、就学上

支障のある小学校児童（盲学校、聾学校及び養護学校（以下「特殊教育諸学校」とい

う）の小学部児童を含む。以下同じ、中学校生徒（中等教育。。） 学校の前期課程及

び特殊教育諸学校の中学部生徒を含む。以下同じ。）及び高等学校等生徒（高等学校

（定時制の課程及び通信制の課程を含む。）、中等教育学校の後期課程（定時制の課

程及び通信制の課程を含む。）、特殊教育諸学校の高等部、高等専門学校、専修学校

及び各種学校の生徒をいう。以下同じ。）に対して行うものであること。 

二被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において現物をもって行うこと。 

イ教科書 

ロ文房具 

ハ通学用品 

三学用品の給与のため支出できる費用は、次の額の範囲内とすること。 

イ教科書代 

（１）小学校児童及び中学校生徒教科書の発行に関する臨時措置法（昭和二十三年

法律第百三十二号）第二条第一項に規定する教科書及び教科書以外の教材で、

教育委員会に届け出、又はその承認を受けて使用している教材を給与するた
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めの実費 

（２）高等学校等生徒正規の授業で使用する教材を給与するための実費 

ロ文房具費及び通学用品費 

（１）小学校児童一人当たり四千百円 

（２）中学校生徒一人当たり四千四百円 

（３）高等学校等生徒一人当たり四千八百円 

四避難の指示が長期にわたって解除されない場合又は武力攻撃災害が長期にわたって継

続している場合は、必要に応じ前号に掲げる額の範囲内で再び実施することができる

こと。 

 

（死体の捜索及び処理） 

第十一条法第七十五条第一項第八号の規定に基づく令第九条第三号の死体の捜索及び処理

は、次の各号に掲げる救援ごとに、当該各号に定めるところにより行うこととする。 

一死体の捜索 

イ避難の指示が解除された後又は武力攻撃により新たに被害を受けるおそれがない場

合、武力攻撃災害により現に行方不明の状態にあり、かつ、各般の事情によりすで

に死亡していると推定される者に対して行うものであること。 

ロ死体の捜索のため支出できる費用は、舟艇その他捜索のための機械、器具等の借上

費又は購入費、修繕費及び燃料費として当該地域における通常の実費とすること。 

二死体の処理 

イ武力攻撃災害の際死亡した者について、死体に関する処理（埋葬を除く。）を行う

ものであること。 

ロ次の範囲内において行うこと。 

（１）死体の洗浄、縫合、消毒等の処置 

（２）死体の一時保存 

（３）検案 

ハ検案は、原則として救護班において行うこと。 

ニ死体の処理のため支出できる費用は、次に掲げるところによること。 

（１）死体の洗浄、縫合、消毒等の処理のための費用は、一体当たり三千三百円以 

   内とすること。 

（２）死体の一時保存のための費用は、死体を一時収容するための既存の建物を利

用する場合は当該施設の借上費について通常の実費とし、既存の建物を利用

できない場合は一体当たり五千円以内とすること。この場合において、死体

の一時保存にドライアイスの購入費等の経費が必要であるときは、当該地域

における通常の実費を加算することができること 

（３）救護班において検案をすることができない場合は、当該地域の慣行料金の額
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以内とすること。 

 

（武力攻撃災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著し 

い支障を及ぼしているものの除去） 

第十二条法第七十五条第一項第八号の規定に基づく令第九条第四号の武力攻撃災害によっ

て住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい支障を及ぼしているも

の（以下「障害物」という）の除去は、次の各号に定めるところ。により行うこととする。 

一避難の指示が解除された後又は武力攻撃災害により新たに被害を受けるおそれがなく

なった後、居室、炊事場等生活に欠くことのできない場所又は玄関に障害物が運びこ

まれているため一時的に居住できない状態にあり、かつ、自らの資力では、当該障害

物を除去することができない者に対して行うものであること。 

二障害物の除去のため支出できる費用は、ロープ、スコップその他除去のため必要な機

械、器具等の借上費又は購入費、輸送費、賃金職員等雇上費等とし、一世帯当たり十

三万七千円以内とすること。 

 

（救援のための輸送費及び賃金職員等雇上費） 

第十三条法第七十五条第一項各号に掲げる救援を実施するに当たり必要な場合は、救援の

ための輸送費及び賃金職員等雇上費を支給することができる。 

一救援のための輸送費及び賃金職員等雇上費として支出できる範囲は、次に掲げる場合

とすること。 

イ飲料水の供給 

ロ医療の提供及び助産 

ハ被災者の捜索及び救出 

ニ死体の捜索及び処理 

ホ救済用物資の整理配分 

二救援のため支出できる輸送費及び賃金職員等雇上費は、当該地域における通常の実費

とすること。 

資料２‐（４）‐８



資料２‐（５）‐１



資料２‐（５）‐２



資料２‐（５）‐３

http://www.fdma.go.jp/html/data/tuchi1609/pdf/160917shin67_1.pdf
http://www.fdma.go.jp/html/data/tuchi1609/pdf/160917shin67_2.pdf
http://www.fdma.go.jp/html/data/tuchi1609/pdf/160917shin67_3.pdf
http://www.fdma.go.jp/html/data/tuchi1609/pdf/160917shin67_4.pdf


資料２‐（５）‐４



資料２‐（５）‐５



資料２‐（５）‐６



資料２‐（５）‐７



資料２‐（５）‐８



資料２‐（５）‐９



資料２‐（５）‐１０



資料２‐（５）‐１１



資料２‐（５）‐１２



資料２‐（５）‐１３



資料２‐（５）‐１４



資料２‐（５）‐１５



資料２‐（５）‐１６



資料２‐（５）‐１７



資料２‐（５）‐１８



資料２‐（５）‐１９



資料２‐（６）‐１



資料２‐（６）‐２



資料２‐（６）‐３



資料２‐（６）‐４



資料２‐（６）‐５



資料２‐（６）‐６



資料２‐（６）‐７



資料２‐（６）‐８



資料２‐（６）‐９



資料２‐（６）‐１０



IDENTITY CARD

for
PERMANENT 

TEMPORARY
civilian medical personnel

Name

Date of birth

The holder of this card is protected by the Geneva Conventions of 12 August 
1949 and by the Protocol Additional to the Geneva Conventions of 12 August 
1949, and relating to the Protection of Victims of International Armed 
Conflicts Protocol I in his capacity as 

Date of issue No. of card

Signature of issuing authority 

Date of expiry

Height Eyes Hair

Other distinguishing marks or information: 

Blood type 

PHOTO OF HOLDER

Stamp Signature of holder

IDENTITY CARD

for civil defence personnel

Name

Date of birth

The holder of this card is protected by the Geneva Conventions of 12 August 
1949 and by the Protocol Additional to the Geneva Conventions of 12 August 
1949, and relating to the Protection of Victims of International Armed 
Conflicts Protocol I in his capacity as 

Date of issue No. of card

Signature of issuing authority 

Date of expiry

Height Eyes Hair

Other distinguishing marks or information: 

Blood type 

PHOTO OF HOLDER

Stamp Signature of holder
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資料３‐（１）‐１ 市各部各班における平素の業務
（平成１８年度　流山市国民保護計画）

部 班 担当課 平素の業務
総務部 秘書広報班 秘書広報課 （１）国民保護に関する広報及び広聴に関すること

企画政策課 （２）報道機関との連絡に関すること
行政改革推進課
マーケテイング課
工事検査室

総務班 国民保護担当課 （１）国民保護に関する総合調整に関すること
総務課 （２）国民保護運営協議会の運営に関すること
人事課 （３）国民保護計画の見直し・変更に関すること

（４）初動体制の整備に関すること
（５）職員の服務基準の整備に関すること
（６）非常通信体制の整備に関すること
（７）指定地方行政機関、自衛隊、指定公共機関、指定地方公共機関、他市町村等
との連携体制の整備に関すること
（８）国民の権利利益の救済に関する手続きの整備に関すること
（９）研修・訓練に関すること
（１０）危機情報等の収集・分析等に関すること
（１１）特殊標章（赤十字標章を除く）の交付・許可に関すること
（１２）警報の伝達及び通知、避難の指示の伝達及び通知、緊急通報に係る整備に
関すること
（１３）避難実施要領のパターン（避難マニュアル）の策定に関すること
（１４）被災情報の収集・提供態勢の整備に関すること
（１５）その他各部及び各班に属さない武力攻撃事態に関すること

財務会計班 管財課 （１）国民保護対策関係予算、その他財務に関すること
財政課 （２）市庁舎における警戒等の予防対策に関すること
会計課 （３）車両の調達に関すること

（４）現金及び物品の出納及び保管に関すること
情報収集班 税制課 （１）安否情報の収集・提供体制の整備に関すること

市民税課 （２）避難所との連絡・調整に関すること
資産税課

総務協力班 議会事務局 （１）部内他班の協力に関すること

救援部 救援庶務班 社会福祉課 （１）部内各班との連絡調整に関すること
（２）流山市部設置条例第１条に規定する市民生活部、保健福祉部の所管に属する
施設における警戒等の予防対策に関すること
（３）救援物資の備蓄・運送・配分に関すること
（４）赤十字標章の交付、許可に関すること
（５）義損金品の受領及び配分に関すること
（６）ボランティアの登録、受け入れ及び派遣に関すること

避難誘導班 コミュニテイ課 （１）乳幼児、妊産婦、高齢者、障害者等の救援、安全確保及び支援に関すること
市民課 （２）在住外国人関係団体等との情報連絡及び調整に関すること
高齢者支援課 （３）自治会等の住民協力要請に関すること
障害者支援課
子育て支援課
保育課

救護班 保健推進課 （１）医療防疫に関すること
国保年金課

物資輸送班 商工課 （１）中小企業及び農業等の対策に関すること
農政課 （２）救援物資の備蓄・運送・配分に関すること
農業委員会事務局

救助協力班 選挙管理委員会事務局 （１）部内他班の協力に関すること協力に関すること
監査委員会事務局

交通班 生活安全課 （１）交通規制に関すること
（２）交通安全対策に関すること
（３）交通機関等との連絡調整に関すること

防疫衛生班 環境保全課 （１）廃棄物（し尿を含む）の処理に関すること
リサイクル推進課 （２）遺体の検索及びこれに必要な処理に関すること
クリーン推進課 （３）動物の死体の処理に関すること

建設部 建設庶務班 道路管理課
（１）流山市部設置条例第１条に規定する都市計画部、都市整備部及び土木部の所
管に属する施設における警戒等の予防対策に関すること

土木建設班 道路建設課 （１）道路、橋梁の応急修理及び普及に関すること
土木建築班 建築住宅課 （１）応急仮設住宅の確保及び応急修理に関すること

宅地課
河川班 河川課 （１）がれき及び倒壊家屋等に関すること

下水道業務課 （２）河川・下水道施設の応急修理及び復旧に関すること
下水道建設課 （３）水防に関すること

都市計画班 都市計画課 （１）都市の復興全般に関すること
西平井・鰭ヶ崎区画整理事務
所

（２）公園の保全に関すること

公園緑地課
教育部 教育庶務班 教育総務課 （１）部内各班との連絡調整に関すること

（２）市教育委員会の所管に属する施設における警戒等の予防対策に関すること
学校教育班 学校教育課 （１）被災児童及び生徒の学用品の提供に関すること

指導課 （２）避難所の設営及び運営に関すること
生涯学習班 生涯学習課 （１）文化財の保護及び復旧に関すること

公民館 （２）避難所の設営及び運営に関すること
図書館
博物館

水道部 水道庶務班 庶務課
（１）流山市水道事業の設置当に関する条例（昭和４３年流山市条例第１９号）第
３条に規定する水道局の所管に属する施設（以下「水道施設」という。）における
警戒等の予防対策に関すること

業務課
給水工務班 工務課 （１）応急給水に関すること

まちづくり推進課
消防部 消防総務班 消防総務課 （１）消防活動体制に関すること

（２）特殊標章の交付・管理に関すること
（３）情報収集・提供体制の整備に関すること

予防消防班 予防消防課 （１）通信体制の整備に関すること
指令課 （２）生活関連施設、危険物質等取扱所の安全化対策に関すること

（３）事業所に対する避難等自主防災体制の指導に関すること
警防班 消防署 （１）装備・資機材の整備に関すること

北消防署 （２）避難住民の臨時の収容施設等に関する基準に関すること



資料３‐（２）‐１ 市の国民保護の体制

流山市国民保護対策本部組織
市対策本部長 市長
市対策副本部長 助役

事務局長 国民保護担当部長 秘書広報班
事務局次長 国民保護担当課長 総務班

統括班 財務会計班
対策班 情報収集班
情報通信班 総務協力班
広報班 救援庶務班
庶務班 避難誘導班

救護班
物資輸送班
救助協力班
交通班
防疫衛生班
建設庶務班
土木建設班
土木建築班
河川班

都市計画班

教育庶務班

学校教育班
社会教育班
水道庶務班
給水工務班
消防総務班
予防総務班
警防班

現
地
調
整
所

水道部

消防部

現
地
対
策
本
部

救援部

建設部

教育部

総務部
本
部
事
務
局
事務局職員　※

※事務局職員は、国民保護（防災）担
当職員のほか国民保護（防災）事務経
験者の中から市対策本部長が指名す
る者をもって各班に配置する。

本
部
会
議
市対策本部員

（３）その他市対
策本部長が必要
と認めるもの

（２）流山市部設
置条例（昭和４３
年流山市条例第
５号）第１条に規
定する部の長、
流山市教育委員
会組織規則（平
成１６年流山市
教育委員会規則
第５号）第１２条
に規定する部の
長

（１）教育長、水
道事業管理者及
び消防長



資料３‐（３）‐１ 市対策本部各部の主な業務
（平成１８年度　流山市国民保護計画）

部 班 担当課 主な業務
総務部 秘書広報班 秘書広報課 （１）国民保護に関する広報及び広聴に関すること

企画政策課 （２）報道機関に関すること
行政改革推進課 （３）国民保護措置に関する各部間の連絡に関すること
マーケテイング課
工事検査室

総務班 国民保護担当課 （１）初動体制の整備に関すること
総務課 （２）職員の動員及び派遣に関すること
人事課 （３）非常通信体制に関すること

（４）初動体制の整備に関すること
（５）指定地方行政機関、自衛隊、指定公共機関、指定地方公共機関、他市町村等と
の連携に関すること
（６）市民の権利利益の救済に関すること
（７）危機情報等の収集・分析等に関すること
（８）市民の権利利益の救済に関する手続きの整備に関すること
（９）特殊標章（赤十字標章を除く）の交付・許可に関すること
（１０）警報の伝達及び通知、避難の指示の伝達及び通知、緊急通報に関すること
（１１）避難実施要領の作成に関すること

財務会計班 管財課 （１）国民保護措置関係の予算に関すること
財政課 （２）庁舎・公有財産の管理に関すること
会計課 （３）車両の調達に関すること

（４）武力攻撃災害時に係る会計事務に関すること
情報収集班 税制課 （１）安否情報の収集・提供に関すること

市民税課 （２）避難所との連絡・調整に関すること
資産税課 （３）被災情報の収集・提供に関すること

総務協力班 議会事務局 （１）部内他班の協力に関すること

救援部 救援庶務班 社会福祉課 （１）救援物資の備蓄・運送・配分に関すること
（２）義損金品の受領及び配分に関すること
（３）福祉施設等に関すること
（４）赤十字標章の交付、許可に関すること
（５）ボランティアの登録、受け入れ及び派遣に関すること

避難誘導班 コミュニテイ課 （１）乳幼児、妊産婦、高齢者、障害者等の救援、安全確保及び支援に関すること
市民課 （２）在住外国人関係団体等との情報連絡及び調整に関すること
高齢者支援課 （３）自治会等の住民協力要請に関すること
障害者支援課
子育て支援課
保育課

救護班 保健推進課 （１）医療救護体制に関すること
国保年金課 （２）医療関係機関との連絡調整に関すること

（３）保健衛生・防疫に関すること
（４）医療救護班の編成・派遣に関すること
（５）医薬品の確保・供給に関すること

物資輸送班 商工課 （１）生活関連物資等の価格安定に関すること
農政課 （２）物資運送手段の確保及び手配に関すること
農業委員会事務局 （３）応急食料の供給及び確保に関すること

（４）商工農業団体との連絡調整に関すること
救助協力班 選挙管理委員会事務局 （１）部内他班の協力に関すること協力に関すること

監査委員会事務局
交通班 生活安全課 （１）武力攻撃災害時の警備依頼に関すること

（２）交通規制体制の確保に関すること
（３）避難誘導体制の確保に関すること

防疫衛生班 環境保全課 （１）武力攻撃災害による廃棄物処理に関すること
リサイクル推進課 （２）し尿処理に関すること
クリーン推進課 （３）大気及び水質監視に関すること

（４）動物の保護等に関すること
（５）埋葬及び火葬に関すること

建設部 建設庶務班 道路管理課 （１）道路・橋梁に関すること
（２）その他部内の業務に関すること

土木建設班 道路建設課 （１）道路、橋梁に関すること
土木建築班 建築住宅課 （１）応急仮設住宅に関すること

宅地課 （２）市営住宅に関すること
河川班 河川課 （１）河川に関すること

下水道業務課 （２）下水道施設に関すること
下水道建設課

都市計画班 都市計画課 （１）ＪＲほか鉄道会社との連絡調整に関すること
西平井・鰭ヶ崎区画整理事務
所

（２）その他公共交通機関との連絡調整に関すること

公園緑地課 （３）公園施設に関すること
教育部 教育庶務班 教育総務課 （１）学校及び教育施設の武力攻撃災害対策に関すること

（２）その他部内の業務に関すること
学校教育班 学校教育課 （１）学用品の確保・調達に関すること

指導課 （２）児童・生徒等の安全、避難等に関すること
生涯学習班 生涯学習課 （１）文化財の保護及び復旧に関すること

公民館 （２）避難所の設営及び運営に関すること
図書館
博物館

水道部 水道庶務班 庶務課 （１）水道施設に関すること
業務課 （２）飲料水供給の指導に関すること

（３）その他部内の業務に関すること
給水工務班 工務課 （１）応急給水の総合調整に関すること

まちづくり推進課 （２）武力攻撃災害時に係る飲料水の確保、供給に関すること
消防部 消防総務班 消防総務課 （１）消防活動体制に関すること

（２）特殊標章の交付・管理に関すること
（３）情報収集・提供体制に関すること

予防消防班 予防消防課 （１）通信体制に関すること
指令課 （２）生活関連施設、危険物質等取扱所の安全に関すること

（３）事業所に対する避難等に関すること
警防班 消防署 （１）装備・資機材の調達に関すること

北消防署 （２）避難住民の臨時の収容施設等に関すること



資料４‐（１） 関係指定行政機関

資料４‐（１）‐１
名 称 国民保護担当部署 郵便番号 所 在 地 電話・ＦＡＸ番号
内閣府 大臣官房 １００-８９１４ 東京都千代田区永田町１-６-１ 電話:０３-３５８１-３５１３

企画調整課 FAX:０３-３５８１-４８３９
国家公安委員会 連絡先は警察庁警備局 １００-８９７４ 東京都千代田区霞ヶ関２-１-２ 電話:０３-３５８１-０１４１

警備企画課と同様 FAX:０３-３５８１-０７４４
警察庁 警備局 １００-８９７４ 東京都千代田区霞ヶ関２-１-２ 電話:０３-３５８１-０１４１

警備企画課 FAX:０３-３５８１-０７４４
防衛庁 運用局 １６２-８８０１ 東京都新宿区市谷本村町５-１ 電話:０３-３２６８-３１１１

運用課 FAX:０３-５２２５-３０２２
防衛施設庁 総務部総務課 １６２-８８０１ 東京都新宿区市谷本村町５-１ 電話:０３-３２６８-３１１１

企画室 FAX:０３-５２２７-２２２４
金融庁 総務企画局 １００-８９６７ 東京都千代田区霞ヶ関３-１-１ 電話:０３-３５０６-６４３３

総務課 FAX:０３-３５０６-６０１１
総務省 大臣官房 １００-８９２６ 東京都千代田区霞ヶ関２-１-２ 電話:０３-５２５３-５０８９

総務課 FAX:０３-５２５３-５０９３
消防庁 国民保護・防災部 １００-８９７４ 東京都千代田区霞ヶ関２-１-２ 電話:０３-５２５３-７５５０

防災課国民保護室 FAX:０３-５２５３-７５４３
法務省 大臣官房 １００-８９７７ 東京都千代田区霞ヶ関１-１-１ 電話:０３-３５８０-４１６０

秘書課政策評価企画室 FAX:０３-３５９２-７００９
公安調査庁 総務部 １００-８９７７ 東京都千代田区霞ヶ関１-１-１ 電話:０３-３５９２-２６３８

総務課 FAX:０３-３５９２-６６０５
外務省 大臣官房総務課 １００-８９１９ 東京都千代田区霞ヶ関２-２-１ 電話:０３-５５０１-８０５９

危機管理調整室 FAX:０３-５５０１-８０５７
財務省 大臣官房総合政策課 １００-８９４０ 東京都千代田区霞ヶ関３-１-１ 電話:０３-３５８１-７９３４

企画官室 FAX:０３-５２５１-２１６３
国税庁 長官官房 １００-８９４０ 東京都千代田区霞ヶ関３-１-１ 電話:０３-３５８１-４１６１

総務課 FAX:０３-３５９３-０４０１
文部科学省 大臣官房文教施設企画部 １００-８９５９ 東京都千代田区丸の内２-５-１ 電話:０３-６７３４-２２９０

施設企画課防災推進室 FAX:０３-６７３４-３６９０
文化庁 連絡先は上に同じ 同上 同上 同上
厚生労働省 社会・援護局 １００-８９１６ 東京都千代田区霞ヶ関１-２-２ 電話:０３-３５９５-２６１２

総務課 FAX:０３-３５０３-３０９９
農林水産省 総合食料局 １００-８９５０ 東京都千代田区霞ヶ関１-２-１ 電話:０３-３５０２-７９４２

食料企画課 FAX:０３-３５９１-１６４８
林野庁 連絡先は上に同じ 同上 同上 電話:０３-３５０１-３８８４

FAX:０３-３５９１-１６４８
水産庁 連絡先は上に同じ 同上 同上 電話:０３-３５０１-３８８４

FAX:０３-３５９１-１６４８
経済産業省 連絡先は原子力安全・保安 １００-８９０１ 東京都千代田区霞ヶ関１-３-１ 電話:０３-３５０１-１６３７

院企画調整課と同様 FAX:０３-３５０１-１１６７
資源エネルギー庁 総合政策課 同上 同上 電話:０３-３５０１-１５１１
中小企業庁 長官官房 １００-８９１２ 東京都千代田区霞ヶ関１-３-１ 電話: ０３-３５０１-１５１１

官房参事官室
原子力安全・保安院 企画調整課 １００-８９３１ 東京都千代田区霞ヶ関１-３-１ 電話:０３-３５０１-１６３７

FAX:０３-３５０１-１１６７
国土交通省 危機管理室 １００-８９１８ 東京都千代田区霞ヶ関２-１-３ 電話:０３-５２５３-８８８８

FAX:０３-５２５３-８８９１
国土地理院 総務部 ３０５-０８１１ 茨城県つくば市北郷１ 電話:０２９-８６４-４１４８

総務課 FAX:０２８-８６４-１８０７
気象庁 総務部 １００-８１２２ 東京都千代田区大手町１-３-４ 電話:０３-３２１１-３０１４

総務課 FAX:０３-３２０１-０６８２
海上保安庁 総務部 １００-８９８９ 東京都千代田区霞ヶ関２-１-３ 電話:０３-３５９１-９８２２

国際・危機管理官 FAX:０３-３５８０-８７７８
環境省 大臣官房総務課 １００-８９７５ 東京都千代田区霞ヶ関１-２-２ 電話:０３-３５８０-１３７４

FAX:０３-３５８０-２５１７



資料４‐（２） 関係指定地方行政機関

資料４‐（２）‐１
名 称 国民保護担当部署 郵便番号 所 在 地 電話・ＦＡＸ番号
関東管区警察局 広域調整第二課 ３００-９７２６ 埼玉県さいたま市中央区新都心１-２ 電話:０４８-６００-６０００(内５５１５)

FAX:０４８-６００-６０００(内５５１９)
　千葉県情報通信部 機動通信課 ２６０-８６６８ 千葉市中央区市場町１-２ 電話:０４３-２２７-９１３１(内６０７７)
東京防衛施設局 総務課 ３３０-９７２１ 埼玉県さいたま市中央区新都心２-１ 電話:０４８-６００-１８００

FAX:０４８-６０１-２１１８
関東総合通信局 総務課 １００-８７９５ 東京都千代田区丸の内１-６-１ 電話:０３-５２２０-３７０８

FAX:０３-５２２０-５７９８
関東財務局 総務課 ３３０-９７１６ 埼玉県さいたま市中央区新都心１-１ 電話:０４８-６００-１２７９

FAX:０４８-６００-１２４７
　千葉財務事務所 総務課 ２６０-８６０７ 千葉市中央区椿森５-６-１ 電話:０４３-２５１-７２１１
横浜税関 総務課 ２３１-８４０１ 神奈川県横浜市中区海岸通１-１ 電話:０４５-２１２-６０１０

FAX:０４５-２０１-４３１３
　千葉税関支署 総務課 ２６０-００２４ 千葉市中央区中央港１-１２-２ 電話:０４３-２４１-６４５２
千葉労働局 安全衛生課 ２６０-８６１２ 千葉市中央区中央４-１１-１ 電話:０４３-２２１-４３１１

FAX:０４３-２２１-２３０５
関東農政局 企画調整室 ３３０-０８３５ 埼玉県さいたま市中央区新都心２-１ 電話:０４８-６００-０６００

FAX:０４８-６００-０６０２
　千葉農政事務所 総務課 ２６０-００１４ 千葉市中央区本千葉１０-１８ 電話:０４３-２２４-５６１１
関東森林管理局 企画調整室 ３７１-８５０８ 群馬県前橋市岩神町４-１６-２５ 電話:０２７-２１０-１１５０

FAX:０２７-２１０-１１５４
　千葉森林管理事務所 総務調整官 ２６３-００３４ 千葉市稲毛区稲毛１-７-２０ 電話:０４３-２４２-４６５６
関東経済産業局 総務課 ３３０-９７１５ 埼玉県さいたま市中央区新都心１-１ 電話:０４８-６００-０２１３

FAX:０４８-６０１-１３１０
関東東北産業保安監督部 管理課 ３３０-９７１５ 埼玉県さいたま市中央区新都心１-１ 電話:０４８-６００-０４３３

FAX:０４８-６０１-１２７９
関東地方整備局 防災調整第一係 ３３０-９７２４ 埼玉県さいたま市中央区新都心２-１ 電話:０４８-６００-１３３３

FAX:０４８-６００-１３７６
　千葉国道事務所 管理第二課 ２６３-００１６ 千葉市稲毛区天台５-２７-１ 電話:０４３-２８７-０３１５
　千葉港湾事務所 総務課 ２６０-００２４ 千葉市中央区中央港１-１１-２ 電話:０４３-２４３-９１７２
関東運輸局 情報・防災課 ２３１-８４３３ 神奈川県横浜市中区北仲通５-５７ 電話:０４５-２１１-７２６９

FAX:０４５-２１１-７２７０
　千葉運輸支局(本庁舎) 総務企画課 ２６１-０００２ 千葉市美浜区新港１９８ 電話:０４３-２４２-７３３６
東京航空局 航空保安対策課 １０２-００７４ 東京都千代田区九段南１-１-１５ 電話:０３-５２７５-９３１６

FAX:０３-３２８８-８９１５
　成田空港事務所 地域調整課 ２８２-８６０２ 成田市古込字込前１３３ 電話:０４７６-３２-０９８３
東京航空交通管制部 総務課 ３５９-００４２ 埼玉県所沢市並木１-１２ 電話:０４-２９９２-１１８１

FAX:０４-２９９２-１９２５
東京管区気象台 総務課 １００-０００４ 東京都千代田区大手町１-３-４ 電話:０３-３２１２-３８４８

FAX:０３-３２１２-３３９０
　銚子地方気象台 総務課 ２８８-０００１ 銚子市川口町２-６４３１ 電話:０４７９-２２-０３７４
第三管区海上保安部 総務課 ２３１-８８１８ 横浜市中区北仲通５-５７ 電話:０４５-２１１-０７７６

FAX:０４５-２０１-７０４５
　千葉海上保安部 警備救難課 ２６０-００２４ 千葉市中央区中央港１-１２-２ 電話:０４３-２４２-７２３８
　銚子海上保安部 警備救難課 ２８８-０００１ 銚子市川口町２-６４３１ 電話:０４７９-２２-１３５９
　勝浦海上保安署 ２９９-５２３３ 勝浦市浜勝浦４９９ 電話:０４７０-７３-４９９９
　木更津海上保安署 ２９２-０８３６ 木更津市新港８-２ 電話:０４３８-３０-０１１８



資料４‐（３） 千葉県内の自衛隊

資料４‐（３）‐１
区分 駐屯地等名 所在 郵便番号 電話番号 内線 当直内線 部隊名

習志野 船橋市薬円台３－２０－１ ２７４-８５７７ ０４７－４６６－２１４１ ２３１ ３０２ 第一空挺団　習志野演習場
 習志野駐屯地業務隊

下志津 千葉市若葉区若松町９０２ ２６４-８５０１ ０４３－４２２－０２２１ ２８６ ３０２ 高射学校
陸 ２８７ 高射教導隊
上 木更津 木更津市吾妻地先 ２９２-８５１０ ０４３８－２３－３４１１ ２１５ ３０１ 第１ヘリコプター団
自 第４戦車ヘリコプター隊
衛 松戸 松戸市五香六実１７ ２７０-２２８８ ０４７－３８７－２１７１ ２３２ ３０２ 関東補給所松戸支所
隊 第２高射特科群　

需品学校　需品教導隊
柏 柏市大室１７３９ ２７７-８１３ ０４－７１８１－３９３９ 柏高射教育訓練場

第２高射特科隊
海 下総 柏市藤ケ谷１６１４－１ ２７７-８６６１ ０４７１－９１－２３２１ ２４２０ ２４２４ 教育航空集団司令部　下総教育航空群
上 移動通信隊　第３術科学校　
自 航空補給処下総支処　下総航空基地隊
衛 館山 館山市宮城無番地 ２９４-８５０１ ０４７０－２２－３１９１ ２１３ ２２２ 第２１航空群　館山航空基地隊
隊 木更津 木更津市江川無番地 ２９２-００６３ ０４３８－２３－２３６１ ４４６ ４３０ 航空補給処
航 木更津 木更津市岩根１－４－１ ２９２-８６３３ ０４３８－４１－１１１１ ３０３ ２２５ 第１補給処
空 峯岡山 安房郡丸山町大字 ２９９-２５０８ ０４７０－４６－３００１ ２０２ ２９８ 第４４警戒隊
自 平塚字嶺岡西牧乙２－５６４
衛 習志野 船橋市薬円台３－２０－１ ２７４-００７７ ０４７－４６６－２１４１ ４０５ ４０７ 第１高射群第１高射隊
隊 柏 柏市十余二１７５－４ ２７７-０８７２ ０４７１－３１－２８９６ 柏送信所

千葉 千葉市稲毛区轟町１－１－１７ ２６３-００２１ ０４３－２５１－７１５１ 千葉地方協力本部



資料４‐（４） 関係県機関

資料４‐（４）‐１
機 　関　 名 担当課名 郵便番号 所　　在　　地 電　話　番　号 FAX番号
千葉県庁(消防地震防災課） 国民保護計画室 ２６０－８６６７ 千葉市中央区市場町１-１ ０４３-２２３-２１６３ ０４３-２２２-５２０８
　東京事務所 １０２－００９３ 東京都千代田区平河町２-６-３ ０３-５２１２-９０１３ ０３-５２１２-９０１４
葛南県民センター 県政情報課 ２７３－８５６０ 船橋市本町１-３-１フェイス７Ｆ ０４３-４２４-８２８１ ０４７-４２１-１５９０
東葛飾県民センター 県政情報課 ２７１－８５６０ 松戸市小根本７ ０４７-３６１-２１１１ ０４７-３６７-４３４８
北総県民センター 県政情報課 ２８５－８５０３ 佐倉市鏑木仲田町８-１ ０４３-４８３-１１１１ ０４３-４８５-９２２２
　香取事務所 県政情報班 ２８７－８５０２ 佐原市北３-１-３ ０４７８-５４-１３１１ ０４７８-５２-５５２９
　海匝事務所 県政情報班 ２８９－２５０４ 旭市ニ１９９７-１ ０４７９-６２-０２６１ ０４７９-６３-９８９８
東上総県民センター 県政情報課 ２９７－８５３３ 茂原市茂原１１０２-１ ０４７５-２２-１７１１ ０４７５-２４-０４５９
　山武事務所 県政情報班 ２８３－０００６ 東金市東新宿１-１-１１ ０４７５-５４-０２２２ ０４７５-５５-６２７９
　夷隅事務所 県政情報班 ２９８－０２１２ 夷隅郡大多喜町猿稲１４ ０４７０-８２-２２１１ ０４７０-８２-４１６４
南房総県民センター 県政情報課 ２９２－８５２０ 木更津市貝渕３-１３-３４ ０４３８-２３-１１１１ ０４３８-２３-７４９５
　安房事務所 県政情報班 ２９４－００４５ 館山市北条４０２-１ ０４７０-２２-７１１１ ０４７０-２２-００７４
西部防災センター ２９２－８５２０ 松戸市松戸５５８-３ ０４７-３３１-５５１１ ０４７-３３１-５５２２
習志野健康福祉センター 総務企画課 ２７５－００１２ 習志野市本大久保３-２-１ ０４７-４７５-５１５１ ０４７-４７５-５１２２
市川健康福祉センター 総務企画課 ２７２－００２３ 市川市南八幡５-１１-２２ ０４７-３７７-１１０１ ０４７-３７９-６６２３
松戸健康福祉センター 総務企画課 ２７１－８５６２ 松戸市小根本７ ０４７-３６１-２１２１ ０４７-３６７-７５５４
柏健康福祉センター 総務企画課 ２７７－０００５ 柏市柏２５５ ０４-７１６７-１２５５ ０４-７１６７-１７３２
野田健康福祉センター 総務企画課 ２７８－０００６ 野田市柳沢２４ ０４-７１２４-８１５５ ０４-７１２４-２８７８
印旛健康福祉センター 総務企画課 ２８５－８５２０ 佐倉市鏑木仲田町８-１ ０４３-４８３-１１３３ ０４３-４８６-２７７７
　成田支所 ２８６－００３６ 成田市加良部３-３-１ ０４７６-２６-７２３１ ０４７６-２６-４７６０
香取健康福祉センター 総務企画課 ２８７－０００１ 佐原市佐原ロ２１２７ ０４７８-５２-９１６１ ０４７８-５４-５４０７
海匝健康福祉センター 総務企画課 ２８８－０８１２ 銚子市栄町２-２-１ ０４７９-２２-０２０６ ０４７９-２４-９６８２
　八日市場地域保健センター ２８９－２１４４ 八日市場市イ２１１９-１ ０４７９-７２-１２８１ ０４７９-７３-３７０９
山武健康福祉センター 総務企画課 ２８３－０８０２ 東金市東金９０７-１ ０４７５-５４-０６１１ ０４７５-５２-０２７４
長生健康福祉センター 総務企画課 ２９７－００２６ 茂原市茂原１１０２-１ ０４７５-２２-５１６７ ０４７５-２４-３４１９
夷隅健康福祉センター 総務企画課 ２９９－５２３５ 勝浦市出水１２２４ ０４７０-７３-０１４５ ０４７０-７３-０９０４
安房健康福祉センター 総務企画課 ２９４－００４５ 館山市北条１０９３-１ ０４７０-２２-４５１１ ０４７０-２３-６６９４
　鴨川地域保健センター ２９６－０００１ 鴨川市横渚１４５７-１ ０４-７０９２-４５１１ ０４-７０９３-０７９４
君津健康福祉センター 総務企画課 ２９２－０８３２ 木更津市新田３-４-３４ ０４３８-２２-３７４３ ０４３８-２５-４５８７
市原健康福祉センター 総務企画課 ２９０－００５６ 市原市五井１３０９ ０４３６-２１-６３９１ ０４３６-２２-８０６８
衛生研究所 総務課 ２６０－８７１５ 千葉市中央区仁戸名町６６６-２ ０４３-２６６-６７２３ ０４３-２６５-５５４４
動物愛護センター 愛護管理課 ２８６－０２１１ 富里市御料７０９－１ ０４７６-９３-５７１１ ０４７６-９３-５３２６
千葉農林振興センター 総務課 ２９０－００５６ 市原市五井５５００－４ ０４３６-２１-０１２７ ０４３６-２１-０１２７
東葛飾農林振興センター 総務課 ２７７－０８６１ 柏市高田９９０－１ ０４-７１４３-４１２１ ０４-７１４４-８２６０
印旛農林振興センター 総務課 ２８５－００２６ 佐倉市鏑木仲田町８-１ ０４３-４８３-１１２５ ０４３-４８５-９５０２
香取農林振興センター 総務課 ２８７－０００５ 佐原市佐原ホ１２５０－３ ０４７８-５２-９１９１ ０４７８-５４-５６１７
海匝農林振興センター 総務課 ２８９－２１４１ 八日市場市ハ６７１ ０４７９-７２-１５５６ ０４７９-７３-５２９６
山武農林振興センター 総務課 ２８３－０００６ 東金市東新宿１７-６ ０４７５-５４-１１２１ ０４７５-５４-１１２２
長生農林振興センター 総務課 ２９７－００２６ 茂原市茂原１１０２-１ ０４７５-２５-１１４１ ０４７５-２４-９８４０
夷隅農林振興センター 総務課 ２９８－０００４ 夷隅郡大原町大原８５１３－１ ０４７０-６２-２１５５ ０４７０-６３-０７１３
安房農林振興センター 総務課 ２９４－００４５ 館山市北条４０２－１ ０４７０-２２-８６４１ ０４７０-２３-１９５４
君津農林振興センター 総務課 ２９２－０８３２ 木更津市新田２－２－１６ ０４３８-２２-６２５８ ０４３８-２３-５６６７
北部林業事務所 総務課 ２８９－１３２１ 山武郡成東町富田ト１１７７-７ ０４７５-８２-３１２１ ０４７５-８２-４４６３
中部林業事務所 総務課 ２９９－１１５２ 君津市久保５-１-２ ０４３９-５５-４９７０ ０４３９-５５-４９８８
南部林業事務所 総務課 ２９６－００４４ 鴨川市広場８２０ ０４-７０９２-１３１８ ０４-７０９２-１３８３
銚子漁港事務所 総務課 ２８８－０００１ 銚子市川口町２-６５２８-３ ０４７９-２２-６５０３ ０４７９-２２-６４３１
南部漁港事務所 総務課 ２９４－００４５ 館山市北条４０２－１ ０４７０-２３-４７５１ ０４７０-２３-４７５３
千葉地域整備センター 総務課 ２６０－００２３ 千葉市中央区出洲港１１-１ ０４３-２４２-６１０７ ０４３-２４８-９７６３
　千葉整備事務所 管理用地課 ２６１－０００１ 千葉市美浜区幸町１-１２‐７ ０４３-２４８-８０１０ ０４３-２４８-８０１６
　市原整備事務所 調整課 ２９０－００６７ 市原市八幡海岸通１９６９ ０４３６-４１-１３００ ０４３６-４３-９６５４
　千葉港湾事務所 港営課 ２６０－００２４ 千葉市中央区中央港１-６-１ ０４３-２４６-６２０１ ０４３-２４１-３４７０
葛南地域整備センター 総務課 ２７３－００１２ 船橋市浜町２-５-１ ０４７-４３３-２４２１ ０４７-４３４-４７２７
　葛南整備事務所 建築宅地課 ２７３－００１４ 船橋市高瀬町６６-１７ ０４７-４３４-７６１１ ０４７-４３４-７９１０
　葛南港湾事務所 港営課 ２７３－００１２ 船橋市浜町２-５-１ ０４７-４３３-１８９５ ０４７-４３７-６０９９
東葛飾地域整備センター 総務課 ２７１－００７２ 松戸市竹ヶ花２４ ０４７-３６４-５１３６ ０４７-３６２-４８８４
　柏整備事務所 調整課 ２７７－０００５ 柏市柏７４５ ０４‐７１６７‐１２０１ ０４-７１６７-１２０５
印旛地域整備センター 総務課 ２８５－００２６ 佐倉市鏑木仲田町８-１ ０４３-４８３-１１４０ ０４３-４８５-３７５９
　成田整備事務所 調整課 ２８６－００３６ 成田市加良部３-３-２ ０４７６-２６-４８３１ ０４７６-２６-８６７１
香取地域整備センター 総務課 ２８７－０００３ 佐原市佐原イ１２６-６ ０４７８-５２-５１９２ ０４７８-５４-５４４９
海匝地域整備センター 総務課 ２８９－２１４４ 八日市場市イ１９９９ ０４７９-７２-１１００ ０４７９-７３-６３５６
　銚子整備事務所 調整課 ２８８－０８３７ 銚子市長塚町２-４４-９ ０４７９-２２-６５００ ０４７９-２４-００９９
山武地域整備センター 総務課 ２８３－０００６ 東金市東新宿１７-６ ０４７５-５４-１１３１ ０４７５-５５-５８９４
長生地域整備センター 総務課 ２９７－００２６ 茂原市茂原１１０２-１ ０４７５-２４-４５２１ ０４７５-２５-３３４３
夷隅地域整備センター 総務課 ２９８－０００４ 夷隅郡大原町大原８５１３-１ ０４７０-６２-３３１１ ０４７０-６２-１６８５
　大多喜整備事務所 調整課 ２９８－０２１２ 夷隅郡大多喜町猿稲１４-１ ０４７０-８２-２６１４ ０４７０-８２-４８８９
安房地域整備センター 総務課 ２９４－００４５ 館山市北条４０２-１ ０４７０-２２-４３４１ ０４７０-２３-８３４９
　鴨川整備事務所 調整課 ２９６－００４４ 鴨川市広場８２０ ０４-７０９２-１１０７ ０４-７０９３-２１９０
君津地域整備センター 総務課 ２９２－０８３３ 木更津市貝渕３-１３-３４ ０４３８-２５-５１３１ ０４３８-２５-０６８３
　君津整備事務所 管理用地課 ２９２－０８３４ 木更津市潮見７-３-９ ０４３８－３７－６６１１ ０４３８-３７-６６１０
　木更津港湾事務所 港営課 ２９２－０８３３ 木更津市貝渕３-１３-３４ ０４３８－２５－５１４１ ０４３８-２５-６３２５
　君津幹線道路建設事務所 総務課 ２９２－０８３３ 木更津市貝渕３-１３-３４ ０４３８-２５-５１７１ ０４３８-２３-５１２６
北千葉道路建設事務所 総務用地課 ２８６－００１７ 成田市赤坂２-１-１ ０４７６-２８-１４１１ ０４７６-２７-２８５８
真間川改修事務所 総務課 ２７２－００２３ 市川市南八幡２-２３-１ ０４７-３７８-８６５２ ０４７-３９３-６１８８
大多喜ダム建設事務所 総務課 ２９８－０２０６ 大多喜町横山３０５５-１ ０４７０-８２-５２７７ ０４７０-８２-５１３１
亀山・片倉ダム管理事務所 総務課 ２９２－０５２３ 君津市豊田３３ ０４３９-３９-２４００ ０４３９-３９-２８８７
高滝ダム管理事務所 総務課 ２９０－０５５７ 市原市養老４６８ ０４３６-９８-１４１１ ０４３６-９８-１４１４
水道局 総務企画課 ２６０－８６５０ 千葉市中央区長洲１-９-１ ０４３-２２３-４４０３ ０４３-２２７-６１５８
千葉水道事務所 総務課 ２６０－０８４２ 千葉市中央区南町１-４-７ ０４３-２６４-１１１４ ０４３-２６６-７４３９
船橋水道事務所 総務課 ２７３－００１４ 船橋市高瀬町６２-１２ ０４７-４３３-２５１４ ０４７-４３１-３６０２
市川水道事務所 総務課 ２７２－００２３ 市川市南八幡１-１０-１５ ０４７-３７８-１５１７ ０４７-３７９-７３０７
京葉北部建設事務所 総務課 ２６２－００３２ 千葉市花見川区幕張町５-４１７-２４ ０４３-２７４-９７５０ ０４３-２７４-９７５６
企業庁 企業総務課 ２６０－８６５５ 千葉市中央区長洲１-９-１ ０４３-２２３-３４２０ ０４３-２２５-６０２２
千葉建設事務所 総務課 ２６１－００１１ 千葉市美浜区真砂５-２-１ ０４３-２７８-１２２１ ０４３-２７８-１２２８
内陸北部建設事務所 総務課 ２８６－００１７ 成田市赤坂２-１-１ ０４７６-２６-８５９１ ０４７６-２７-８４９０
千葉ニュータウン整備センター 事業調整課 ２７０－１３４８ 印西市戸神５０１ ０４７６-４６-２８１３ ０４７６-４６-２８１１



資料４‐（４） 関係県機関

資料４‐（４）‐２
機 　関　 名 担当課名 郵便番号 所　　在　　地 電　話　番　号 FAX番号
流山建設事務所 総務課 ２７０－０１６３ 流山市南流山１-１３ ０４-７１５０-４５００ ０４-７１５０-４５０６
柏建設事務所 総務課 ２７７－０８７１ 柏市若柴１６０-１ ０４-７１３４-１２１１ ０４-７１３４-１２９９
千葉工業用水道事務所 総務課 ２６０－０８４３ 千葉市中央区末広３-４-１６ ０４３-２６４-７３２１ ０４３-２６１-４３４９
葛南工業用水道事務所 総務課 ２７２－００２３ 市川市南八幡２-２３-１ ０４７-３７８-４４７７ ０４７-３７９-０９０４
君津工業用水道事務所 総務課 ２９２－０８３４ 木更津市潮見２-１２ ０４３８-２３-０６２１ ０４３８-２５-２８０６
茂原建設事務所 総務課 ２９７－００２３ 茂原市千代田町１-６-１ ０４７５-２０-２３１１ ０４７５-２０-２３１３
病院局 経営管理課 ２６０－８６６５ 千葉市中央区市場町１-１ ０４３-２２３-３９６３ ０４３-２２５-９３３０
がんセンター 事務局 ２６０－８７１７ 千葉市中央区仁戸名町６６６-２ ０４３-２６４-５４３１ ０４３-２６２-８６８０
救急医療センター 事務局 ２６１－００１２ 千葉市美浜区磯辺３-３２-１ ０４３-２７９-２２１１ ０４３-２７９-０１９３
精神科医療センター 事務局 ２６１－００２４ 千葉市美浜区豊砂５ ０４３-２７６-１３６１ ０４３-２７６-１３６７
こども病院 事務局 ２６６－０００７ 千葉市緑区辺田町５７９－１ ０４３-２９２-２１１１ ０４３-２９２-３８１５
循環器病センター 事務局 ２９０－０５１２ 市原市鶴舞５７５ ０４３６-８８-３３１１ ０４３６-８８-３０３２
東金病院 事務局 ２８３－８５８８ 東金市台方１２２９ ０４７５-５４-１５３１ ０４７５-５４-１５８８
佐原病院 事務局 ２８７－０００３ 佐原市佐原イ２２８５ ０４７８-５４-１２３１ ０４７８-５４-４４９７
教育庁葛南教育事務所 総務課 ２７３－００１２ 船橋市浜町２-５-１ ０４７-４３３-６０１７ ０４７-４３３-３１６９
教育庁東葛飾教育事務所 総務課 ２７１－８５６３ 松戸市小根本７ ０４７-３６１-２１１０ ０４７-３６８-５３１６
教育庁北総教育事務所 総務課 ２８５－００２６ 佐倉市鏑木仲田町８-１ ０４３-４８３-１１４７ ０４３-４８６-２９１９
　香取分室 ２８７－０００２ 佐原市北３-１-３ ０４７８-５４-１５２９ ０４７８-５５-１７２５
　海匝分室 ２８９－２５０４ 旭市ニ１９９７-１ ０４７９-６２-２５５４ ０４７９-６４-００５６
教育庁東上総教育事務所 総務課 ２９７－００２４ 茂原市八千代２-１０ ０４７５-２３-８１２５ ０４７５-２５-３１４３
　山武分室 ２８３－０００６ 東金市東新宿１-１-１１ ０４７５-５４-１０４１ ０４７５-５５-５００３
　夷隅分室 ２９８－０２１２ 夷隅郡大多喜町猿稲１４ ０４７０-８２-２４１１ ０４７０-８２-４８０３
教育庁南房総教育事務所 総務課 ２９２－０８３３ 木更津市貝渕３-１３-３４ ０４３８-２５-１３１１ ０４３８-２２-４３０２
　安房分室 ２９４－００４５ 館山市北条４０３ ０４７０-２２-３８７６ ０４７０-２３-５９９９



資料４‐（５） 県警察等

資料４‐（５）‐１
①本部及び東葛飾地域の警察署
機　　関　　名 郵　便　番　号 所　　在　　地 電　話　番　号
警察本部警備課 ２６０－８６６８ 千葉市中央区市場町１－２ ０４３-２２７-９１３１
〃通信指令課 ２６０－００２４ 千葉市中央区中央港１－７１－１ ０４３-２２７-９１３１
〃総合当直 ２６０－８６６８ 千葉市中央区市場町１－２ ０４３-２２７-９１３１
船橋警察署 ２７３－０００１ 船橋市市場４－１８－１ ０４７-４３５-０１１０
船橋東警察署 ２７４－００６３ 船橋市習志野台７－９－２０ ０４７-４６７-０１１０
鎌ヶ谷警察署 ２７３－０１２１ 鎌ヶ谷市初富９２８－５９ ０４７-４４４-０１１０
市川警察署 ２７２－００１５ 市川市鬼高４－４－１ ０４７-３７０-０１１０
行徳警察署 ２７２－０１２７ 市川市塩浜３－１０－１８ ０４７-３９７-０１１０
浦安警察署 ２７９－００１１ 浦安市美浜５－１３－２ ０４７-３５０-０１１０
松戸警察署 ２７１－８５５７ 松戸市松戸５５８－２ ０４７-３６９-０１１０
松戸東警察署 ２７０－００２３ 松戸市八ケ崎４－５１－９ ０４７-３４９-０１１０
野田警察署 ２７８－０００５ 野田市宮崎１４７－４ ０４-７１２５-０１１０
柏警察署 ２７７－８５５４ 柏市松ケ崎７２２－１ ０４-７１４８-０１１０
流山警察署 ２７０－０１７５ 流山市三輪野山７４４－４ ０４-７１５９-０１１０
我孫子警察署 ２７０－１１７７ 我孫子市柴崎９０４－１ ０４-７１８２-０１１０

②千葉県内の上記以外の警察署等

機　　関　　名 郵　便　番　号 所　　在　　地 電　話　番　号
千葉中央警察署 ２６０－８５１０ 千葉市中央区中央港１－１３－１ ０４３-２４４-０１１０
千葉東警察署 ２６４－０００７ 千葉市若葉区小倉町８５９－２ ０４３-２３３-０１１０
千葉西警察署 ２６１－００１１ 千葉市美浜区真砂２－１－１ ０４３-２７７-０１１０
千葉南警察署 ２６６－０００５ 千葉市緑区おゆみ野中央８－１－２ ０４３-２９１-０１１０
千葉北警察署 ２６３－０００１ 千葉市稲毛区長沼原町１９９－１ ０４３-２８６-０１１０
習志野警察署 ２７５－００１５ 習志野市鷺沼台２－４－１ ０４７-４７４-０１１０
八千代警察署 ２７６－００４４ 八千代市萱田町６８１－３９ ０４７-４８６-０１１０
佐倉警察署 ２８５－０８１１ 佐倉市表町３－１７－１ ０４３-４８４-０１１０
四街道警察署 ２８４－００４４ 四街道市和良比６３５－５ ０４３-４３２-０１１０
成田警察署 ２８６－００３６ 成田市加良部３－５ ０４７６-２７-０１１０
成田国際空港
警察署

２８２－０００４ 成田市古込字込前１３３ ０４７６-３２-０１１０

印西警察署 ２７０－１３２７ 印西市大森２５１４－１３ ０４７６-４２-０１１０
佐原警察署 ２８７－０００２ 佐原市北２－１－１ ０４７８-５４-０１１０
小見川警察署 ２８９－０３１３ 香取郡小見川町小見川１６３７ ０４７８-８３-０１１０
銚子警察署 ２８８－０８１４ 銚子市春日町１９２２－２ ０４７９-２３-０１１０
旭警察署 ２８９－２５０４ 旭市ニ１－１ ０４７９-６４-０１１０
八日市場警察署 ２８９－２１４４ 八日市場市５５９－１ ０４７９-７２-０１１０
成東警察署 ２８９－１３２１ 山武郡成東町富田ト１１７７－３ ０４７５-８２-０１１０
東金警察署 ２８３－００６１ 東金市北之幸谷１０－１２ ０４７５-５４-０１１０
茂原警察署 ２９７－００３１ 茂原市早野新田７ ０４７５-２２-０１１０
大原警察署 ２９８－０００４ 夷隅郡大原町大原８３１２－４ ０４７０-６２-０１１０
勝浦警察署 ２９９－５２３５ 勝浦市出水１２１２－２ ０４７０-７３-０１１０
市原警察署 ２９０－００６７ 市原市八幡海岸通１９６５－１７ ０４３６-４１-０１１０
木更津警察署 ２９２－０８３４ 木更津市潮見２－１－２ ０４３８-２２-０１１０
君津警察署 ２９９－１１５２ 君津市久保４－１－１ ０４３９-５４-０１１０
富津警察署 ２９９－１６１６ 富津市海良１２１－１ ０４３９-６６-０１１０
館山警察署 ２９４－００４５ 館山市北条１０９０－２ ０４７０-２３-０１１０
千倉警察署 ２９５－０００４ 安房郡千倉町瀬戸２９１６ ０４７０-４４-０１１０
鴨川警察署 ２９６－０００１ 鴨川市横渚１４６５ ０４-７０９２-０１１０

③千葉県外の近隣市の警察署等

機　　関　　名 郵　便　番　号 所　　在　　地 電　話　番　号
埼玉県警本部 330-0063 さいたま市浦和区高砂３－１５－１ ０４８－８３２－０１１０（代）
吉川署 341-0004 三郷市上彦名１４４－３ ０４８－９５８－０１１０



資料４‐（６） 消防本部等

資料４‐（６）‐１
①東葛飾地区の消防本部等

名　　　称 担当課名 郵便番号 所在地 電話 FAX番号
市川市消防局 警防課 ２７２－００２１ 市川市八幡１－８－１ ０４７－３３３－２１１１ ０４７-３３３-８１８１
船橋市消防局 総務課 ２７３－００１１ 船橋市湊町２－６－１０ ０４７－４３５－１１１１ ０４７-４３５-７８７８
松戸市消防局 企画管理室 ２７０－２２４１ 松戸市松戸新田１１４－５ ０４７－３６３－１１１１ ０４７-３６３-１１２１
野田市消防本部 警防課 ２７８－０００５ 野田市宮崎１２６－２ ０４－７１２４－０１１３ ０４-７１２４-３４１６
柏市消防本部 警防課 ２７７－０８２７ 柏市松葉町７－１６－７ ０４－７１３３－０１１９ ０４-７１３３-８７９５
流山市消防本部 消防総務課 ２７０－０１７５ 流山市三輪野山９９４ ０４－７１５８－０１１９ ０４-７１５８-０２７６
我孫子市消防本部 警防課 ２７０－１１６６ 我孫子市我孫子１８４７－６ ０４－７１８４－０１１９ ０４-７１８４-０１２０
鎌ヶ谷市消防本部 総務課 ２７３－０１０２ 鎌ヶ谷市右京塚１０－１２ ０４７－４４４－３２３３ ０４７-４４５-１２２４
浦安市消防本部 警防課 ２７９－０００４ 浦安市猫実１－１９－２２ ０４７－３５２－３５５３ ０４７-３５５-７７３３

②千葉県内の上記以外の消防本部等

名　　　称 担当課名 郵便番号 所在地 電話 FAX番号
千葉市消防局 総務課 ２６０－０８５４ 千葉市中央区長州１－２－１ ０４３－２０２－１８０９ ０４３-２０２-１６１４
銚子市消防本部 警防課 ２８８－００５６ 銚子市新生町１－９－１２ ０４７９－２２－０１１９ ０４７９-２３-０１１９
木更津市消防本部 消防総務課 ２９２－０８３４ 木更津市潮見２－８ ０４３８－２２－０１１９ ０４３８-２３-９０９６
成田市消防本部 警防課 ２８６－８５８５ 成田市花崎町７６０ ０４７６－２０－１５９２ ０４７６-２４-４３６８
旭市消防本部 警防課 ２８９－２５１１ 旭市イの２９５３－１ ０４７９－６３－０１１９ ０４７９-６３-７４７７
習志野市消防本部 警防課 ２７５－００１１ 習志野市鷺沼２－１－４３ ０４７－４５２－１２１２ ０４７-４５４-８１５１
市原市消防局 警防救急課 ２９０－００７３ 市原市国分寺台中央１－１－１ ０４３６－２３－０１１９ ０４７６-２２-６２１５
八千代市消防本部 警防課 ２７６－００４６ 八千代市大和田新田１８６ ０４７－４５９－２４４１ ０４７-４５９-６２３２
君津市消防本部 消防総務課 ２９９－１１６３ 君津市杢師３－１－２５ ０４３９－５３－１９０２ ０４３９-５４-８９６０
富津市消防本部 総務課 ２９３－００４２ 富津市小久保２１０９ ０４３９－６５－４９０３ ０４３９-６５-１８３５
四街道市消防本部 警防課 ２８４－０００３ 四街道市鹿渡９３４－５ ０４３－４２２－０１１９ ０４３-４２３-７６５０
袖ケ浦市消防本部 総務課警防班 ２９９－０２６１ 袖ケ浦市福王台４－１０－７ ０４３８－６４－０１１９ ０４３８-６２-９７２９
富里市消防本部 総務課警防班 ２８６－０２２１ 富里市七栄７３５－２ ０４７６－９２－１３１１ ０４７６-９３-８８３７

栄町消防本部 消防防災課 ２７０－１５４６
印旛郡栄町生板鍋子新田乙
２０－７１

０４７６－９５－０１１９ ０４７６-９５-７６３０

小見川町外２ 町消
防組合消防本部

総務課 ２８９－０３１４ 香取郡小見川町野田５３ ０４７８－８３－０１１９ ０４７８-８３-３３４３9

佐原市外五町消防
組合消防本部

警防課 ２８７－０００１ 佐原市佐原ロ２１２７ ０４７８－５２－４１１１ ０４７８-５４-１６４８

安房郡市広域市町
村圏事務組合消防
本部

警防課 ２９４－００４５ 館山市北条１０８７－１ ０４７０－２２－２２３３ ０４７０-２２-６５６２

長生郡市広域市町
村圏組合消防本部

警防課 ２９７－００２６ 茂原市茂原５９８ ０４７５－２４－０１１９ ０４７５-２４-１７２５

八日市場市外三町
消防組合消防本部

総務課
警防課

２８９－２１４６ 八日市場市ホ７１５ ０４７９－７２－０１１９ ０４７９-７３-６３３９

山武郡市広域行政
組合消防本部

総務課 ２８３－８５０５ 東金市東岩崎１－１７ ０４７５－５２－８７５１ ０４７５-５２-１６５２

佐倉市八街市酒々
井町消防組合消防
本部

警防課 ２８５－８６１９ 佐倉市大蛇町２８１ ０４３－４８１－１１１９ ０４３-４８４-２５０２

印西地区消防組合
消防本部

通信指令室 ２７０－１３８７ 印西市草深１９０５－７ ０４７６－４６－９９８１ ０４７６-４６-９９８６

夷隅郡市広域市町
村圏事務組合消防
本部

警防課 ２９８－０２０４ 夷隅郡大多喜町船子７３－２ ０４７０－８２－４５４５ ０４７０-８２-５０００

③千葉県外の近隣市の消防本部等

名　　　称 県名 郵便番号 所在地 電話 FAX番号
三郷市消防本部
消防署

埼玉県 ３４１－００２６ 埼玉県三郷市幸房１１５５ ０４８－９５２－１２１１

南分署 埼玉県 ３４１－００３５ 埼玉県三郷市鷹野３－４７４ ０４８－９５５－０９１１
北分署 埼玉県 ３４１－０００６ 埼玉県三郷市上彦川戸８８６ ０４８－９５２－２２９１

吉川市消防本部
吉川消防署 埼玉県 ３４２－００１６ 吉川市会野谷４８１

０４８－９８２－３９３１（代表）
０４８－９８２－３９１８（総務）
０４８－９８２－３９６８（警防）
０４８－９８２－３９１９（予防）

０４８－９８１－７１５０ 

松伏消防署 埼玉県 ３４３－０１１１ 松伏町松伏８３１ ０４８－９９１－２２３１（代表） ０４８－９９１－７１８１ 
吉川消防署南分署 埼玉県 ３４２－００３５ 吉川市高久１１５２ ０４８－９８４－０１１９（代表） ０４８－９８４－０１２０ 



資料４‐（７） 関係市町の担当課等

資料４‐（７）‐１
①千葉県東葛飾地区に所在する市

市町村名 国民保護担当課 郵便番号 所　　在　　地 電　話　番　号 F　A　X　番　号
市川市 災害対策課 ２７２-８５0１ 市川市八幡１-１-１ ０４７-３３４-１５０７ ０４７-３３３-８０８０
船橋市 防災課 ２７３-８５0１ 船橋市湊町２-１０-２５ ０４７-４３６-２０３２ ０４７-４３６-２０３４
松戸市 防災課 ２７１-８５８８ 松戸市根本３８７-５ ０４７-３６６-７３０９ ０４７-３６８-０２０２
野田市 市民生活課 ２７８-８５５0 野田市鶴奉７-１ ０４-７１２５-１１１１ ０４-７１２３-１７３７
柏市 防災安全課 ２７７-８５0５ 柏市柏５-１０-１ ０４-７１６７-１１１５ ０４-７１６３-２１８８
流山市 総務課 ２７0-0１９２ 流山市平和台１-１-１ ０４-７１５０-６０６７ ０４-７１５８-４１３１

我孫子市 市民活動支援課 ２７0-１１９２ 我孫子市我孫子１８５８
０４-７１８５-１１１１
（内２0-２１７）

０４-７１８５-５７７７

鎌ヶ谷市 総務課 ２７３-0１９５ 鎌ヶ谷市初富９２８-７４４
０４７-４４５-１１４１
（内３３１）

０４７-４４５-１４００

浦安市 防災課 ２７９-８５0１ 浦安市猫実１-１-１
０４７-３８２-１１１１
（内１７２１）

０４７-３５５-６２３９

②千葉県内のその他の市町

市町村名 国民保護担当課 郵便番号 所　　在　　地 電　話　番　号 F　A　X　番　号
千葉市 総合防災課 ２６0-８７２２ 千葉市中央区千葉港１-１ ０４３-２４５-５１５０ ０４３-２４５-５５９７
銚子市 総務課 ２８８-８６0１ 銚子市若宮町１-１ ０４７９-２４-８１８１ ０４７９-２５-０２７７
館山市 社会安全課 ２９４-８６0１ 館山市北条１１４５-１ ０４７０-２２-３４４２ ０４７０-２３-３１１５

木更津市 総務課 ２９２-８５0１ 木更津市潮見１-１
０４３８-２３-７１１１
（内４４４）

０４３８-２５-１３５１

佐原市 総務課 ２８７-８５0１ 佐原市佐原ロ２１２７ ０４７８-５０-１２０１ ０４７８-５２-４５６６
茂原市 総務課 ２９７-８５１１ 茂原市茂原道表１ ０４７５-２０-１５１９ ０４７５-２０-１６０２
成田市 防災対策課 ２８６-８５８５ 成田市花崎町７６０ ０４７６-２０-１５２３ ０４７６-２０-１６８７
佐倉市 交通防災課 ２８５-８５0１ 佐倉市海隣寺町９７ ０４３-４８４-６２３６ ０４３-４８６-２５０２
東金市 総務課 ２８３-８５１１ 東金市東岩崎１-１ ０４７５-５０-１１１９ ０４７５-５０-１２２９
八日市場市 総務課 ２８９-２１９８ 八日市場市ハ７９３ ０４７９-７３-００８４ ０４７９-７２-１１１４
旭市 総務課 ２８９-２５９５ 旭市ニ１９２０ ０４７９-６２-５３１１ ０４７９-６３-４９４６
習志野市 総務課 ２７５-８６0１ 習志野市鷺沼１-１-１ ０４７-４５３-９２４６ ０４７-４５３-１５４７
勝浦市 環境防災課 ２９９-５２９２ 勝浦市新官１３４３-１ ０４７０-７３-１２１１ ０４７０-７３-８７８８
市原市 防災課 ２９0-８５0１ 市原市国分寺台中央１-１-１ ０４３６-２３-９８２３ ０４３６-２３-９５５６
八千代市 防災対策室 ２７６-８５0１ 八千代市大和田新田３１２-５ ０４７-４８３-１１５１ ０４７-４８４-８８２４
鴨川市 消防防災課 ２９６-８６0１ 鴨川市横渚１４５０ ０４‐７０９３-７８３３ ０４-７０９３-７８５１
君津市 総務課 ２９９-１１９２ 君津市久保２-１３-１ ０４３９-５６-１４８１ ０４３９-５６-１４０４
富津市 総務課 ２９３-８５0６ 富津市下飯野２４４３ ０４３９-８０-１２０９ ０４３９-８０-１３５０
四街道市 総務課 ２８４-８５５５ 四街道市鹿渡無番地 ０４３-４２１-６１０２ ０４３-４２４-８９２２

袖ケ浦市 管財防災課 ２９９-0２９２ 袖ヶ浦市坂戸市場１-１
０４３８-６２-２１１１
（内２３４）

０４３８-６２-５９１６

八街市 防災課 ２８９-１１９２ 八街市八街ほ３５-２９ ０４３-４４３-１１１９ ０４３-４４４-０８１５
印西市 総務課 ２７0-１３９６ 印西市大森２３６４-２ ０４７６-４２-５１１１ ０４７６-４２-７２４２
白井市 交通防災課 ２７0-１４９２ 白井市復１１２３ ０４７-４９２-１１１１ ０４７-４９１-３５１０
富里市 総務課 ２８６-0２９２ 富里市七栄６５２-１ ０４７６-９３-１１１１ ０４７６-９３-９９５４
-印旛郡-
酒々井町 総務課 ２８５-８５１0 酒々井町中央台４-１１ ０４３-４９６-１１７１ ０４３-４９６-４５４１
印旛村 総務課 ２７0-１６９３ 印旛村瀬戸５５４-１ ０４７６-９８-１１１２ ０４７６-９８-２０７３
本埜村 総務課 ２７0-２３９２ 本埜村笠神２５８７ ０４７６-９７-１１１１ ０４７６-９７-３２０５
栄町 消防本部 ２７0-１５４６ 栄町生板鍋子新田乙２０-７１ ０４７６-９５-８９８３ ０４７６-９５-７６３０
-香取郡-
下総町 総務課 ２８９-0１９２ 下総町猿山１０８０ ０４７６-９６-１１１１ ０４７６-９６-１３０６
神崎町 総務課 ２８９-0２９２ 神崎町神崎本宿１６３ ０４７８-７２-２１１１ ０４７８-７２-２１１０
大栄町 総務課 ２８７-0２９２ 大栄町松子３６６ ０４７８-７３-２１１１ ０４７８-７３-２１１０
小見川町 総務課 ２８９-0３９３ 小見川町羽根川３８ ０４７８-８２-１１１１ ０４７８-８２-３３２５
山田町 総務課 ２８９-0４９２ 山田町仁良３００-１ ０４７８-７８-２１１１ ０４７８-７８-５０５５
栗源町 総務課 ２８７-0１９２ 栗源町岩部７００ ０４７８-７５-２１１１ ０４７８-７５-３２３３
多古町 総務課 ２８９-２２９２ 多古町多古５８４ ０４７９-７６-２６１１ ０４７９-７６-７１４４
東庄町 総務課 ２８９-0６９２ 東庄町笹川い５７９-１ ０４７８-８６-６０８２ ０４７８-８６-４０５１
-匝瑳郡-
光町 総務課 ２８９-１７９３ 光町宮川１１９０２ ０４７９-８４-１２１１ ０４７９-８４-２７１３
野栄町 総務課 ２８９-２１９２ 野栄町今泉６４７４ ０４７９-６７-３１１１ ０４７９-６７-４９８１
-山武郡-
大網白里町 総務課 ２９９-３２９２ 大網白里町大網１１５-２ ０４７５-７０-０３０３ ０４７５-７２-８４５４
九十九里町 総務課 ２８３-0１９５ 九十九里町片貝４０９９ ０４７５-７０-３１０７ ０４７５-７０-３１８８
成東町 総務課 ２８９-１３９２ 成東町殿台２９６ ０４７５-８０-１１１４ ０４７５-８２-２１０７
山武町 総務課 ２８９-１２９８ 山武町埴谷１８７４ ０４７５-８９-３６０８ ０４７５-８９-１７１１
蓮沼村 総務課 ２８９-１８９２ 蓮沼村ハ４８３２-１ ０４７５-８６-４９３１ ０４７５-８６-２７６１
松尾町 総務課 ２８９-１５９３ 松尾町松尾４０-２ ０４７９-８０-７１１７ ０４７９-８６-４３９２
横芝町 総務課 ２８９-１７９２ 横芝町横芝６３６ ０４７９-８２-８８０３ ０４７９-８２-５３４２
芝山町 総務課 ２８９-１６９２ 芝山町小池９９２ ０４７９-７７-３９０３ ０４７９-７７-０８７１



資料４‐（７） 関係市町の担当課等

資料４‐（７）‐２

市町村名 国民保護担当課 郵便番号 所　　在　　地 電　話　番　号 F　A　X　番　号
-長生郡-
一宮町 総務課 ２９９-４３９６ 一宮町一宮２４５７ ０４７５-４２-２１１１ ０４７５-４２-２４６５
睦沢町 総務課 ２９９-４４９２ 睦沢町下之郷１６５０-１ ０４７５-４４-２５００ ０４７５-４４-１７２９
長生村 総務課 ２９９-４３９４ 長生村本郷１-７７ ０４７５-３２-２１１１ ０４７５-３２-１１９４
白子町 総務課 ２９９-４２９２ 白子町関５０７４-２ ０４７５-３３-２１１１ ０４７５-３３-４１３２
長柄町 総務課 ２９７-0２９８ 長柄町桜谷７１２ ０４７５-３５-２１１１ ０４７５-３５-４７３２
長南町 総務課 ２９７-0１９２ 長南町長南２１１０ ０４７５-４６-２１１１ ０４７５-４６-１２１４
-夷隅郡-
大多喜町 総務課 ２９８-0２９２ 大多喜町大多喜９３ ０４７０-８２-２１１１ ０４７０-８２-４４６１
夷隅町 総務課 ２９８-0１９２ 夷隅町国府台１５２４-１ ０４７０-８６-２１１１ ０４７０-８６-４７２９
御宿町 総務課 ２９９-５１９２ 御宿町須賀１５２２ ０４７０-６８-２５１１ ０４７０-６８-３２９３
大原町 総務課 ２９８-８５0１ 大原町大原７４００-１ ０４７０-６２-１１１１ ０４７０-６３-１２５２
岬町 総務課 ２９９-４６９２ 岬町長者５４９ ０４７０-８７-２１１１ ０４７０-８７-７２４６
-安房郡-
富浦町 総務課 ２９９-２４９２ 富浦町青木２８ ０４７０-３３-３１１１ ０４７０-３３-３４５１
富山町 総務課 ２９９-２２９２ 富山町久枝２５７ ０４７０-５７-４５８０ ０４７０-５７-３００２
鋸南町 総務課 ２９９-２１９２ 鋸南町下佐久間３４５８ ０４７０-５５-４８０１ ０４７０-５５-１３４２
三芳村 総務課 ２９４-８７0１ 三芳村谷向１００ ０４７０-３６-２１１１ ０４７０-３６-２５７１
白浜町 総務課 ２９５-0１９２ 白浜町白浜３４６７-１ ０４７０-３８-３１１１ ０４７０-３８-２５９１
千倉町 総務課 ２９５-８６0１ 千倉町瀬戸２２９４ ０４７０-４４-５６１４ ０４７０-４０-１０１３
丸山町 総務課 ２９９-２５９２ 丸山町岩糸２４８９ ０４７０-４６-４８５０ ０４７０-４６-３９９１
和田町 総務課 ２９９-２７９２ 和田町仁我浦２４３ ０４７０-４７-５４１１ ０４７０-４７-４１８１

③千葉県外の近隣市

県名
　市町村名

国民保護担当課 郵便番号 所　　在　　地 電　話　番　号 F　A　X　番　号

埼玉県
　三郷市

安全推進課 ３４１-８５0１ 埼玉県三郷市花和田６４８－１ ０４８－９５３－１１１１ ０４８－９５２－６７８０

埼玉県
　吉川市

市民安全課 ３４２-８５0１ 埼玉県吉川市吉川２－１－１
０４８－９８２－９４７１
（直通）

④防災協定等を結んでいる遠隔市町（埼玉県三郷市は③に収録）

県名
　　市町名

国民保護担当課 郵便番号 所　　在　　地 電　話　番　号 F　A　X　番　号

福島県
　　相馬市

総務部
地域防災対策室

９７６-８６0１  福岡県相馬市中村字大手先１３ 
０２４４－３７－２１２１
(消防防災係)

０２４４－３５－６９３８ 

長野県
　　信濃町

総務課庶務係 ３８９-１３９２
長野県上水内郡信濃町大字柏原
４２８-２

（０２６）２５５－３１１１ ０２６－２５５－６１０３

石川県
　　能登町

総務課消防防災係 ９２７-0４９２
石川県鳳珠郡能登町字
宇出津新一字１９７－１

０７６８－６２－８５１０

岩手県
　　北上市

企画部消防防災課 0２４-８５0１
岩手県北上市芳町１－１
  

０１９７-６４-２１１１
（内線：３７１２）



資料４‐（８） 指定公共機関

資料４‐（８）‐１
名 称 国民保護担当部署 郵便番号 所 在 地 電話・ＦＡＸ番号
(独)海上災害防止センター 総務課 ２２０-８４０１ 神奈川県横浜市西区みなとみらい３-３-１ 電話:０４５-２２４-４３１１

三菱重工横浜ﾋﾞﾙ FAX:０４５-２２４-４３１２
(独)国立病院機構 総務課 １５２-８６２１ 東京都目黒区東が丘２-５-２１ 電話:０３-５７１２-５０５０

FAX:０３-５７１２-５０８１
(独)放射線医学総合研究所 総務課 ２６３-００２４ 千葉市稲毛区穴川４-９-１ 電話:０４３-２５１-２１１１
(独)水資源機構 総務課 ３３０-６００８ 埼玉県さいたま市中央区新都心１１-２ 電話:０４８-６００-６５１１

FAX:０４８-６５０-６５１０
日本赤十字社 救護・福祉部 １０５-８５２１ 東京都港区芝大門１-１-３ 電話:０３-３４３７-７０８４

救護課 FAX:０３-３４３５-８５０９
千葉県支部 総務課 ２６０-００１３ 千葉市中央区千葉港４-１ 電話:０４３-２４１-７５３１
日本放送協会【暫定】 気象・災害ｾﾝﾀｰ １０５-８００１ 東京都渋谷区神南２-２-１ 電話:０３-５４５５-３４０９

FAX:０３-３４６５-１９３６
千葉放送局 企画総務 ２６０-００１３ 千葉市中央区中央４-１４-１４ 電話:０４３-２２７-７３１１
日本郵政公社 本社CSR 室 １００-８７９８ 東京都千代田区霞ヶ関１-３-２ 電話:０３-３５０４-４６２４

FAX:０３-３５０６-６７３２
千葉中央郵便局 総務課 ２６０-００２４ 千葉市中央区中央港１-１４-１ 電話:０４３-２４６-００８３
首都高速道路（株） 防災対策ｸﾞﾙｰﾌﾟ １００-８９３０ 東京都千代田区霞ヶ関１-４-１ 電話:０３-３５３９-９４９９

FAX:０３-３５０２-５６７６
東日本高速道路（株） 管理事業部 １００-８９７９ 東京都千代田区霞ヶ関３-３-２新霞ヶ関ﾋﾞﾙ 電話:０３-３５０６-０３１８

事業統括ﾁｰﾑ FAX:０３-３５０６-０１８４
関東支社 管理事業部 １１０-００１４ 東京都台東区北上野１-１０-１４住友不動産 電話:０３-５８２８-８６４２

事業統括ﾁｰﾑ ﾋﾞﾙ５ 号館９Ｆ 内線８１-５５４７
成田国際空港(株) 経営企画グループ ２８２-８６０１ 成田市木の根字神台２４ 電話:０４７６-３４-５８１１

FAX:０４７６-３０-１５７１
東京地下鉄(株) 安全・技術部安全課 １１０-００１５ 東京都台東区東上野３-１９-６ 電話:０３-３８３７-７１４７

FAX:０３-３８３７-７１５９
東日本電信電話(株) 災害対策室 １６０-００２３ 東京都新宿区西新宿３-１９-２ 電話:０３-５３５９-４８３０

FAX:０３-５３３３-１２４５
千葉支店 災害対策室 ２６１-００２３ 千葉市美浜区中瀬１-６NTT 幕張ビル８ 階 電話:０４３-２１１-８６５２
東京電力(株) 防災ｸﾞﾙｰﾌﾟ １００-８５６０ 東京都千代田区内幸町１-１-３ 電話:０３-４２１６-１１１１

FAX:０３-４２１６-２５３９
千葉支店 総務ｸﾞﾙｰﾌﾟ ２６０-００１５ 千葉市中央区富士見２-９-５ 電話:０４３-３９１-４１１８
東京瓦斯(株) 総務ｸﾞﾙｰﾌﾟ １０５-８５２７ 東京都港区海岸１-５-２０ 電話:０３-５４００-３８９４

FAX:０３-３４３２-４５７４
千葉支店 総務広報部 ２６１-０００１ 千葉市美浜区幸町１-６-８ 電話:０４３-２４６-７７０５
JR バス関東(株) 総務部 １５１-８５２２ 東京都渋谷区代々木２-２-２ 電話:０３-５３３４-０８６０

FAX:０３-５３３４-０８６５
京成バス(株) 業務課 １３１-８５５５ 東京都墨田区押上１-１０-３ 電話:０３-３６２１-２４１５

FAX:０３-３６２１-２４３１
佐川急便(株) 労務運行管理部 ６０１-８１０４ 京都市南区上鳥羽角田町６８ 電話:０７５-６９１-５４００

FAX:０７５-６８１-２４３９
西濃運輸(株) 営業企画管理室 ５０３-８５０１ 岐阜県大垣市田口町１ 電話:０５８４-８２-５０２５

FAX:０５８４-８２-５０４１
日本通運(株) 作業管理部広域自 １０５-８３２２ 東京都港区東新橋１-９-４ 電話:０３-６２５１-１４３０

動車輸送専任 FAX:０３-６２５１-６６７６
千葉支店 総務課 ２６０-０８３４ 千葉市中央区今井１-１４-２２ 電話:０４３-２２６-７６００
福山通運(株) 社長室CSR 推進室 ７２１-８５５５ 広島県福山市東深津町４-２０-１ 電話:０３-３６４３-０２９２

FAX:０３-３６４３-３７３０
(株)日本航空ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 経営企画室 １４０-０００２ 東京都品川区東品川２-４-１１ 電話:０３-５７６９-６０３２

FAX:０３-５７６９-６４８２
成田総務部 成田総務部 ２８２-０００４ 成田市古込１-１ 電話:０４７６-３４-３５１１
全日本空輸(株) 千葉営業支店 ２６０-００２８ 千葉市中央区新町１０００　ｾﾝｼﾃｨﾋﾞﾙ１４Ｆ 電話:０４３-２３８-９５３０

FAX:０４３-２３８-９５４３
東日本旅客鉄道(株) 庶務ｸﾞﾙｰﾌﾟ １５１-８５７８ 東京都渋谷区代々木２-２-２ 電話:０３-５３３４-１３１１

FAX:０３-５３３４-１３５８
千葉支社 総務部（安全） ２６０-００３１ 千葉市中央区新千葉１-３-２４ 電話:０４３-２２２-１００１

危機管理室 電話:０４３-２２５-９１３６
京成電鉄(株) 計画管理部 １３１-８５５５ 東京都墨田区押上１-１０-３ 電話:０３-３６２１-２３２２

FAX:０３-３６２１-２５５０
東武鉄道(株) 運輸企画課 １３１-８５２２ 東京都墨田区押上１-１-２ 電話:０３-３６２１-５３２０

FAX:０３-３６２１-５２６８
運河駅 ２７０-０１０１ 流山市東深井４０５ 電話:５２-４０５０
江戸川台駅 ２７０-０１１１ 流山市江戸川台東１-３ 電話:５２-９３１０
初石駅 ２７０-０１１４ 流山市東初石３-１００ 電話:５４-２８１８



資料４‐（８） 指定公共機関

資料４‐（８）‐２
名 称 国民保護担当部署 郵便番号 所 在 地 電話・ＦＡＸ番号
NTT ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ(株) ﾈｯﾄﾜｰｸ事業部 １００-８０１９ 東京都千代田区内幸町１-１-６ 電話:０３-５２０２-９９０９

統合ﾈｯﾄﾜｰｸ部 FAX:０３-５５０１-３０１４
KDDI(株) 運用管理部 １０２-８４６１ 東京都新宿区西新宿２-３-２　KDDI ﾋﾞﾙ 電話:０３-３３４７-５２９９

統括グループ FAX:０３-３３４７-６２４３
日本テレコム(株) 総務部 １０５-７３１６ 東京都港区東新橋１-９-１ 電話:０３-６８８８-８０００

東京汐留ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ FAX:０３-３５７２-５５４０
(株)NTT ドコモ 災害対策室 １００-６１５０ 東京都千代田区永田町２-１１-１ 電話:０３-５１５６-１７２９

山王ﾊﾟｰｸﾀﾜｰ３５Ｆ FAX:０３-５１５６-０２６５
千葉支店 企画総務部 ２６０-００２８ 千葉市中央区新町１０００ｾﾝｼﾃｨﾀﾜｰ１６F 電話:０４３-３０１-０３３５
ボーダフォン(株) ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｾｷｭﾘﾃｨ室 １０５-６２０５ 東京都港区愛宕２-５-１ 電話:０３-６４０３-１０６５

愛宕ｸﾞﾘｰﾝﾋﾙｽﾞMORI ﾀﾜｰ FAX:０３-６４０３-２９３２
(株)テレビ朝日 報道企画部 １０６-８００１ 東京都港区六本木６-９-１ 電話:０３-６４０６-１３０５

FAX:０３-３４０５-３４１７
(株)テレビ東京 報道局 １０５-８０１２ 東京都港区虎ノ門４-３-１２ 電話:０３-５４７３-３１９２

FAX:０３-５４７３-８４８３
総務局 電話:０３-５４７３-３０５３

FAX:０３-３４３２-０８１４
(株)東京放送 総務部 １０７-８００６ 東京都港区赤坂５-３-６ 電話:０３-５５７１-２２１３

FAX:０３-５５７１-２０１２
(株)フジテレビジョン 報道局 １３７-８０８８ 東京都港区台場２-４-８ 電話:０３-５５００-８３６０

FAX:０３-５５００-８７７０
日本テレビ放送網(株) 報道局ﾆｭｰｽ制作部 １０５-７４４４ 東京都港区東新橋１-６-１ 電話:０３-６２１５-１３８２

FAX:０３-６２１５-３５６３
(株)TBS ﾗｼﾞｵｱﾝﾄﾞｺﾐｭﾆｹｰｼｮ 経営企画室 １０７-８００１ 東京都港区赤坂５-３-６ 電話:０３-５５７１-２７０９
ﾝｽﾞ FAX:０３-５５７１-２９７５
(株)日経ラジオ社 編成報道局 １０７-８３７３ 東京都港区赤坂１-９-１５ 電話:０５０-３３６８-３５７８

FAX:０３-３５８３-９０６２
(株)ニッポン放送 編成局報道部 １００-８４３９ 東京都千代田区有楽町１-９-３ 電話:０３-３２８７-７６２２

FAX:０３-３２８７-７６９６
(株)文化放送 編成局報道制作部 １６０-８００２ 東京都新宿区若葉１-５ 電話:０３-５２６９-２７３６

FAX:０３-３３５７-２５２７



資料４‐（９） 指定地方公共機関

資料４‐（９）‐１
名 称（指定年月日） 国民保護担当部署 郵便番号 所 在 地 電話・FAX・E-MAIL
京葉瓦斯株式会社 総務人事部 ２７２-８５８０ 市川市市川南２-８-８ 電話 ０４７－３２５－４１１１
(平成１７ 年５ 月２７ 日) 総務ｸﾞﾙｰﾌﾟ F A X ０４７－３２４－６０２６

お客様コールセンター（松戸）
電話 ０４７－３６１－０２１１

東葛支社 ２７７-０００５ 柏市柏２１１-５ 電話０４７(１６４)-０２１１
大多喜ガス株式会社 総務部総務課 ２９７-８５６７ 茂原市茂原６６１ 電話 ０４７５－２４－００１０
(平成１７ 年５ 月２７ 日) F A X ０４７５－２２－２７８５
千葉ガス株式会社 企画総務部 ２８５-００１４ 佐倉市栄町２１-１ 電話 ０４３－４８３－１１７２
(平成１７ 年５ 月２７ 日) 人事・総務グループ F A X ０４３－４８３－１１８３

E-MAIL:morinaka@chiba-gas.co.jp
房州瓦斯株式会社 総務部 ２９４-００３６ 館山市館山１３６５ 電話 ０４７０－２２－２２５１
(平成１７ 年５ 月２７ 日) F A X ０４７０－２３－３００５
京和ガス株式会社 総務部総務課 ２７０-０１１１ 流山市江戸川台東 電話 ０４－７１５５－１５００
(平成１７ 年５ 月２７ 日) １-２５４ F A X ０４－７１５５－１５０５

E-MAIL:narimatsu@keiwagas.co.jp
銚子瓦斯株式会社 銚子営業所 ２８８-００６８ 銚子市内浜町１６０３ 電話 ０４７９－２２－２４２０
(平成１７ 年５ 月２７ 日) 業務チーム F A X ０４７９－２４－３２６９

E-MAIL:choshi@choshi_tobugas.co.jp
野田ガス株式会社 総務部 ２７８-０００５ 野田市宮崎３６ 電話 ０４－７１２５－０１０１
(平成１７ 年５ 月２７ 日) F A X ０４－７１２５－３３４３

E-MAIL:nodagas４@siren.ocn.ne.jp
角栄ガス株式会社 企画管理部 １５１-００６２ 東京都渋谷区 電話 ０３－３４８１－２０７１
(平成１７ 年５ 月２７ 日) 元代々木町３３-８ F A X ０３－３４８１－２０７４

E-MAIL:sekine@kakuei-gas.co.jp
東日本ガス株式会社 供給部供給課 ２７０-１１３８ 我孫子市下ヶ戸 電話 ０４－７１８２－４１７５
(平成１７ 年５ 月２７ 日) ６０８-１ F A X ０４－７１８２－７６２０

E-MAIL:t-watanabe@hngas.co.jp
総武ガス株式会社 業務課 ２８９-２５０４ 旭市二の５９４１ 電話 ０４７９－６３－１０００
(平成１７ 年５ 月２７ 日) F A X ０４７９－６３－２１３５
社団法人千葉県 総務部 ２６０-００２４ 千葉市中央区中央港 電話 ０４３－２４６－１７２５
エルピーガス協会 １-１３-１ F A X ０４３－２４３－６７８１
(平成１７ 年７ 月５ 日) 千葉県ガス石油館内 E-MAIL:chibalpg@chibalpg.or.jp
日本瓦斯株式会社 １０４-８５４０ 東京都中央区八丁堀 電話０３－３５５３－１２８１(代表)
(平成１８ 年７ 月１８ 日) ３-５-２
新京成電鉄株式会社 鉄道本部鉄 ２７３-０１９２ 鎌ヶ谷市くぬぎ山 電話 ０４７－３８９－９９００
(平成１７ 年５ 月２７ 日) 道管理課 ４－１－１２ F A X ０４７－３８９－９９０９

E-MAIL:kanrika@shinkeisei.jp
小湊鉄道株式会社 鉄道部運輸部 ２９０-００５４ 市原市五井中央東 電話 ０４３６－２１－６７７１
(平成１７ 年５ 月２７ 日) １－１－２ F A X ０４３６－２２－７６５０
北総鉄道株式会社 企画室 ２７３-０１２１ 鎌ヶ谷市初富９２８ 電話 ０４７－４４５－１９０２
(平成１７ 年５ 月２７ 日) F A X ０４７－４４３－５４０４

E-MAIL:kikaku@hokuso-railway.co.jp
総武流山電鉄株式会社 運輸部・技術部 ２７０-０１６４ 流山市流山１-２６４ 電話 ０４－７１５８－０１１７
(平成１７ 年５ 月２７ 日) F A X ０４－７１５８－２２７４

流山駅 電話０４－７１５８-１０１０
平和台駅 流山市流山４-４８３

鰭ヶ崎駅
流山市大字鰭ヶ崎
１４３８-３

銚子電気鉄道株式会社 鉄道部 ２８８-００５６ 銚子市新生町２-２９７ 電話 ０４７９－２２－０３１６
(平成１７ 年５ 月２７ 日) F A X ０４７９－２５－２８６５

E-MAIL:kougo@choshi-dentetsu.jp
いすみ鉄道株式会社 総務課 ２９８-０２１６ 夷隅郡大多喜町 電話 ０４７０－８２－２１６１
(平成１７ 年５ 月２７ 日) 大多喜２６４ F A X ０４７０－８２－２２４９

E-MAIL:mail@isumirail.co.jp
東葉高速鉄道株式会社 総務部総務課 ２７６-００４９ 八千代市緑が丘 電話 ０４７－４５８－００１４
(平成１７ 年５ 月２７ 日) １-１１２０-３ F A X ０４７－４５８－００４４

E-MAIL:somu@toyokosoku.co.jp
千葉都市モノレール株式会社 運輸部業務課 ２６３-００１２ 千葉市稲毛区 電話 ０４３－２８７－８２１５
(平成１７ 年５ 月２７ 日) 萩台町１９９-１ F A X ０４３－２５２－７２４４

E-MAIL:gyoumu_１@chiba-monorail.co.jp
２４ 時間対応
運転課 電話０４３－２８７－８２１０

京葉臨海鉄道株式会社 管理部総務グループ ２６０-００３１ 千葉市中央区 電話 ０４３－２２４－２８２１
(平成１７ 年５ 月２７ 日) 新千葉１－１－１ F A X ０４３－２２４－２４６６

E-MAIL:soumu@rintetu.co.jp
社団法人千葉県トラック協会 交付金事業部 ２６１-０００２ 千葉市美浜区 電話 ０４３－２４７－１１３１
(平成１７ 年５ 月２７ 日) 新港２１２-１０ F A X ０４３－２４６－７３７２

E-MAIL:info@cta.or.jp
社団法人千葉県バス協会 事務局 ２６１-０００４ 千葉市美浜区 電話 ０４３－２４６－８１５１
(平成１７ 年５ 月２７ 日) 新港２１２－２ F A X ０４３－２４１－０５４８

芝山鉄道株式会社 ２８９-１６０１
山武郡芝山町
香山新田１４８-１

電話 ０４７－９７８－１１４１/０４７－６３２－２
６７６



資料４‐（９） 指定地方公共機関

資料４‐（９）‐２
名 称（指定年月日） 国民保護担当部署 郵便番号 所 在 地 電話・FAX・E-MAIL
(平成１７ 年１２ 月２０ 日) ＦＡＸ０４７－６３０－２２６１ 
首都圏新都市鉄道株式会社 １１０-８５５４ 東京都台東区 電話 ０３－３８３９－７３１１（代表）
(平成１７ 年１２ 月２０ 日) 台頭４-２５-７
社団法人千葉県医師会 総務部 ２６０-００２６ 千葉市中央区 電話 ０４３－２４２－４２７１
(平成１７ 年５ 月２７ 日) 千葉港７－１ F A X ０４３－２４６－３１４２

E-MAIL:webmaster@chiba.med.or.jp
社団法人千葉県歯科医師会 事務局 ２６１-０００２ 千葉市美浜区 電話 ０４３－２４１－６４７１
(平成１７ 年５ 月２７ 日) 新港３２－１７ F A X ０４３－２４８－２９７７

E-MAIL:chinet@cc.rim.or.jp
社団法人千葉県薬剤師会 事務局 ２６０-００２６ 千葉市中央区 電話 ０４３－２４２－３８０１
(平成１７ 年５ 月２７ 日) 千葉港７－１ F A X ０４３－２４８－０６４６
(平成１７ 年７ 月５ 日) F A X ０４３－２４８－７２４６

E-MAIL:cna４@lily.ocn.ne.jp
株式会社ベイエフエム 総務部 ２６０-００１３ 千葉市中央区 電話 ０４３－２２７－７８７８
(平成１７ 年５ 月２７ 日) 中央１-１１-１ F A X ０４３－２２７－７８２９
千葉テレビ放送株式会社 千葉市中央区

都町１-１-２５
千葉県道路公社 総務部総務課 ２６０-００１３ 千葉市中央区 電話 ０４３－２２７－９３３１
(平成１７ 年５ 月２７ 日) 中央４-１３-２８ F A X ０４３－２２７－６３６０

千葉県看護会館内 E-MAIL:soumu２@chiba-dourokousha.or.jp



資料４‐（１０） 市内の大型商業施設

-５

資料４‐（１０）‐１
市内の大型商業施設

名称 担当 住所 連絡先 備考

イトーヨーカドー
流山店
〒２７０-０１６４　流山市流山９-８００-２

０４-７１５８-５２１１ 開店時間は１０時から２２時まで。

マルエツ
みやぞの店
〒２７０-０１５５　千葉県流山市宮園１-９

０４-７１５９-０３７２ 開店時間は１０時から２１時まで。

初石店
〒２７０-０１１４　千葉県流山市東初石３-９４-１

０４-７１５４-１６１１ 開店時間は１０時から２１時まで。
野々下店
〒２７０-０１３５　千葉県流山市野々下６-１０３８

０４-７１４３-１１９
１

開店時間は１０時から２１時まで。



資料５‐（１） 市内の避難施設指定状況

屋内部
分（㎡）
屋外部
分（㎡）

名称
市区町
村名

町丁目名・番（番地）・号 電話 ＦＡＸ
面積
（㎡）
面積
（㎡）
屋内
（人）
屋外
（人）

電話 ＦＡＸ

１
千葉県立流山
高等学校

流山市 東初石２丁目９８番地 0471533161 0471536894 2,497 14,000 1,248 7,000
千葉県教育委員会
教育長

0432234154 0432214632

２
千葉県立流山
中央高等学校

流山市 大畔２７５番地の５ 0471543551 0471556991 1,511 32,439 756 16,220
千葉県教育委員会
教育長

0432234154 0432214632

３
千葉県立流山
東高等学校

流山市 名都借１４０番地 0471431610 0471432862 2,342 32,126 1,172 16,064
千葉県教育委員会
教育長

0432234154 0432214632

４
千葉県立流山
南高等学校

流山市 流山９丁目８００番地の１ 0471591231 0471587041 2,969 18,082 1,484 9,042
千葉県教育委員会
教育長

0432234154 0432214632

５
千葉県立流山
北高等学校

流山市 中野久木７番地の１ 0471542100 0471556971 2,367 19,190 1,184 9,596
千葉県教育委員会
教育長

0432234154 0432214632

６
千葉県立流山
高等学園

流山市 野々下２丁目４９６番地の１ 0471480200 0471480066 920 10,532 460 5,266
千葉県教育委員会
教育長

0432234154 0432214632

７
東深井地区公
園

流山市 東深井８１５番地 55,337 0 27,669 流山市長 0471506092 0471589777

８
南流山中央公
園

流山市 南流山３丁目１４番地 12,155 0 6,078 流山市長 0471506092 0471589777

９ 東部近隣公園 流山市 名都借２４０番地 16,751 0 8,376 流山市長 0471506092 0471589777

１０
三輪野山近隣
公園

流山市 三輪野山２９２番地 10,797 0 5,399 流山市長 0471506092 0471589777

１１ 運河水辺公園 流山市 東深井３６８番地の１ 24,129 0 12,065 流山市長 0471506092 0471589777

１２ 平和台２号公園 流山市 平和台２丁目１２番地 5,816 0 2,908 流山市長 0471506092 0471589777

１３
松ヶ丘ふるさと
公園

流山市 松ヶ丘４丁目４９５番地の１ 13,548 0 6,774 流山市長 0471506092 0471589777

１４
江戸川河川敷
緑地

流山市 南流山７丁目 143,420 0 71,710 流山市長 0471506092 0471589777

１５
流山市総合運
動公園

流山市 野々下１丁目４０番地の１ 150,349 0 75,175 流山市長 0471506092 0471589777

資料５‐（１）‐１

施設管理者

名称

連絡先番号

収容人員※

所在地 連絡先

施設
避難施設として
使用可能な部
分の面積



資料５‐（１） 市内の避難施設指定状況

屋内部
分（㎡）
屋外部
分（㎡）

名称
市区町
村名

町丁目名・番（番地）・号 電話 ＦＡＸ
面積
（㎡）
面積
（㎡）
屋内
（人）
屋外
（人）

電話 ＦＡＸ

１６
流山市勤労者
総合福祉セン

流山市 大畔２５番地の１７ 0471555701 0471555710 1,929 965 0 流山市長 0471506085 0471585840

１７
流山市勤労者
体育施設

流山市 大畔６４番地の１ 0471555561 0471555710 1,106 553 0 流山市長 0471506085 0471585840

１８
流山市立中野
久木保育所

流山市 中野久木３７３番地 0471520921 704 352 0 流山市長 0471506124 0471586696

１９
流山市立平和
台保育所

流山市 平和台２丁目６番地の３ 0471581424 0471581435 1,108 554 0 流山市長 0471506124 0471586696

２０
流山市立江戸
川台保育所

流山市 江戸川台東３丁目５番地 0471520611 0471520648 823 412 0 流山市長 0471506124 0471586696

２１
流山市立向小
金保育所

流山市 向小金３丁目１０２番地の１ 0471745217 0471715217 841 421 0 流山市長 0471506124 0471586696

２２
流山市立名都
借保育所

流山市 名都借２８９番地 0471441228 385 193 0 流山市長 0471506124 0471586696

２３
流山市立長崎
保育所

流山市 長崎２丁目５６１番地 0471447886 0471447926 840 420 0 流山市長 0471506124 0471586696

２４
流山市立東深
井保育所

流山市 東深井１７７番地の２ 0471546025 809 405 0 流山市長 0471506124 0471586696

２５
流山市保健セン
ター

流山市 西初石４丁目１４３３番地の１ 0471540331 0471555949 3,338 1,669 0 流山市長 0471540331 0471555949

２６
流山市老人福
祉センター

流山市 東深井９８６番地の１ 0471522373 0471522373 401 201 0 流山市長 0471506080 0471596066

２７
流山市駒木台
福祉会館

流山市 駒木台２２１番地の３ 0471544821 583 292 0 流山市長 0471506079 0471582727

２８
流山市流山福
祉会館

流山市 流山２丁目１０２番地 0471591520 315 158 0 流山市長 0471506079 0471582727

２９
流山市江戸川
台福祉会館

流山市 江戸川台東１丁目２５１番地 0471543026 464 232 0 流山市長 0471506079 0471582727

３０
流山市西深井
福祉会館

流山市 西深井３１３番地 0471543120 118 59 0 流山市長 0471506079 0471582727

３１
流山市思井福
祉会館

流山市 思井７９番地の２ 0471595666 508 254 0 流山市長 0471506079 0471582727

３２
流山市向小金
福祉会館

流山市 向小金２丁目１９２番地の２ 0471739320 423 212 0 流山市長 0471506079 0471582727

３３
流山市南福祉
会館

流山市 南１０２番地の２ 0471542972 145 73 0 流山市長 0471506079 0471582727

資料５‐（１）‐２

番号

施設
避難施設として
使用可能な部
分の面積

収容人員※

所在地 連絡先

施設管理者

名称
連絡先



資料５‐（１） 市内の避難施設指定状況

屋内部
分（㎡）
屋外部
分（㎡）

名称
市区町
村名

町丁目名・番（番地）・号 電話 ＦＡＸ
面積
（㎡）
面積
（㎡）
屋内
（人）
屋外
（人）

電話 ＦＡＸ

３４
流山市東深井
福祉会館

流山市 東深井４９８番地の３ 0771553638 0471533437 424 212 0 流山市長 0471506079 0471582727

３５
流山市十太夫
福祉会館

流山市 十太夫１０４番地の５ 0471545254 361 181 0 流山市長 0471506079 0471582727

３６
流山市名都借
福祉会館

流山市 名都借２７４番地 0471445510 165 83 0 流山市長 0471506079 0471582727

３７
流山市野々下
福祉会館

流山市 野々下２丁目７０９番地の３ 0471459500 346 173 0 流山市長 0471506079 0471582727

３８
流山市南流山
福祉会館

流山市 南流山３丁目３番地の１ 0471599300 940 470 0 流山市長 0471506079 0471582727

３９
流山市赤城福
祉会館

流山市 流山８丁目１０７１番地 0471584545 538 269 0 流山市長 0471506079 0471582727

４０
流山市平和台
福祉会館

流山市 平和台５丁目４５番地の３ 0471584264 238 119 0 流山市長 0471506079 0471582727

４１
流山市八木南
第１コミュニティ

流山市 野々下１丁目３１２番地 0471584230 231 116 0 流山市長 0471506076 0471503309

４２
流山市八木南
第２コミュニティ

流山市 野々下３丁目７９７番地 0471444258 328 164 0 流山市長 0471506076 0471503309

４３
流山市八木南
第３コミュニティ

流山市 芝崎３７３番地の３ 0471588465 221 111 0 流山市長 0471506076 0471503309

４４
流山市立流山
小学校

流山市 流山４丁目３５９番地 0471581043 0471581097 745 7,840 373 3,920 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

４５
流山市立新川
小学校

流山市 中野久木３３９番地 0471523004 0471523028 685 6,414 343 3,207 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

４６
流山市立八木
南小学校

流山市 芝崎９２番地 0471581142 0471581284 797 9,696 399 4,848 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

４７
流山市立八木
北小学校

流山市 美田２０８番地 0471524604 0471524685 793 7,420 397 3,710 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

４８
流山市立江戸
川台小学校

流山市 江戸川台東３丁目１１番地 0471520103 0471520185 751 9,412 376 4,706 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

４９
流山市立東小
学校

流山市 名都借８５６番地 0471453369 0471453379 1,400 11,170 700 5,585 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

５０
流山市立東深
井小学校

流山市 東深井８７９番地の２ 0471533430 0471536761 738 7,936 369 3,968 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

５１
流山市立鰭ヶ崎
小学校

流山市 鰭ヶ崎７番地の１ 0471585911 0471586052 738 6,308 369 3,154 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

資料５‐（１）‐３

番号

施設
避難施設として
使用可能な部
分の面積

収容人員※ 施設管理者

所在地 連絡先
名称

連絡先



資料５‐（１） 市内の避難施設指定状況

屋内部
分（㎡）
屋外部
分（㎡）

名称
市区町
村名

町丁目名・番（番地）・号 電話 ＦＡＸ
面積
（㎡）
面積
（㎡）
屋内
（人）
屋外
（人）

電話 ＦＡＸ

５２
流山市立西初
石小学校

流山市 西初石４丁目３４７番地 0471545863 0471545915 762 5,425 381 2,713 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

５３
流山市立向小
金小学校

流山市 向小金３丁目１４９番地の１ 0471741320 0471743415 741 9,134 371 4,567 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

５４
流山市立長崎
小学校

流山市 野々下２丁目１０番地の１ 0471452111 0471453972 754 9,007 377 4,504 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

５５
流山市立小山
小学校

流山市 東初石６丁目１８４番地の５ 0471546937 0471546946 766 9,607 383 4,804 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

５６
流山市立流山
北小学校

流山市 加一丁目７９５番地の１ 0471595674 0471595690 751 9,941 376 4,971 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

５７
流山市立西深
井小学校

流山市 西深井６７番地の１ 0471548655 0471548664 751 7,704 376 3,852 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

５８
流山市立南流
山小学校

流山市 木４８７番地 0471592521 0471592891 767 9,799 384 4,900 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

５９
流山市立南部
中学校

流山市 加三丁目６００番地の１ 0471580137 0471586291 1,391 13,218 696 6,609 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

６０
流山市立北部
中学校

流山市 中野久木５７７番地 0471520036 0471551025 973 10,545 487 5,273 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

６１
流山市立東部
中学校

流山市 名都借８６５番地 0471443514 0471443220 1,373 14,053 687 7,027 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

６２
流山市立東深
井中学校

流山市 東深井４７番地 0471545864 0471551087 868 10,926 434 5,463 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

６３
流山市立常盤
松中学校

流山市 東初石３丁目１３４番地 0471520842 0471551086 1,654 10,708 827 5,354 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

６４
流山市立八木
中学校

流山市 古間木２１０番地の２ 0471597461 0471586257 1,668 10,256 834 5,128 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

６５
流山市立南流
山中学校

流山市 流山２５３９番地の１ 0471592551 0471586252 1,501 15,360 751 7,680 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

６６
流山市立西初
石中学校

流山市 西初石４丁目４５５番地の１ 0471543091 0471551031 1,713 14,055 857 7,028 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

６７
流山市立博物
館

流山市 加一丁目１２２５番地の６ 0471593434 0471599998 1,752 876 0 流山市教育委員会 0471506106 0471500809

６８
流山市生涯学
習センター

流山市 中１１０番地 0471507474 0471596639 2,143 1,072 0 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

６９
流山市文化会
館

流山市 加一丁目１６番地の２ 0471583462 0471583442 2,384 1,192 0 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

資料５‐（１）‐４

番号

施設
避難施設として
使用可能な部
分の面積

収容人員※ 施設管理者

所在地 連絡先
名称

連絡先



資料５‐（１） 市内の避難施設指定状況

屋内部
分（㎡）
屋外部
分（㎡）

名称
市区町
村名

町丁目名・番（番地）・号 電話 ＦＡＸ
面積
（㎡）
面積
（㎡）
屋内
（人）
屋外
（人）

電話 ＦＡＸ

７０
流山市北部公
民館

流山市 美原１丁目１５８番地の２ 0471530567 0471530967 394 197 0 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

７１
流山市東部公
民館

流山市 名都借７５６番地の４ 0471442988 0471433043 478 239 0 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

７２
流山市初石公
民館

流山市 西初石４丁目３８１番地の２ 0471549101 0471549108 530 265 0 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

７３
流山市南流山セ
ンター

流山市 南流山３丁目３番地の１ 0471594511 0471594527 698 349 0 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

７４
市民総合体育
館

流山市 野々下１丁目２９番地の４ 0471591212 0471589888 4,417 2,209 0 流山市教育委員会 0471506103 0471500809

※収容人員については、１人当たり必要とするスペースを２㎡で算定しています。

資料５‐（１）‐５

番号

施設
避難施設として
使用可能な部

収容人員※

所在地 連絡先

施設管理者

名称
連絡先



資料５‐（２）‐１ 輸送事業者の輸送力

会社等名称 住所・連絡先

京成バス

京成バス株式会社
〒１３１-８５５５ 東京都墨田区押上１-１０-３
　電話０３-３６２１-２４１８
　Fax　０３-３６２１-２４０８

東武バスイースト

東武バスイースト株式会社
〒２７７-０８６１柏市高田字上野台子１３４５
　電話０４-７１４６-８８９５（代表）
西柏営業事務所
〒２７７-０８１６ 千葉県柏市高田字上野台子１３
４５
　電話０４-７１４４-５０１１
沼南営業所
〒２７０-１４５５　千葉県柏市金山字宮後原１００
８
電話０４-７１９３-２６８３

市タウンバス「ぐりーんバス」

社名 住所 電話番号 保有台数（平成1７年4月1日現在）
(有)運河タクシー 〒２７０-０１０１　流山市東深井３３３ ０４-７１５２-２６１３ １０台

(有)新登交通 〒２７０-０１３７　流山市市野谷４６７-２ ０４-７１５８-１３０５ ９台

流山タクシー(有) 〒２７０-０１７６　流山市加１-２０-２５ ０４-７１５８-３１４１ ２６台
朝日自動車(株)
江戸川台事業所

〒２７８-００３３　野田市上花輪１２９５-３
〒２７０-０１１１　流山市江戸川台東２-４

０４-７１２４-２２１６
０４-７１５４-３５３５

３７台（総数）

１６７７台

車両種別 人員輸送力（台数×１台あたり輸送可能人数）
バス ３３台×５０人＝１６５０人
タクシー ８２台×４人＝３２８人

通過車両数（両）（列車回数×列車編成） 列車回数（回） 列車編成（両） 輸送力（人）
JR武蔵野線 １０４．０ １３．０ ８ １４５６０
東武鉄道野田線 ７２．０ １２．０ ６ ９９３６
総武流山電鉄
総武流山線

１５．０ ５．０ ３ ２４００

首都圏新都市鉄道
つくばエクスプレス（緩行）

５２．２ 　８．７ ６ ８０５６

首都圏新都市鉄道
つくばエクスプレス（快速）

４８．０ ８．０ ６ ７３６０

③市内に登録されているトラック台数

①市内を運行するバス会社等

②市内に本社および事業所が所在するタクシー会社

数字は平成１７年度「流山市統計」表６９「自動車保有台数」に基づく（平成17年4月1日現在）

主要路線

江戸川台駅～南流山駅～松戸駅

＊柏駅西口～芝崎～流山駅東口
＊柏駅西口～南柏駅西口～流山駅東口
＊柏駅西口～江戸川大学正門～初石駅
＊柏駅西口～豊四季駅～江戸川大学正門
＊柏駅西口～八木中学校前～免許センター
＊柏駅西口～新宿台～八木中学校前
＊柏駅西口～南柏駅西口～免許センター
＊南柏駅西口～免許センター
＊江戸川台駅～東大前～国立ガンセンター
＊柏駅西口～税関研修所～江戸川台駅
＊江戸川台西ルート
＊江戸川台東ルート

タクシーの保有台数は「千葉県タクシー協会」による記載に基づく（http://www.taxi-chiba.jp/kaiin_01.html）

④流山市の道路による人員輸送力

台数は平成17年4月1日現在。平成１７年度「流山市統計」表６９「自動車保有台数」に基づく
備考

台数は資料［５］２．「②市内に本社および事業所が所在するタクシー会社」に基づく

備考

保有車両数は社の保有総数
に基づく。

運行は京成バスおよび
東武バスイーストによる

⑤流山市内に駅を有する鉄道事業者の運送力
　　　　　　　　　項目
路線

一時間あたり
備考

各鉄道事業者の所在、連絡先等は資料［４］８．指定公共機関および［４］９．指定地方公共機関参照。

首都圏新都市鉄道の車両定員、編成、
時刻表に関する公表情報（平成18年9月1日現
在）に基づいて算定

千葉県国民保護計画資料編に基づく 
千葉県国民保護計画資料編に基づく 

千葉県国民保護計画資料編に基づく 



資料５‐（３）－１ 市消防本部および千葉県内に所在する消防本部が保有するＮＢＣ対応資機材一覧

Ｎ
Ｂ
Ｃ
共
用

Ｎ
Ｂ
共
用

Ｎ
Ｃ
共
用

Ｂ
Ｃ
共
用

Ｎ
専
用

Ｂ
専
用

Ｃ
専
用

Ｎ
Ｂ
Ｃ
共
用

Ｂ
Ｃ
共
用

市川市消防本部 ３７ ６０ 18 １０ ８ １５ ４ ５ ３
船橋市消防本部 １９(５) ６ ４ ６ ５(１) ２(２) １(１)
松戸市消防本部 １０ １１６ ３ ６ １６ ３ １ １
野田市消防本部 ２ １５ １２ １ ２ １ １(１) １ １
柏市消防本部 ３２ ２ １２ ６ ２１ ２ ４ ３
流山市消防本部 ２２ ２ ５ ５ ５
我孫子市消防本部 ５ ２ １ ２ １ ２ １
鎌ヶ谷市消防本部 ５ ２ ３
浦安市消防本部 ４６(５) ２ １ １(１) １(１) １(１) ２(２) １ １(１)

Ｎ
Ｂ
Ｃ
共
用

Ｎ
Ｂ
共
用

Ｎ
Ｃ
共
用

Ｂ
Ｃ
共
用

Ｎ
専
用

Ｂ
専
用

Ｃ
専
用

Ｎ
Ｂ
Ｃ
共
用

Ｂ
Ｃ
共
用

千葉市消防本部 １１６（１０） ２０ ２３ ３２ ５（２） ２（２） ２（２） ８（４） ４（２）
銚子市消防本部 ３ ２ １ ３
木更津市消防本部 ７（５） ２ １ １ １（１） ２（１） ２（２） ２（１）
成田市消防本部 ８９（５） ３ １ １ ２（１） １（１） １（１） ４（２） ３（１）
習志野市消防本部 ６ ３ ２ ２ ２ １
市原市消防本部 １６ ２ １３ ２ ５ ８ ３５ １ １
八千代市消防本部 ２ ２ ２ ３ ２ ２
君津市消防本部 ２ １ ２
富津市消防本部 ７ ４ １ ３ ２
四街道市消防本部 ３９ ４ １ ４ １ １ １
袖ヶ浦市消防本部 ８ ４ ２ １４ ４
富里市消防本部 ２ ２ ３ １ ２ ５
栄町消防本部 ２ １ ３
小見川町外二町
消防組合消防本部

１１ １ １

佐原市外五町
消防組合消防本部

５ １ １

旭市外三町
消防組合消防本部

２ １

安房郡市広域市町村圏
事務組合消防本部

６ ４ ２

長生郡市広域市町村圏
組合消防本部

７ １

八日市場市外三町
消防組合消防本部

３ ３ １ ２

山武郡市広域
行政組合消防本部

６ ２ １ ２ ３

佐倉市八街市酒々井町
消防組合消防本部

１０ ３ １ ５ ４ １ １

印西地区
消防組合消防本部

１０ ２ ２９（２１） ３ ２ ２

夷隅郡市広域市町村圏
事務組合消防本部

４

Ｎ
Ｂ
Ｃ
共
用

Ｎ
Ｂ
共
用

Ｎ
Ｃ
共
用

Ｂ
Ｃ
共
用

Ｎ
専
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県合計 ２７６（５） ４７０（２５） １０６ ４９（２１） ８１ １３４ １０９（６） ９（５） ５（４） ４８（１２） １２（１） １４（５）
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①市消防本部および東葛地区に所在する消防本部が保有するＮＢＣ対応資機材一覧

合計
（内国貸与分）

放射線防護服・化学防護服
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計
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計
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（内国貸与分）
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除染シャワー

千葉県国民保護計画資料編に基づき作成。数字は平成１７年４月１日現在のもの。

②千葉県内に所在する上記以外の消防本部が保有するＮＢＣ対応資機材一覧

③千葉県内に所在する消防本部が保有するＮＢＣ対応資機材の合計

有
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置
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器

合計
（内国貸与分）

放射線防護服・化学防護服



資料６‐（１） 生活関連施設等一覧

施設の種類
市内の
施設数

県内の
施設数

発電所 ０ ６

変電所 1 ２４

ガス発生設備・ガス精製設備 ０ ３６

ガスホルダー １ ５０

取水施設 ０ ５

貯水施設 ０ ０

浄水施設 １ ５

配水池 ０ ３

２７条４号 鉄道施設・軌道施設 ０ １４

２７条５号
電気通信事業者がその事業のように
供する交換設備

1 ４０

２７条６号 国内放送を行う放送局の無線設備 0 ６

２７条７号 水域施設・係留施設 ０ ２

０ １

０ １

０ ３

２７条９号 ダム ０ ０

２８条１号
消防法（昭和２３年法律第１８６号）第２条第７項の危険物（同法第９条
の４の指定数量以上のものに限る。）

危険物の取扱所 0 1869

毒物劇物営業者の取扱所 2 229

特定毒物研究者の取扱所 3 59

毒物劇物を業務上取り扱う者の取扱所 0 25

火薬類の製造所（煙火等を除く。） 0 1
火薬類の製造所（煙火） 0
火薬庫 0

高圧ガスの製造施設（第一種製造者） 0

高圧ガスの貯蔵設備（第一種貯蔵所） 0

２８条５号

原子力基本法（昭和３０年法律第１８６号）第３条第２号に規定する核燃
料物質及びこれによって汚染された物（核原料物質、核燃料物質及び
原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第６４条第１項
に規定する事業者等並びに当該事業者等から運搬を委託された者及
び同法第６十条第１項に規定する受託貯蔵者が所持するものに限

核燃料物質使用施設 0 9

２８条６号
原子力基本法第３条第３号に規定する核原料物質（核原料物質、核燃
料物質及び原子炉の規制に関する法律第６１条の２第１項第３号に規
定する核原料物質を除く。）

核原料物質使用施設 0 2

２８条７号

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（昭和３２年
法律第１６７号）第２条第２項に規定する放射性同位元素及びこれに
よって汚染された物（同法第３２条に規定する許可届出使用者等が所
持するものに限る。）

放射性同位元素使用時業者の取扱所、表
示付認証機器使用事業者の取扱所、放射
性同位元素廃棄業者の取扱所

1 196

薬局 0

一般販売業の店舗 0

毒薬劇薬の製造業者等 0

LNGタンク 0 2

発電機冷却用水素ボンベ 0 8

脱硝用アンモニアタンク 0 8

生物剤・毒素の取扱所（文部科学省所管） 0 10

生物剤・毒素の取扱所（厚生労働省所管） 0

生物剤・毒素の取扱所（農林水産省所管） 0 4

２８条１１号

化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律（平成７年法律
第６５号）第２条第１項の毒性物質（同法第７条第１項の許可製造者、
同法第１２条の許可使用者、同法第１５条第１項第２号の承認輸入者
及び同法第１８条第２項の廃棄義務者並びに同法第２４条第１項から
第３項まで（同法第２６条及び第２７条において準用する場合を含む。）
又は同法第２８条の規定による届出をした者が所持するものに限る。）

毒性物質の取扱所 0 3

平成１８年３月２６日現在

資料６‐（１）‐１

電気事業法第３８条第３項の事業用電気工作物（発電用のものに限
る。）内における高圧ガス保安法第２条の高圧ガス（当該事業用電気工
作物の外にあるとしたならば同法の適用を受けることとなるものに限
る。）

２８条１０号

細菌兵器（生物兵器）及び毒素兵器の開発、生産及び貯蔵の禁止並び
に廃棄に関する条約等の実施に関する法律（昭和５７年法律第６１号）
第２条第１項に規定する生物剤及び同条第２項に規定する毒素（業とし
てこれらを取り扱う者が取り扱うものに限る。）

２８条２号

毒物及び劇物取締法（昭和２５年法律第３０３号）第２条第１項の毒物
及び同条第２項の劇物（同法第３条第３項の毒物劇物営業者、同法第
３条の２第１項の特定毒物研究者並びに当該毒物及び劇物を業務上
取り扱う者が取り扱うものに限る。）

２８条３号 火薬類取締法（昭和２５年法律第１４９号）第２条第１項の火薬類

２８条４号
高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４号）第２条の高圧ガス（同法第
３条第１項各号に掲げるものを除く。）

２８条８号
薬事法第４４条第１項の毒薬及び同条第２項の劇薬（同法第４６条第１
項の薬局開設者等が取り扱うものに限る。）

２８条９号

河川管理施設等構造令（昭和５１年政令第１９９号）第２章の規定の適用を受ける
ダム

施行令

２７条10号

滑走路等
旅客ターミナル施設
航空保安施設

電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１０号の電気事業者又は
同項第１２号の卸供給事業者がその事業の用に供する発電所（最大出力５万キロ
ワット以上のものに限る。）又は変電所（使用電圧１０万ボルト以上のものに限
る。）

ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）第２条第１３項のガス工作物（同項に規定す
るガス発生設備、ガスホルダー及びガス精製設備に限り、同条第３項の簡易ガス
事業の用に供するものを除く。）

水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第２項の水道事業又は同条第４項の水
道用水供給事業の用に供する取水、貯水若しくは浄水のための施設又は配水池
であって、これらの事業のため１日につき１０万立方メートル以上の水を供給する
能力を有するもの河川管理施設等構造令（昭和５１年政令第１９９号）第２章の規
定の適用を受けるダム

鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第８条第１項の鉄道施設又は軌道法（大正
１０年法律第７６号）による軌道施設であって、鉄道又は軌道を利用する旅客の乗
降、待合いその他の用に供するもののうち、当該施設の１日当たりの平均的な利
用者の人数が１０万人以上であるもの

電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第２条第５号の電気通信事業者（同法
第９条の登録を受けた者に限る。）がその事業の用に供する交換設備（同法第３３
条第１項の利用者の電気通信設備と接続される伝送路設備と接続される交換設
備で当該伝送路設備の電気通信回線の数が３万に満たないもの及び同項の移動
端末設備と接続される伝送路設備と接続される交換設備で当該移動端末設備の
数が３万に満たないものを除く。）

２７条２号

２７条１号

２７条８号

日本放送協会又は放送法（昭和２５年法律第１３２号）第２条第３号の３の１般放
送事業者（同条第３号の４の受託放送事業者及び同条第３号の５の委託放送事
業者を除く。）が同条第１号の２の国内放送を行う放送局（同条第３号の放送局を
いい、人工衛星の無線局であるものを除く。以下この号において同じ。）であって、
同法第２条の２第２項第３号に規定する放送系において他の放送局から放送（同
法第２条第１号の放送をいう。以下この号において同じ。）をされる同法第２条第４
号の放送番組を受信し、同時にこれをそのまま再送信する放送を主として行うも
の以外のものの無線設備

港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第５２条第１項第１号の国土交通省令で定める
水域施設又は係留施設施行令

空港整備法（昭和３１年法律第８０号）第２条第１項の空港の同法第６条第１項の
滑走路等及び当該空港の敷地内の旅客ターミナル施設並びに当該空港における
航空機の離陸又は着陸の安全を確保するために必要な航空法（昭和２７年法律
第２３１号）第２条第４項の航空保安施設

２７条３号



資料７‐（１）‐１ 流山市の気候

気温（℃） 降水量
（mm）平均 最高 最低

１月 ４．３ １４．３ －２．８ ４．５
２月 ６．５ ２０．９ －２．７ １３．０
３月 ８．０ ２１．４ －１．３ ７４．０
４月 １４．８ ２６．９ １．７ ６０．０
５月 １８．３ ３１．６ ９．２ １２４．５
６月 ２２．４ ３２．１ １２．９ ８３．０
７月 ２７．０ ３７．１ １６．９ ４２．５
８月 ２６．１ ３４．９ １６．８ ７５．０
９月 ２３．９ ３３．１ １５．６ １７４．０
１０月 １６．０ ２７．６ ５．５ ６７９．０
１１月 １３．７ ２２．５ ４．６ ９５．５
１２月 ７．７ ２５．０ －１．５ ５４．０

流山市消防本部の資料より作成

流山市の気候（平成16年）
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資料７‐（２） 流山市の人口

資料７‐（２）‐１
町　　丁　　字　　名 世 帯 数 総 数 男 女 15歳未満 15～64歳 65歳以上

総 数 59,403 152,791 75,940 76,851 20,451 105,918 26,422

大字流山 201 491 257 234 65 355 71

流山１丁目 142 383 185 198 73 233 77

流山２丁目 276 700 354 346 101 435 164

流山３丁目 130 321 147 174 20 207 94

流山４丁目 162 390 182 208 54 248 88

流山５丁目 146 377 188 189 53 259 65

流山６丁目 120 311 155 156 30 202 79

流山７丁目 134 399 184 215 61 260 78

流山８丁目 349 977 494 483 172 657 148

流山９丁目 182 476 207 269 94 321 61

大字加 56 129 68 61 9 76 44

加１丁目 728 2,127 1,064 1,063 406 1,577 144

加２丁目 358 976 466 510 167 682 127

加３丁目 684 2,026 1,004 1,022 248 1,582 196

加４丁目 460 1,330 684 646 236 947 147

加５丁目 161 399 205 194 51 271 77

加６丁目 298 737 361 376 77 481 179

大字三輪野山 1,201 3,393 1,699 1,694 703 2,320 370

大字西平井 1,247 3,238 1,633 1,605 393 2,309 536

大字鰭ケ崎 2,466 6,217 3,070 3,147 801 4,270 1,146

大字木 224 605 317 288 71 398 136

鰭ケ崎 317 722 352 370 133 528 61

南流山１丁目 940 1,950 1,003 947 276 1,528 146

南流山２丁目 1,089 2,328 1,220 1,108 369 1,781 178

南流山３丁目 762 1,730 890 840 261 1,341 128

南流山４丁目 529 1,146 585 561 177 844 125

南流山５丁目 400 943 480 463 151 717 75

南流山６丁目 1,182 3,025 1,493 1,532 454 2,315 256

南流山７丁目 835 2,179 1,108 1,071 405 1,566 208

南流山８丁目 909 2,404 1,250 1,154 412 1,815 177

平和台１丁目 203 534 258 276 64 343 127

平和台２丁目 282 681 330 351 72 456 153

平和台３丁目 150 383 196 187 59 271 53

平和台４丁目 704 1,969 949 1,020 284 1,318 367

平和台５丁目 511 1,309 606 703 124 819 366

宮園１丁目 157 425 211 214 62 281 82

宮園２丁目 376 978 478 500 86 635 257

宮園３丁目 418 1,118 563 555 133 754 231

大字深井新田 36 110 52 58 13 64 33

大字平方村新田 6 21 10 11 3 14 4

大字西深井 1,150 2,783 1,369 1,414 266 1,869 648

大字東深井 4,984 13,239 6,577 6,662 1,788 9,455 1,996

大字平方 549 1,452 692 760 149 924 379

美原１丁目 335 845 439 406 147 615 83

美原２丁目 97 285 144 141 28 216 41

美原３丁目 286 730 382 348 85 519 126

美原４丁目 388 921 461 460 165 635 121

大字中野久木 398 1,214 577 637 118 952 144

北 189 535 260 275 49 349 137

大字小屋 57 181 100 81 17 115 49

大字上新宿 67 209 104 105 29 139 41

大字上新宿新田 8 27 16 11 1 17 9

大字南 90 260 122 138 29 175 56

大字桐ケ谷 25 71 33 38 4 47 20

大字谷 18 60 28 32 10 32 18

大字上貝塚 37 122 59 63 13 81 28

大字下花輪 100 301 147 154 30 194 77

大字大畔 63 165 84 81 15 112 38



資料７‐（２） 流山市の人口

資料７‐（２）‐２
町　　丁　　字　　名 世 帯 数 総 数 男 女 15歳未満 15～64歳 65歳以上

総 数 59,403 152,791 75,940 76,851 20,451 105,918 26,422

若葉台 529 1,381 670 711 108 842 431

こうのす台 904 2,417 1,202 1,215 259 1,685 473

富士見台 52 146 67 79 14 108 24

富士見台１丁目 344 924 439 485 96 583 245

富士見台２丁目 685 1,744 852 892 195 1,258 291

江戸川台東１丁目 404 1,022 469 553 95 618 309

江戸川台東２丁目 433 1,026 497 529 128 574 324

江戸川台東３丁目 862 2,151 1,024 1,127 250 1,307 594

江戸川台東４丁目 588 1,426 680 746 138 842 446

江戸川台西１丁目 330 799 379 420 81 491 227

江戸川台西２丁目 412 945 458 487 84 575 286

江戸川台西３丁目 416 1,067 522 545 166 709 192

江戸川台西４丁目 424 1,089 517 572 109 657 323

東初石１丁目 602 1,618 805 813 150 1,156 312

東初石２丁目 922 2,253 1,157 1,096 325 1,667 261

東初石３丁目 1,437 3,762 1,801 1,961 708 2,620 434

東初石４丁目 555 1,364 694 670 145 932 287

東初石５丁目 230 585 281 304 72 359 154

東初石６丁目 70 161 88 73 15 115 31

西初石１丁目 311 867 420 447 157 626 84

西初石２丁目 729 1,990 995 995 308 1,450 232

西初石３丁目 785 1,948 969 979 305 1,378 265

西初石４丁目 1,166 2,963 1,480 1,483 367 2,047 549

西初石５丁目 456 1,168 599 569 146 785 237

西初石６丁目 195 537 273 264 63 357 117

思井 72 211 113 98 21 138 52

中 53 169 87 82 11 107 51

芝崎 48 133 70 63 5 91 37

古間木 348 939 471 468 77 612 250

前平井 66 157 80 77 19 112 26

後平井 73 225 114 111 16 171 38

市野谷 353 1,050 530 520 130 697 223

野々下１丁目 81 242 115 127 32 145 65

野々下２丁目 149 151 26 125 0 3 148

野々下３丁目 983 2,538 1,250 1,288 276 1,879 383

野々下４丁目 335 918 441 477 73 629 216

野々下５丁目 763 2,005 1,002 1,003 263 1,320 422

野々下６丁目 655 1,842 901 941 229 1,388 225

長崎１丁目 415 1,151 585 566 175 823 153

長崎２丁目 167 453 230 223 60 292 101

駒木 1,308 3,170 1,594 1,576 338 2,240 592

駒木台 1,006 2,697 1,392 1,305 311 1,838 548

青田 344 910 453 457 83 629 198

十太夫 371 976 493 483 91 641 244

美田 697 1,874 940 934 175 1,301 398

前ケ崎 1,545 4,007 1,995 2,012 578 2,759 670

向小金１丁目 954 2,269 1,117 1,152 341 1,550 378

向小金２丁目 1,077 2,773 1,398 1,375 538 1,993 242

向小金３丁目 1,200 2,809 1,409 1,400 367 1,897 545

向小金４丁目 248 657 334 323 109 450 98

名都借 845 2,374 1,227 1,147 317 1,663 394

松ケ丘１丁目 431 825 453 372 94 580 151

松ケ丘２丁目 558 1,270 597 673 114 740 416

松ケ丘３丁目 309 799 419 380 189 575 35

松ケ丘４丁目 412 1,012 482 530 118 569 325

松ケ丘５丁目 883 2,368 1,187 1,181 345 1,650 373

松ケ丘６丁目 174 471 224 247 35 342 94

西松ケ丘１丁目 267 636 321 315 71 427 138

数値は住民基本台帳（平成１８年４月１日）に基づく。
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　人口の多寡は青色の濃淡で表され、色が濃いところほど人口が多いことになる。
　分布図によれば、人口は北部および南西部に集中し、南東部と東部がこれに準じ
ている。また、西部から中部にかけては比較的人口の少ない地域が続いている。
　なお、人口データは「平成17年度流山市統計表」に基づく。

資料７‐（２）‐３

流山市の人口分布状 況



資料７‐（２）‐４　市の住宅分布



資料７‐（３）‐１　市の幹線道路等



資料７‐（４）‐１　市の公共交通機関の状況



資料８‐（１）‐１  
情報通信に関する資料 

 
情報通信に関する以下の事項については、流山市地域防災計画資料編Ⅶ「広報・通信」（資

料３０－３７）を参照のこと。 
①流山市防災行政無線固定系親局・固定系子局の設置場所 
②流山市防災行政無線固定系施設の配置 
③流山市防災行政無線基地局・陸上移動局の設置場所 
④流山市防災行政無線系運用規程 
⑤基地局および陸上移動局の運用要領 
  ⑥固定系親局および固定系子局の運用要領 
⑦流山市防災行政無線局（固定系）戸別受信機設置管理要領 
⑧災害時優先電話の設置箇所 

 



資料８‐（２）‐１． 流山市地域防災計画から準用する様式一覧

流山市防災計画
における様式番号

名称

様式２８ 防災行政無線貸出簿
様式３１ 無線業務日誌
様式３３ 防災行政無線緊急放送書
様式３４ 防災行政無線放送依頼書
様式３５ 流山市防災行政無線局（固定系）戸別受信機設置承諾書

様式43 災害対策招集名簿
様式68 職員動員報告書

様式４７ 災害用医薬品等の供給要請について
様式48 トリアージタッグ
様式49 車両、船艇、航空機調達請求書
様式50 輸送記録簿
様式51 避難者名簿
様式52 避難所入所記録簿
様式53 応急食糧緊急引渡要請書
様式54 応急食糧緊急引渡指示書
様式55 応急食糧受領書
様式56 炊き出し供給状況表
様式57 給食記録表
様式58 救援物資申出書
様式59 物品受払簿
様式60 義援金品受入簿
様式61 義援金品領収書
様式62 行方不明者の捜索受付から火・埋葬までの各書式
様式63 り災証明書
様式64 り災証明書交付簿
様式65 災害情報処理票
様式66 家屋被害調査票
様式67 千葉県被害情報等報告要領（抜粋）
様式71 市各対策部の報告様式（1号様式～23号様式）

流山市国民保護計画第２編第１章第１組織・体制の整備等に係る様式（職員等の参集に係る様式）

情報通信関係に係る様式

流山市国民保護計画第３編第５章救援に係る様式
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